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巻頭言 
 

大学と地域再生 

 

京都大学 大学院経済学研究科 

岡田 知弘 

 

 昨年、第 23 期日本学術会議の地域研究委員会に置かれた地域学分科会（山川充夫委員

長）で、政府が展開している「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋）」（以

下、本事業と呼ぶ）の実情を知る機会があった。筆者は、かれこれ 30年以上、地域経済学

の教育・研究活動や地域の自治体、経済団体等との連携事業に関わってきたが、その体験

から見て、いくつか懸念すべきことがあった。これは、本事業の選定校だけでなく、ひろ

く大学と地域再生との関係にもあてはまる点もあると考え、この場を借りて私論を述べさ

せていただきたいと思う。 

本事業は、「地（知）の拠点整備事業」（大学 COC事業）」を継承し、2015年度から実施

されたものである。ただし、両者の事業目的、最終目標、申請要件、成果指標は、大きく

異なっている。とりわけ、前事業が最終目標として「地域再生・活性化の核となる大学の

形成」を位置付けていたのに対して、本事業は「若年層人口の東京一極集中の解消」を掲

げた。これは、明らかに、日本創成会議による「自治体消滅論（増田レポート）」（2014年

5 月）を受けて 2014 年 9 月から本格的に開始された、安倍内閣による「地方創生総合戦

略」の一環として大学が位置付けられたことによると考えられる。 

 同事業には、56件の申請があったが、選定されたのは 42件である。事業に参画する大

学は、申請大学と「参加大学」を含めて 256大学に達する。設置形態別にみると、国立 76、

公立 46、私立 134となっている。したがって、すべての大学が選定されているわけではな

い。東京都、神奈川県、埼玉県、愛知県、大阪府といった三大都市圏に立地する大学は除

外されている。 

 本事業については、日本学術振興会が「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業委

員」を設けて、審査・評価を行っている。2017年度が中間評価の節目に当たる。また、5

年間の事業期間を終えた 2020 年度が事後評価年度となる。中間評価時点で、選定大学が

ほぼ共通して困惑しているのは、事業評価のKPI（重要業績評価指標）として予め設定さ

れている「県内就職率」や「事業協働機関雇用創出数」といった指標である。 

 そもそも、民間企業内部の業務改革の手法として開発されたKPIの活用を、公共分野に

適用することについては、2010年の総務省委託調査で三菱UFJリサーチ＆コンサルティ
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ングがまとめた『民間企業等における効率化方策等（業務改革（ＢＰＲ））の国の行政組織

への導入に関する調査研究』などでも疑問視されている。そこでは、①トップダウン的な

アプローチがなされ、②コストや人員削減など、定量的な目標を設定することで、大きく

改革が進むことはあるが、組織全体が疲弊してしまい、サービスの質の向上や顧客満足度

の向上といったことにつながっていないケースもあるとの問題指摘がなされている。事業

本来の目標達成に届かないということだけでなく、むしろ組織の疲弊をもたらすリスクが

あるという問題である。大学は、教職員が教育研究を自主的に行う研究教育組織である。

そこでの疲弊が進行すれば、大学本来の業務や、それを担う教職員、さらに学生の自律的

な教育研究活動に支障をきたすことにつながる。この点を肝に銘じるべきであろう。 

それに加えて、「県内就職率」や「事業協働機関雇用創出数」という指標は、大学の内部

組織が自ら主体的に取り組んで決定できるものではなく、大学にとっては外部環境にあた

る求人側の企業、団体の経営基盤、そして行政機能の強化が必要不可欠であり、大学はそ

こまでコントロールできないという問題を内包している。より根本的には「就職」する主

体である学生は、憲法によって職業選択、地域選択の自由が保障されている。しかも、地

方大学においても、グローバルな視点に立ち、どの地域であれ、それぞれの地域で活躍で

きる「人材の養成」に努めてきた。本事業の前身である COC 事業は、それを目的とした

ものである。この点で、「県内就職率」という、おそらく地方創生総合戦略という政治方針

によって限定づけられたKPIを重視することは、本来の大学の使命や学生たちの職業選択

の自由を妨げるものになる恐れがあり、指標としての妥当性に疑問を持たざるを得ない。 

 さらに、地域経済学的視点からいえば、一律的に「県内就職率」という指標を課すこと

自体が問題である。いうまでもなく、日本の地域経済の不均等発展は激しく、大都市圏か

ら、地方中枢都市、小規模都市まで都市の階層性の違いが明確である。大学に入学してく

る学生の出身地や通学圏、さらにその学生たちの就職先の範域は、多様である。中心性の

高い都市に立地する大学ほど、県域を超える広い領域を対象にし、労働市場も広く部厚い。

逆に、過疎地域の多い県では、労働市場も狭く、求人数も量的に少ない。その点の検証な

しに、「地元＝県内」と機械的に設定するのはあまりに非科学的である。併せて、東京圏を

はじめとして、今回の選定対象にならなかった大学において、大都市内外の「地域」に関

わる視野と体験を広げる教育研究プログラムも必要だといえる。 

 だとすれば、大都市、地方都市、農山村を問わず、将来の地域社会の担い手としての学

生を養成することは、わずか 5年の限られた期間において、しかも限定されたKPIに基づ

く評価、運営費補助という発想では到底無理な課題であるといえる。個々の地域における

教育活動による上記のような学生や社会人の養成、個別地域の自然科学的・社会科学的・

人文科学的研究の深化と体系化（これを、あるべき「地域学」と私は呼んでいる）、地域社

会にある多様な団体や企業との自律的連携という大学の本来的な役割を果たすことが、焦
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眉の社会的課題となっている地域の経済・社会の衰退、高齢化、人口減少に対処する力を

地域において培養することにつながるといえる。 

地域再生は、5 年で終わるような短期的な課題ではなく、当該地域においては長期的か

つ永続的な課題である。しかも、東京圏での学生定員の抑制といった皮相的な手段では解

決できない難題である。それによって地方に立地している大学に学生が進学し、その地域

において仕事を見つけ定住する保障はどこにもない。むしろ、地域経済の再生を国と地方

自治体、企業が主体的に取り組むとともに、とくに地方に立地している大学の教育研究活

動を支える基盤的経費の拡充こそが、求められているといえる。それによって、大学と各

種団体、企業が共に自立しながら、地域の個性に合わせて多様な連携を企画、実施できる

保障も期待できるであろう（詳しくは、拙稿「時代が求める地域学のあり方」（『地理』2017

年 4月号）を、参照されたい）。 

帝京大学経済学部地域経済学科は、地域の活性化と再生に貢献できる人材の育成を教育

目標として2011年4月に新設され、これまで多くの卒業生を地域に送り出すだけでなく、

着実に教育・研究の実績を積み、産官学連携事業も蓄積されてきた。この取り組みをさら

に継続、拡大していくことで、大学だけでなく、地域経済の未来も切り拓くことができる

であろう。 
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帝京大学地域活性化研究センター年報 第２巻  退職にあたって 

地域経済学科を何故設立したのか 

The Reason for the Establishment of “Department of Reginal Economics” 
 

黒崎 誠＊1 

Makoto KUROSAKI＊1 
＊1経済学部地域経済学科教授 

＊1Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 

 
地域経済学科を設立した最大の目的は「経済学の手法を用いて地域経済，そして日本経済の活性

化を図る人材を育成したい」(冲永佳史学長)ためだ．1950 年代後半から始まった日本経済の高度成長
は，80年代半ばまで続いた．この間の 1968年にはドイツを抜いて世界第 2位の経済大国となり中国に
追い抜かれた 2011年まで第 2位の地位を保持し，現在でも第 3位の経済大国である．その一方，地方
と都会の格差は拡大し，多くの地域が経済の不振，人口減少に悩まされている．優れた人材を育成し，

こうした地域の活性化を図り日本経済の健全な成長に資したいとの悲願が，込められているのである． 
地方と都会の格差を端的に表しているのが，人口動向と 1人あたりの県民所得であろう．国立社会保

障.人口問題研究所の推定によれば日本の人口は，2010年を 100として 2025年には全国で 94．2%と，
5%強の減少となる．地域別では女性が，生涯に産む子供の数である合計特殊出生率の最も高い沖縄
県は 101.5%．次いで東京都 100.1%，神奈川県 99.6%，愛知県 99.2%，滋賀県 99.1%．減少率の低さ
で上位の 5 都県は，増加するか減少しても 1%以内に収まっている．逆に減少率の高い上位 5 県は秋
田県 82.2%，青森県 84.6%，高知県 85.6%，岩手県 85.7%，山形県 86.0%と，14%から 18%も減少する．
そして，2040年には全国平均で 83.8%と 17%弱の人口減少となる． 
この時点における人口減少率は，沖縄県98.3%，東京都93.5%，滋賀県92.8%，愛知県92.5%，神奈

川県 92.2%と減少率の低さで上位の 5 都県の減少率は，全国平均を 10%以上も下回る．これに対して
全国平均を大きく上回るのは秋田県 64.4%，青森県 67.9%，高知県 70.2%，岩手県 70.5%，山形県
71.5%と減少率の低い上位 5都県に比較して 3倍近い減少率となる．人口数で見れば 10年に 108万 6
千人だった秋田県は，25年に 89万 3千人となり，40年には 70万人まで減少する．青森県は，10年の
137万 3千人から 40年には 93万 2千人．岩手県は 133万人から 93万 8千人と東北 4県は，いずれ
も県民人口が 100万人を割り込む．高知県は 76万 4千人と人口の少ない県であったが，40年には 53
万 7千人まで減少する． 

2010 年に県民人口が，100 万人を割っていた県は鳥取県，高知県，島根県など 8 県であったが，40
年には 17 県と倍増する．四国 4 県で 100 万人以上の人口を擁する県は愛媛県だけとなり，鳥取県は
44 万 1 千人と 50 万人を割る．東京世田谷区の 18 年 1 月 1 日現在の人口は，90 万人(同区ホームペ
ージ)だからこの半分以下に止まる．これほどの人口減少にはならないものの急速な人口減少は，首都
圏とその周辺の神奈川，埼玉．自動車産業を中心に製造業の出荷額が急速に増加している愛知県な

どを除く多くの県で発生する．三大都市の一角を占めている大阪府の人口も 40 年に 15.9%減少し，全
国平均の減少率を僅に上回る程度に落ち込む．人口減少が，都会の一部を除く全国的な問題であるこ

とがはっきりする． 
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帝京大学地域活性化研究センター年報 第２巻  退職にあたって 

1. 依然として残る所得格差 
各県の県民所得を人口で割った 1人当たりの県民所得は，2006年度で最も多い東京の 4820千円に

対して沖縄は 2089千円で 2.3倍の格差となっていた(Wikipedia)．内閣府の 14年度県民所得計算によ
ると東京の 1人当たり所得は，4512千円，沖縄県 2129千円となっており格差は 2.1倍と縮小しているが，
依然として 2 倍以上の格差がある．300 万円台の府県は，12 府県であるが 350 万円を上回るのは愛知
県(3527 千円)の 1 県に止まる．残りの県の多くは 300〜310 万円台となっており，320 万円台は静岡県
（3220 千円）だけだ．逆に最も低い沖縄県に比較して 10 万円程度しか多くない 230 万円台の県は，沖
縄以外でも鳥取県(2330千円)など 5県に達する． 
大和総合研究所の「経済分析レポート NO27」は，「東京の所得がそれほど増加していないのに対し

て所得向上の大きい方地方もある」ことなどから地方との格差は，縮小しとしているとしている．だが，1
人当たりの県民所得が東京都の半分程度のしかない県は，沖縄を含めれば 6県に達する．70%前後の
300 万円台の県も全体の 4 分の 1 程度だ．残りの道県は，東京都の 1 人当たり所得の 60%前後という
のが実情だ．縮小傾向にあるものの日本最大の都市である東京と地方の格差は，依然として残ってい

る． 
 

2. 国土総合開発と歴代内閣の地方活性化策 
地方と都会の秩序と統一の取れた発展は，高度成長の始まる 1960 年代前後から政府の大きな命題

として登場し，政府も何度にも及ぶ計画を纏め実行にも移した．その 1 つが 1 次から 5 次に及ぶ「国土
総合開発計画」だろう．最初に立案された第 1 次国土総合開発(通称旧全総)は，「地域の格差解消」
「都会の人口集中解消」を最大の命題していた．だが，実際の計画は千葉，東京などの京葉地帯から瀬

戸内海の太平洋地帯に後に「太平洋ベルト地帯」と呼ばれる一大重化学工業の立地を進めたことだ．こ

れにより軽工業中心の日本産業は，重化学工業化への道を急速に進むようになった．しかし，旧全総に

は①重化学工業を中心した高度成長を目指したため産業部門の不均衡な発展となり農林漁業地帯か

ら大都市への人口移動が過疎.過密問題を発生させた②大都市では大気汚染や河川汚濁などの公害，
環境問題を発生させる一方で人口の流出した過疎地帯で山林の荒廃，河川の氾濫などの農村問題が

起こった(山本義彦著『日本近代経済史』ミネルヴァ書房)などの批判も強い． 
その後も国土総合開発計画は，第 5次の「21世紀の国土グランドデザイン」まで 5回にわたって作成

された．それぞれの時代背景を映して目標は変化したが，ほぼ一貫しているのは国土の均衡ある発展

で都会と地方の格差解消だった．この国土総合開発計画とは別に多くの内閣が，地方と都会の格差解

消を目的とした政策を打ち出している．中でも有名なのが，田中角栄内閣の『日本列島改造論』と竹下

登内閣の『ふるさと創生』だろう．列島改造論は，全国を高速鉄道や道路で結び日本海側まで発展させ

るという雄大な計画だった．ふるさと創生は，自治体の規模を問わず一律 1 億円を交付して創意と工夫
で地方の活性化を図ろうした．安倍内閣によって改めて「地方創生」が，打ち出されたことではっきりす

るようにいずれの計画も成功したとは言い難い． 
 

3. 優れた地域のリーダ 
政府が，50 年以上も前から地方と都会の格差を解消し均衡ある発展策を打ち出しながら成功しなか

った理由は，数多くあるが 1 つは優れた人材を育成出来なかったことだろう．大分県の由布院は，現在
では全国でも有名な温泉地として知られるが，かつては近くにある別府温泉と比べようもない規模の温

泉地に過ぎなかった．60 年代に音楽祭，映画祭などのイベントを開催し女性が安心して来られる観光
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地としたことが，現在の発展に繋がった．バブル期に市議会は国と対立しながらも保養地としての特色

を守った．優れた人材が存在したから出来たことだ．浜松市は，ホンダ，スズキ自動車，ヤマハなどの発

祥の地として知られるが，どの会社もかつては中小企業だった．ベンチャー精神に溢れた中小企業経

営者が，世界規模の企業をつくりあげた．以上の様な例は，決して少なくない．地域のために役立つ優

れた人材を育成したいとの目標を掲げているのはこの為だ． 
 

4. 地域関連授業の特色 
そして，地域経済学科最大の特色はマクロ経済学，ミクロ経済学，経済史，経済学史など経済学の基

礎を学ぶと同時に「農業」「観光」「中小企業」．そして「地方自治関連」の授業を充実させていることだ．

農林水産省の統計によれば 15 年における農業による GDP は，4 兆 6707 億円で日本経済全体の
GDP(530兆 5452億円)の 1%にも満たない．林業，水産業を加えても 5兆 6175億円で 1%を僅に上回
るに過ぎない．だが，地方では農業は重要な産業の 1つだ．耕作地の大規模化，無農薬・有機といった
農業による地域起こしの成功例が相次ぐようになっている．農産物の輸出は，2011 年の 2652 億円から
16 年には 4595 億円と倍増している．水産物，林産品を加えれば 7503 億円となっており政府の掲げる
農林水産物による輸出額 1兆円の目標まであと一歩だ．第 6次産業として大きく伸びる可能性を示して
いる． 
環境省が認定する国立公園は，全国に 33カ所ある．地域的な分布を見ると北海道 6カ所，中部 5カ

所，九州 9カ所等となっている．関東も 6カ所となっているが，殆どは都会周辺でなく自然に恵まれてい
るものの人口の減少に悩む過疎地域だ．国内の温泉地は3004カ所．最も多いのは北海道の245，次い
で長野 224，新潟 153，青森 133，福島 132，秋田 124(日本温泉総合研究所)となっており，いずれも人
口減少の進む地域だ．人口減少の最大の理由は，若者に働く場がないことだ．古くから伊勢神宮参りの

客で発展した伊勢市，善光寺の門前町として栄えた長野市，千葉県の成田市のように神社仏閣を中心

に発展した門前町が存在した．最近では北海道ニセコ町(人口 5000 人)のようにスキー客を中心に年間
の延べ宿泊客数が，60万人と人口の 100倍を上回る新しい観光地もつ地域も相次いでいる．政府観光
局の統計によれば 12年に 835万人だった訪日外国人観光客は 16年 2403万人，17年 2869万人と 5
年で 3 倍以上の増加となっており外国人が，訪れることのなかった過疎地域で外国人観光客による地
域起こしの動きも活発化している．観光による若者の働く場の確保の可能性が十分にある． 

2016 年版の中小企業白書によれば日本には，382 万の企業が存在する．このうち大企業は，1 万
1000社．中小企業は，380万 9000社で率にして 99.7%を占める．大企業は，0.3%となるが従業員数で
も大企業の 1433万人対して中小企業は 3361万人と約 70%を占める．1960年以降の付加価値生産額
でも中小企業は，一貫として 55%程度を占めている構図は現在でも同じだ．内閣府の『都道府県別大
規模企業本社数』(従業員 300人以上)によれば大企業の 34.5%は東京に本社を置いている．次いで大
阪 9.1%，愛知 6.5%，神奈川 5.3%となっており大企業の 55.4%はこの地域に集中している．その他の地
域は高くも 3%台で多くは 1%未満だ．また，日本政策金融公庫.総合研究所のレポート(15 年 6 月 9 日
号)によれば「地方圏においては小規模企業が，圏内従業員の 87.5%を占める一方で中堅企業は雇用
のほぼ半数の 948 万人を抱え，最大の雇用吸収センターになっている」と指摘している．地方経済の主
役が小規模，中規模の中小企業であることがはっきりする． 
そして，地域の行政を担うのは県や市町村の自治体であることを改めて指摘するまでもないだろう．

行政法など地方自治関連の授業も十分すぎるほど用意してあるのは，この為である． 
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那珂川町、まちづくりの課題 

The awaiting solutions of Nakagawa-machi. 
 

金子 弘道＊1 

Hiromichi KANAKO＊1 
＊1経済学部地域経済学科 

  ＊1Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 
 

 帝京大学地域経済学科にきて７年。このうち４年間は栃木県那珂川町のまちづくり活動をビデオに

撮り、動画サイトにアップしてきた。ゼミの学生たちが編集したビデオは合計 14 本。撮影を通じて浮
かんできたのは、数々のまちおこしプロジェクトに取り組みながら、なかなか成果が上がらない町の姿

だ。帝京大学を去るにあたって、那珂川町が抱える課題を洗った。 
 

1. 豊富な地域資源 
 「なぜ、那珂川町なんですか」と、よく聞かれるが、「栃木県で最も消滅可能性が高い町だから」と

答えている。日本創成会議・人口問題検討分科会の試算によると、那珂川町の若い女性（20～39 歳）
は 2014年に 2010年比 71.3％減る。減少率は栃木県内ワーストワンである。那珂川町のまちづくりが
成功すれば、他地域にも応用できると学生には伝えてきた。 
ただ、これは後づけの理由だ。2012 年当時、帝京大学に協力して欲しいという市町村はいくつか

あったが、その多くはすでに宇都宮大学など他大学と連携しており、研究成果もいくつか公表されて

いた。県内で唯一手つかずの市町村が那珂川町だった。 
地域資源の豊富さにも心を動かされた。わずか人口１万 7,000 人の町に「馬頭広重美術館」など３

つの美術館があり、温泉トラフグを生産する「夢工房」のようなベンチャー企業もある。鮎やホンモロコ、

イノシシ肉といった地域特産の「食」にも恵まれている。100 ヵ所を超す神社、仏閣もあり、当初まちづ
くりはそれほど難しくないのでないかとも思った。2013年 11月、同町と帝京大学地域経済学科が「地
域振興の調査研究に関する相互協定」を締結したのはこうした背景があった。 
那珂川町は協定締結前から多くのまちづくり事業に取り組んできた。「なかがわ元気プロジェクト」

「環境まちづくり」「木の駅プロジェクトなかがわ」「都市農村交流」「小砂環境芸術祭」「地産地消事業」

など、官民が多様な事業を展開していた。「このままでは町は消滅する」との危機感がこうした動きを

加速したといえるだろう。 
たとえば、「なかがわ元気プロジェクト」は、那珂川町のリーダーが集まって、まちづくり事業を話し

合う組織で、いわゆるプラットフォームである。「おもてなし部会」「バイオマス・エネルギー化推進部会」

「６次産業化ブランド化推進部会」など部会ごとに観光産業や環境産業、食品産業の育成を目指し

ている。2014年からは毎年、町のイベント「なかがわ元気フェスタ」も主催している。 
なかがわ元気プロジェクトは 2013 年から３年間の議論を経て、2016 年 10 月にはまちづくり会社

「創生なかがわ株式会社」（野口勝明社長）を設立した。町の特産品のネット販売や観光・視察ツア

ーの企画・販売を主な事業にする。2016 年には宇都宮市に温泉トラフグやウナギ料理を提供するレ
ストランや地域特産品の販売所を兼ねたアンテナショップ「里の香」をオープンした。 
行政主導で始まったのがメガソーラーやバイオマス発電、廃棄物リサイクルなど環境まちづくり事
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業だ。廃業したゴルフ場の跡地 38 ヘクタールにメガソーラー「那須南エコファーム」を誘致した。メガ
ソーラーの年間発電量 1,750万 kwhは東日本最大規模だ。 
バイオマスでは、国産材メーカー「トーセン」（本社矢板市）が廃校になった中学校跡地を借りて製

材工場として利用。2014 年 10 月には工場内に木質バイオマス発電所を稼働した。発電出力 2,500
㌔ワット、うち 300㌔ワットを工場で利用し、残りを東京電力に売電している。 
バイオマス発電所の燃料木材は年間５万㌧。工場から排出される端材やおがくずだけではとても

足りない。そこで町の林業組合らがトーセンや町と協力して始めたのが「木の駅プロジェクト」だ。搬

出コストがかかるため森林に放置されたままになっている“切り捨て間伐材”を、発電所の熱エネルギ

ーに利用する仕組みだ。岐阜県恵那市など全国 30 ヵ所で実施されている。 
那珂川町の場合は山林所有者が間伐材を集めて発電所に納めると、町内の商店街でしか使えな

い地域通貨「森の恵み」を渡される。価格は１㌧当たり 5,500 円。製材工場を運営するグループ企業
が 3,000円を支出し、トーセンが 1,000円を寄付、残りは町の補助金で賄う仕組みだ。山林所有者は
放置されていた間伐材が収入源になり、地元の商店は潤い、発電所は熱源が確保でき、ＣＯ₂の排

出抑制にもつながる。皆が得をするプロジェクトだ。 
発電所の余熱を利用したウナギの養殖やマンゴーの試験栽培にも取り組んだ。ここで培われたウ

ナギ養殖のノウハウは、那珂川町の林屋川魚店が活用。2015 年には木材ボイラーを利用したウナギ
養殖所を建設した。問題は環境産業の雇用吸収力が弱いこと。バイオマス発電所の従業員は 12 人、
メガソーラーはわずか２人でしかない。 

 

2. 観光産業に期待 
町が期待するのはすそ野の広い観光産業の振興だ。那珂川町は総面積の 64％が森林に覆われ

た典型的な山村だ。豊富な自然資源を活かしたグリーンツーリズムや農家民泊の環境は整っている。

減少する定住人口を交流人口の増加で補う狙いがある。 
ひとつが隣町、大田原市の「大田原ツーリズム」（藤井大介社長）との連携だ。大田原ツーリズムは、

大田原市などの出資で 2012年 7月に設立された会社で、農業体験や自然体験、歴史・文化体験を
提供する。2015 年には東京の小中学校の修学旅行などで 6,459 人を集めた。人数が膨れあがると
大田原市だけでは吸収できない。那珂川町もフィールドを貸すことになった。 
町独自の農業体験事業もある。2012 年、東京都豊島区と「観光交流都市協定」（ふくろう協定）を

締結。豊島区から親子づれを呼び込んでいる。１泊２日で野菜収穫、種まき、山林散策、陶芸などを

体験するプロジェクトで、リピーターも増えた。 
那珂川町の観光入込客数は 2005年度の 193万 7,919人から 113万 6,992人と 41.3％も減った。

特に東日本大震災時に福島第１原子力発電所の放射能拡散の影響で入込客数が激減。その後、

徐々に戻ってはいるが、原発事故前の水準を回復していない。これに対して宿泊客数は 2014 年度
で 8 万 2,024 人と、2005 年度に比べ 32.3％も増えた。増えているのは農家民泊やオートキャンプ場
などアウトドア分野だ。消費者のニーズがアウトドアに傾いている。那珂川町の豊富な自然は強みだ。 
しかし、まちづくり活動の効果は表れていない。定住人口は 2018年１月に 1万 6,817人と 2015年

１月より 1,130 人減少した。工業事業所数（従業員４人以上）1は 2005 年度の 105 事業所から 2014
年度には 48 事業所と半減し、年間商品販売額（卸・小売合計）2は 2005 年度の 19 億 5,917 万円か
ら 2014年度には 14億 360万円へと 28.4％減っている。 
こうした低落傾向に歯止めをかけるにはどうすればいいか。ひとつは各プロジェクトを有機的に結
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合し、総合力を発揮する体制をつくることだ。プロジェクトのひとつ一つは成功しても、各事業がバラ

バラでは総合力にならない。たとえば、キャンプ場にくる顧客はアウトドア活動以外に関心がない。そ

こでキャンプ場で温泉を案内すれば町の付加価値が高まるだろう。 
合併市町村ならではの苦労もある。町民の意識統一が難しいからだ。那珂川町は 2005 年、旧馬

頭町と旧小川町が合併して誕生した。馬頭町は元水戸藩領、小川町は旗本領で江戸時代から何か

と反目してきた。400 年後のいまも、それが尾を引いている。帝京大学が町と協定を結んだ際も、記
者会見で大学が考えるテーマを４つ挙げたところ、新聞を読んだ小川地区の住民から電話で「（テー

マは）馬頭町に偏っている」と町役場にクレームがついた。意識統一を狙って「なかがわ元気プロジェ

クト」というプラットフォームを設立したのだろうが、いまのところ総合力を発揮するには至っていない。 
 

3. 「小さな自治」の効力 
２つ目の課題は「小さな自治」の強化だ。小さな自治とは群馬県の小寺弘之・前知事が提唱した概

念で、県や市町村を「大きな自治」とし、市町村より小さな地域（コミュニティ）を「小さな自治」と呼んだ。

市町村合併とは逆説的だが、市町村を小学校区やお寺の檀家、神社の氏子の単位に細分化し、住

民全員参加でコミュニティの課題解決にあたる取り組みで、兵庫県宝塚市や熊本県三加和町（現和

水町）などで成功している。 
元東京大学教授の生源寺眞一氏によれば、農村は「コミュニティの共同行動に組み込まれた基層」

と「市場経済との絶えざる交渉の下に置かれた上層」の二層構造になっている。「上層」の変化スピ

ードは速く、「基層」は緩慢だが、両者は車の両輪。両方が活性化しないと農村は元気にならない。

那珂川町は上層を活性化する産業政策はあるが、基層対策が弱い気がする。 
那珂川町で、小さな自治に成功しているのは小砂地区だ。人口 800 人の小さな集落だが、2013

年に、日本の農山漁村景観や文化を守る活動を展開するＮＰＯ法人「日本で最も美しい村連合」へ

の加盟が認められた。小砂地区の「里山に伝わる小砂焼きと菊炭」と「里山の芸術村」の地域資源が

評価された。小砂地域では伝統とアートを切り口に景観形成を目指している。 
同地区が毎年開催する「小砂環境芸術祭（ＫＥＩＴ）」実行委員長の藤田清氏は「日本で最も美しい

村への加盟も芸術祭の開催もすべて地域住民が自ら決めた」と胸を張る。コミュニティの結束の固さ

が、農家民泊や農業体験の受け入れなど都市農村交流、イベント時にオープンする「お母ちゃん

Café」、６次産業化の推進などにつながったという。 
３つ目の課題は住民の「誇りの空洞化」の解消だ。明治大学の小田切徳美教授は、農村は高成長

期に若者が都市に流出する「人の空洞化」が起き、次いで「土地の空洞化」「ムラの空洞化」と続き、

「誇りの空洞化」に至っている3。地域への誇りを失えば、まちづくりは那珂川町でも「まちづくりを実施

しても、町は再生しない」と諦めている住民が増えている。もちろん、まちづくりにはマイナスだ。歴史

や文化を通じて誇りをとり戻す必要がある。 
こうした中、まちづくりの原動力として期待できそうなのが、地元の馬頭高校だ。同高校を取材した

際、教員から「水産科は温泉トラフグ、ホンモロコ、ナマズの養殖技術や魚醤づくりなどで町に貢献し

てきたが、普通科は何をすればいいか」と問われ、「高校生の視点で町の地域資源を探したらどうか」

と答えた。滋賀県湖南市では女子高校生の視点をまちづくりに活かす「ＪＫ課」を設置している。馬頭

高校はすぐに町の資源をビデオに撮り、帝京大学と一緒に発表会を開いた。誇りを失った地域でも、

地元出身者の高校生の声には耳を傾けてくれるだろう。 
那珂川町のまちづくりはやっとスタート台に立ったところだ。人口減少の危機感、まちづくりに乗り
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出した山陰地方や中国山地、四国の自治体に比べれば 20 年遅れている。大学の役割は、こうした
“先進地域”の経験を伝達することにもある。 

1 工業統計 
2 商業統計 
3 小田切徳美著「農山村は消滅しない」（岩波新書） 
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宇都宮キャンパスでの七年間 

Seven years that I learned at Utsunomiya campus of Teikyo University 

 
草川 剛人＊1 

Takato KUSAKAWA＊1 

*1経済学部地域経済学科 
*1Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 

 

1. はじめに 
宇都宮田川の岸辺風わたり枝垂れ桜の花房揺るる 
2011 年 4 月上旬のある日、宇都宮駅西口から乗ったバスの車窓から見た風景を詠んだ。春爛漫とい

う朝であった。 
2011 年 4 月から 2018 年 3 月までの 7 年間を宇都宮キャンパスで過ごした。自宅のある東京府中市

から宇都宮キャンパスまでは約 3時間かかる。2011年 3月 11日の東日本大震災と東京電力福島第一
原子力発電所事故の直後で講義中にも余震があり、東北新幹線も不通になることがあった。当時は地

域経済棟がまだなく、2 号館 315 室の大部屋だった。数か月ではあったがこの大部屋時代に地域経済
学科の先生方と交流できたことが地域経済学科を創ってゆく上で大きく影響している。先生方の多くは

八王子キャンパスとの掛け持ち授業だったが、私は教職科目と総合基礎科目担当なので月曜日から水

曜日まで宇都宮キャンパスだけで教壇に立った。 
都立高校、東京大学教育学部附属中等教育学校、宝仙学園中学・高等学校女子部の教員を経て

宇都宮キャンパスに赴任した。それまでに東京大学教育学部、東京医科歯科大学、一橋大学の講師を

経験していた。帝京大学の学生については文学部教育学科（現教育学部）の浦野東洋一先生の授業

のゲストスピーカーの経験で少しは知っていた。 
また東京大学教育学部の佐藤学教授（現学習院大学教授）の提唱する学びの共同体研究会のスー

パーバイザーとして年間20数校の小・中・高校の授業指導をしていたので宇都宮キャンパスでも学びの
共同体の授業を行おうと考えていた。既に東京医科歯科大学や一橋大学で学びの共同体の授業に取

り組んでいたので「学びの共同体」帝京大学バージョンに挑戦したいと考えていた。 
 

2. 総合基礎科目「日本史 1」 
私の担当科目は「日本史１」と教職科目であった。 
「日本史１」は、2 クラスで、1 クラス目が 20 名、2 クラス目が 86 名、合計 106 名が受講した。原始・古

代から近世までの資料を4人グループで音読してもらい、その資料からわかることをグループで書き出し
発表する形をとったが、文字資料は読むのが難しく、3 回目の授業でこれはいかんと考え、文字資料を
減らし、遺跡の写真、地図、絵地図、人物画像と文字資料を関連させたものにした。また「当日ブリーフ

レポート」と称して授業の終わりに「今日の授業で学び得たこと」というテーマで横書き 400 字の手書きレ
ポートを毎時間課した。2012 年度と 2013 年度の「日本史 1」は、山本博文ほか『こんなに変わった歴史
教科書』（新潮文庫）の古代から近世までの論文 25 本の中から「大和朝廷―『大和政権』と表記するよう
になった理由」「聖徳太子―旧 1 万円札の肖像は別人？」「源頼朝の肖像画―別人なのか？論争つづ
く」「モンゴル襲来―2回とも暴風が吹いたのか」「騎馬武者像―足利尊氏ではなかった」「長篠の戦い―
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『武田騎馬隊』は存在したのか」「江戸時代の身分制度―『士農工商』はなかった」「慶安の御触書―幕
府が出したものではなかった」「島原・天草一揆―「『乱』から『一揆』へ」「鎖国―幕府は国を閉じていな
かった？」「田沼意次―見直される『功』と『罪』」「百姓一揆―原因は『苦しい生活』だけなのか」の 12 本
を取り上げ、古代、中世、近世が終わるごとに振り返りの討論をした。このテキストは学生達の興味・関心

を引いた。「聖徳太子―旧 1 万円札の肖像は別人？」の回では、大山誠一『<聖徳太子>の誕生』（吉川
弘文館）から核心部分を紹介した。授業を終えて研究室に戻ると、「日本史 1」の授業でショックを受けた
という学生が来ていた。話を聴いてほしいという。 

 「聖徳太子は小学校の歴史人物学習で知って以来、僕の憧れの人物です。今日の授業で聖徳太

子はいなかった、旧 1万円札の肖像は聖徳太子ではないと知ってショックを受けました。これから僕はど
うしたらよいのでしょう？」と言う。「あなたがショックを受けたことはよくわかります。でもよく考えてみるとあ

なたの憧れは歴史事実に立脚していなかったわけで今日の授業で受けたショックをバネにして『聖徳太

子』について学び直してみたらどうでしょう。『歴史の真実』という言葉を私は使いません。『歴史の真実』

には資料を分析して限りなく近づけるだけなのです。例えてみれば、ｙ＝a／ｘという双曲線のグラフがあ
るでしょう。ｘ軸とｙ軸が仮に『真実』であるとすれば、歴史を学ぶということは資料に基づいてこの近づけ

ない『真実』に向かって歴史事実を積み上げていくしかないのです。歴史学という学問が論争を大切に

する意味はここにあると私は思います。聖徳太子についてショックを受けて話に来てくれるあなたの誠実

な姿勢、私は良いと思います。」以上のようなことを話した。 
山本博文のこの本は、5名の歴史学者がそれぞれの項目について論文名を挙げて書いている。巻末

には参考文献一覧として学説の根拠になった論文名が紹介されている。東京書籍の中学校社会科歴

史的分野の『昭和教科書』と『平成教科書』の記述を列挙し、まず「変化」を示し、「変化」の根拠を示す

という叙述になっている。「長篠の戦い―『武田騎馬隊』は存在したのか」の回では、戦国時代の騎馬隊
の「騎馬」が「ポニー」であったことを 1989 年の躑躅ケ崎居館（武田氏居館）から出土した軍馬の体高と
宣教師ルイス・フロイスの著書の一節「われらにおいては馬（上）で戦う。日本人は戦わねばならぬときに

は馬からおりる」を紹介している。さらに織田信長の「鉄砲三千挺、三段撃ち」も事実ではないことに学生

たちは驚いたようである。 
2014年度の「日本史 1」は「戦後世界史の中のアジアと日本」というテーマに変えた。高校の日本史や、

世界史の授業が戦後史まで進まず、戦後史を学ばずに卒業し、大学に進学する若者が多いという現実

もあった。折しも安倍政権による安保法案が国会で取り上げられ、シールズなどの学生たちや市民の反

対運動も起こり、私も国会前に行き、「安保法制に反対する学者の会」に名を連ねたこともあり、戦後世

界史を学んでみようと考えたからである。2014年度は、高校教科書の戦後世界史の部分 20ページ分を
テクストにして 4 人グループで音読してもらい、個々の学生が着目する箇所を書き抜いてもらい、書き抜
いた理由を書いてグループ内で発表し、さらに A3 版の紙に書いて全体に発表するという方法を取った。
2015年度には、歴史学研究会編『世界史史料』（岩波書店刊）から戦後史の主な資料を読むという方法
に変わった。授業では私からの講義はせずにテクストや資料を学生が音読して着目したテクストや資料

の個所を書き抜き、理由を書いてグループで交流してまとめ、全体に発表し最後に個人でレポートを書

くという方法を取った。 
2016 年度の最初の授業で「戦後史の本を一冊読んでみたい」という学生からの要望があり、池上彰

『そうだったのか！現代史』（集英社文庫）をテクストにした。池上彰はジャーナリストの眼でというよりニュ

ースキャスターの眼で戦後史を捉えていると思った。1 回 15～25 頁のテクストを音読するのは大変だっ
たが、学生の要望ということもありやってみようということになった。次に掲げる 17章の中から 13章を学生
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に選んでもらい 4人グループで音読していった。 
冷戦が終わって起きた「湾岸戦争」／冷戦が始まった／ドイツが東西に分割された／ソ連国内で信じ

られないことが スターリン批判／中国と台湾はなぜ対立する？／同じ民族が殺し合った朝鮮戦争／イ

スラエルが生まれ、戦争が始まった／世界は核戦争の縁に立った キューバ危機／「文化大革命」とい

う壮大な権力闘争／アジアの泥沼ベトナム戦争／ポルポトという悪夢／「ソ連」という国がなくなった／

「電波」が国境を越えた！「ベルリンの壁」崩壊／天安門広場が血に染まった／お金が「商品」になった

／石油が「武器」になった／「ひとつのヨーロッパ」への夢／冷戦が終わって始まった戦争 旧ユーゴ紛

争 
2017年度は、受講生 20名であったが、そのうち 3人の中国人留学生がいた。4人グループになって

もらい、音読をしていったが日本語が読めず、授業は進まない。日本人学生のペースで進めるわけにも

いかず、困った挙句に「中国と台湾はなぜ対立する？」「『文化大革命』という壮大な権力闘争」「「天安

門広場が血に染まった」を取り上げ、とにかく読んで留学生に説明してもらった。留学生に説明してもら

うと池上彰のとらえ方とは異なる意見が出されてそれはそれでよかった。「中国は社会主義なのか、むし

ろ資本主義ではないのか？」という日本人学生の質問に「中国は社会主義である」と堂々と答えていた

留学生の熱意ある顔は忘れられない。しかし、授業は前年の半分しか進まなかった。そのうちに留学生

が授業に出て来なくなり、試験は 3 人とも受けなかった。来年度に向けて留学生と日本人の「国際学生
寮」が建設中であるが、日本語のレベルが低い留学生が増えたときに宇都宮キャンパスの授業のレベ

ルは低下するであろう。そんなことを心配させる 2017年度の「日本史 1」の授業であった。 
 

3. 「教育課程論」「教育の制度と経営」「教職論」 
教職科目として「教育課程論」「教育実習」「教育実習指導」「教育の制度と経営」「教職実践演習」

「社会・地理歴科教育法」「社会・公民科教育法」を担当した。ここでは「教育課程論」「教育の制度と経

営」「教職論」について書いてみる。 
これらの科目に相応しいテクストを探し、以下のような書物をテクストとした。 
「教育課程論」：秋田喜代美・佐藤学『改訂 新しい時代の教職入門』（有斐閣アルマ） 
「教育の制度と経営」：『教育六法』（三省堂） 
「教職論」：重松清『せんせい。』（新潮文庫）、池上彰『先生！』（岩波新書）、 
大村はま『新編 教えるということ』（ちくま学芸文庫） 
 
「教育課程論」は、15～20ページ近い論文を毎回 4人グループで段落ごとに音読し、私が作成したワ

－クシートに沿って課題に取り組み、グループで課題の答えを作成し、発表し、討論する形をとった。課

題の始めに論文を読んで読めない字、意味のわからない語をグループごとに板書させた。読めない字

や意味のわからない語は板書してもらうと、その多くが共通している。学生に携帯で調べるように、調べ

たらメモするように指示する。毎回音読する前に「句点。」を「１の長さ」としたら「読点、」は「２分の 1」の長
さの「間」を取ることを意識して読むように注意を促す。読めない字が出てきたら読めない人が「これ何て

読むの？」と訊けるように、「読める人」が教えないようにと指導する。「読める人」が教えることは「お節介」

であり、そこに「知の権力関係」が生まれてしまう。「読めない人」が訊けるような環境こそ「学びの場」であ

るからである。ジョン・デューイは、「教室にいるどの子も安心して学べる環境をつくることが教師の役割

である」と述べている。 
学生が音読しているときに私はグループに近づき、一人ひとりの音読に耳を傾け、読み飛ばし、句読
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点の「間」などについて指摘する。声がくぐもっている学生には、「口を大きく開いて発音するように」とか、

早口になる学生には、「読んでいるときは息を吐いている時だから読む前に大きく息を吸うように」と指示

する。これらは私が中高の教師時代に受けた「ＮＨＫアナウンサーによる教師の読み方教室」に参加し

た時に私が受けた注意である。きちんと読めない学生には個別に指導する。「学びの共同体」のスーパ

ーバイザーとして授業指導で訪問する小・中・高の授業を見ていて思うことは、分かりにくい授業は教師

の話し方に原因があることが多い。「読み・書き・そろばん」と言われるように学びは「読み」から始まるの

かもしれない。テクストには 13本の論文があるが、長い論文では 30頁になるものもあるので、2回に分け
る時もあるので 11本の論文を 4人グループで音読してもらった。授業の終わりに 1回から 5回までは原
稿用紙縦書き 400 字の手書きレポートを課す。6 回目からは原稿用紙 400 字 2 枚 800 字の手書きレポ
ートを課す。800 字のレポートの書き方も教える。これからの教師に必要なのは、「手書きとＩＣＴ」だと考
えるからである。 
「教育の制度と経営」は、日本国憲法、教育基本法、学校教育法から教育公務員特例法まで教員採

用試験の過去問題（穴埋め問題）をプリントし、4 人グループで協力して『教育六法』を引いて穴埋め問
題を完成させ、答をグループごとに割り当てて板書してもらい、その板書に基づいて私が解説し答を確

認するというやり方である。各グループに付箋を配り、引いた『教育六法』の頁に付箋を付けるやり方で

ある。こうするとどれだけ『教育六法』を引いたかがわかり達成感が得られる。小学校で付箋を使って辞

書を引かせて児童の学習意欲を喚起した深谷圭助『辞書引き学習で子どもが見る見る変わる』（小学館）

からヒントを得た方法である。 
「教職論」は 1年生の後期から始まる教職課程の入門科目である。1回目は、授業の始めに学生全員

の氏名を縦書きに板書してもらい、氏名の文字の中心を指摘した。例えば私の氏名であれば、「草」の

字の下の「「十」「人」の字の合うところが中心になるのでこの二つを揃えること、これらを一人ひとりの氏

名の字について黒板で指摘してノートの罫線の上に文字の中心を揃えて字を書くように指導した。さら

に「大学で教師を目指すとは何をすることか？」を講義した後、「授業を受けて考えたこと」のテーマで

400 字の作文を書いてもらい、私が作文の優れている個所を波線で指摘しコメントをつけて 2 回目の授
業で返した。そのコメントについて原稿用紙の裏側に感想を書いてもらい、それをパソコンで打ってプリ

ントにして 3回目の授業で配った。学生達の感想の一部を以下に紹介してみよう。 
  
 ・いままでは返された時「ここの部分が悪いから直せ」とすぐに言われていたが、よいと思ってく 
ださったことが書かれていたことに驚いた。／先生のおっしゃる通り「よい」の中身は多様だと 
改めて感じた。 

 ・「自分が思ったこと」／主語と述語が一致しない。／話しことばや誤りのある表現が目立つ。／自 
  分の考えが一番表れている文章に先生の波線がついていた。とてもうれしい。 
 ・漢字が間違えていることがやっぱりあってしまったか、と思っており、そのとおりまちがえてい 
  て、自分はまだまだだと痛感しました。波線が多くうれしかったです。 
 ・自分の書いた作文に対して評価をしていただいてよい評価をもらえたことや悪い点を指摘された 
ことが嬉しいと思いました。 

 
授業を双方向で行いたいと考えた一つの試みであったが学生たちがこれまで作文を書いてきて「褒

められたことのないこと」に驚いた。3，4回目の授業では、芦田恵之助、大村はま、小原國芳、河合隼雄、
遠山啓、宮沢賢治、佐藤学、鷲田清一 8 名の教師を紹介する文章を 4 人グループで音読してもらい、
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「教師として優れていると思った個所」を書き抜いてもらい、書き抜いた理由を書き、グループ内で交流

して、原稿用紙 400字の手書きレポートを書いてもらった。 
重松清『せんせい。』に入ると最初の小説『白髪のニール』を家で読んできてもらい、小説の場面展開

を確認した上で気に入った箇所を書き抜き、書き抜いた理由を書いてもらい、それらをグループ内で音

読してもらった。人によって書き抜くところが違うこと、また書き抜いた箇所が同じでも理由が違うことに驚

いていた。このことはこの回のレポートを読むとよくわかる。このやり方を身につけてもらって他の 5 編の
小説を家で読んできてもらい、書き抜きと理由を授業で読み上げてもらった。最後にこの 6 篇の小説の
中から 1篇を選んでもらい、原稿用紙 800字の手書きレポートを書いてもらった。 
この回で「選ぶとはどういうことか」を説明した。「“choose”を英英辞典で引くと‟pick one among 
them＝decide”と出てくる。選ぶということは一つを取って他を捨てることです。だから決定することにな

るのです。正解はないのです。自分で決定することなのです。」と。 
高校までは「正解のある勉強」で、大学では「学ﾚ問」＝問うことを学ぶのだということも付け加えた。 
池上彰『先生！』は26人の筆者が自分にとっての「先生！」について書いている。大村はま『新編 教

えるということ』も音読して書き抜いて、理由を発表させた。 
これらの本をテクストにしたことは、宇都宮キャンパスで教職課程を受講すると最低これだけの本を読

むということ、学生たちが共通の本を読んで議論し、手書きレポートを書くことで、「読む力」「書く力」「考

える力」「発表する力」を付けてもらいたいと考えたからである。さらにこれらの本は、ブックオフに売らず

に教員になるまで身近に置き、教員になった時、職員室の自分の机に置くと役に立つことを教えた。事

実、工業高校の非常勤講師になった卒業生が職員室の自分の机にこれらの本を置き、教員採用試験

の勉強をして、見事合格し、専任教員になれたとの報告を受けた時は嬉しかった。 
 

4. おわりに 
7 年間宇都宮キャンパスで学生とともに学んで公立私立を含め、12 名の専任教員と 21 名の常勤・非

常勤講師を送り出すことができた。その一人が 12 月に「教職実践演習」の授業で講演してくれた。この
宇都宮キャンパスで学んだ先輩が専任教員になる過程で多くの苦労をしたこととそれでも諦めずに教員

になれたことを 4年生は自分のことのように聴いていた。 
「宇都宮キャンパスでの七年間」と題して書き始めたが、やはり授業のことになってしまった。 
付け加えると教養教育を充実させたいとの思いで総合基礎科目の若い先生方を採用してもらい、昨

年五月にリベラルアーツセンターと国際交流センターを施設も含めて立ち上げたこと、自分がよいと思う

ことが先生方と事務職員の協力の下に実現できたこと、そのことを冲永佳史学長が認めてくださったこと

が嬉しい。リベラルアーツセンターと国際交流センターの立ち上げには、総合基礎科目課程主任であり、

ＦＤ委員会委員長の横山明子先生のご尽力に負うところが大きい。 
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地域経済学科の５年間を振り返って 

Look Back on Five Years in the Department of Regional Economics 
 

山川 充夫 

Mitsuo YAMAKAWA 
地域活性化研究センター，＊2経済学部地域経済学科 

Regional Acitivation Reserch Center, Teikyo University 
Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 

 
２０１１年３月１１日に発生した Mw8.0 の東北地方太平洋沖地震とそれを起因とする巨大津波，これら

を契機とする東京電力福島第一原子力発電所の重大事故は，福島大学に勤務していた私の人生を大

きく変えることになりました．福島大学定年までの２年間は２０１１年８月に設立された「うつくしまふくしま

未来支援センター（FURE）」のセンター長として東日本大震災地の復興支援に関する調査研究に携わ
ることになりました．それまでは「まちづくり三法」が大規模小売店の立地動向にどのような影響を与えて

いるのか，その状況の下で商店街の再構築が可能なのかに関心を持ち，主として福島県をフィールドと

して「福島県商業まちづくり条例」の有効性に関する調査研究をしていました． 
帝京大学宇都宮キャンパスに設置された経済学部４番目の学科である地域経済学科に赴任すること

になったのも，東日本大震災がきっかけとなっています．経済学部長の廣田先生が私のことについて知

ったのは，溝尾前学科長からの推薦によるものですが，私が東日本大震災の被災経験と復興支援研究

のことを投稿した『時習の灯』の記事を見てのことです．私も学部長が愛知県立時習館高等学校の３年

先輩にあたることは，同窓会名簿で知りました［1］．声を掛けられたのは２０１２年４月赴任でしたが，当
時，福島大学学長特別補佐兼 FUREセンター長であり，福島大学定年後の２０１３年４月までまっていた
だけば赴任しますと回答しました．幸いご了解いただき，赴任までの１年間は週 2 コマの非常勤講師に
なりました． 
赴任後５年間，私の平日の平均的なエフォートは，地域経済学科の勤務が３日間（正確にはプラス会

議日），日本学術会議（会員）の仕事（第２３期は６委員会・１３分科会・２小委員会に所属）が１日間，そ

して日本学術振興会科学研究費補助金基盤研究（S）「東日本大震災を契機とする震災復興学の確
立」（直接経費１億６５６０万円，間接経費４９６８万円，２０１３年度から１７年度の５年間）の調査研究およ

び研究代表者としての仕事が１日間という配分になりました．他に最も多忙な時には，福島県の総合計

画審議会・都市計画審議会・中小企業政策審議会・商業まちづくり審議会，福島市の水道経営審議会，

南相馬市・伊達市・須賀川市・白河市・川内村の震災復興計画審議会などにかかわっていました． 
エフォートの 1 つ目は地域経済学科での勤務です．学科長としての仕事については別稿［2］に譲り，

ここでは個人的な思いを述べたいと思います．帝京大学地域経済学科への赴任で戸惑ったのは，大学

への新幹線などを使った長距離であり，大学の文化風土の違いであり，そしてなによりも担当授業科目

数の多さでした．福島大学時代の通勤時間はドア・ツウ・ドアで 20 分程度でしたが，宇都宮キャンパス
通いは福島駅西口の拙宅（マンション）から片道 1 時間強となりました．もちろん行きの新幹線の中は授
業予習時間として活用できました．大学文化風土の違いについて教員会議でみると，福島大学の教授

会は隔週に開催され，議題にかかわる報告審議時間は短くても半日はかかりましたが，帝京大学の地

域経済学科会議は月 1回でしかもほとんどすべてが報告事項であり，必ず 1時間強で終わっています．
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また入試合否判定の教授会も審議は短時間で終了します． 
学生教育については，福島大学時代には「地域経済論」（通年 1 コマ），「経済英語」あるいは「教養

演習」（通年1コマ），「専門演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」（2年後期から4年まで合同開催で通年2コマ，卒業研究必修）
を平均ノルマとして担当していました．帝京大学の初年度は「地域経済論Ⅰ・Ⅱ」，「産業立地論Ⅰ・Ⅱ」，「社
会資本論Ⅰ・Ⅱ」，「都市経済学」，「交通経済学」，「「地域活性化関連演習Ⅰ・Ⅱ」，「基礎演習Ⅰ・Ⅱ」の 12科
目を担当しました．そのため講義科目についてはそれまで教えてきた「地域経済論」を体系的に 5 分割
し，その内容をかなり拡充させて対応することにしました．おかげで私なりの地域経済論体系の理論的

かつ実証的な幅を広げることができ，皮肉な意味ではなく，感謝しています．これは後の大学院修士課

程「地域経済政策学専攻」の立ち上げの準備において大いに役立ちました． 
赴任後，溝尾前学科長から私に与えられた業務課題は，学年進行での大学院修士課程の創設でし

た．創設作業にあたっては飯山教務課長に学内外の大学院設置事例の収集を依頼し，私は修士課程

設置の社会ニーズを調査することにしました．学生規模の大きな学部・学科を創設する際にはニーズ調

査は外部機関に依頼しているようですが，学生規模の極めて少ない大学院創設のニーズ調査は手作り

で進めざるをえませんでした．地域経済学科 3，4 年生への進学希望調査と市民向け公開講座で社会
人アンケート調査を行いました．調査結果からわかった一番の難点は，地域経済学科学生の大学院進

学希望者が皆無であったことです．これは卒業生就職内定率 100％という高さ裏返しでもありました．そ
のため 2015 年度設置は断念し，2016 年度に霞が関キャンパス事務局長の協力を得ながら，一般院生
と社会人院生とを込みにして，定員 5名の地域経済政策学専攻を設置（届出）しました． 
大学院の専攻名称を地域経済学専攻ではなく地域経済政策学専攻にしたのは，もちろん帝京大学

の「実学」重視を意識してはいますが，地域経済学科の専門科目が大きく地域経済系と地方自治・行政

系とに分けられており，教職担当教員を除くすべての地域経済学科教員が大学院授業科目を担当でき

るようにしたいという思いがあったからです． 
修士課程地域経済政策学専攻の1年次必修科目である講義「地域経済政策学入門」は学科14名の

教員がかかわるオムニバス授業でした．「地域経済政策学入門」のために準備された講義内容を活か

すために，14 名の教員及び教職担当の草川教授の参加を得て，教科書として出版することの働きかけ
をしました．2017年 5月には学長及び地域経済学科から出版助成を受け八朔社から『地域経済政策学
入門』として発刊しました．この発刊にあたって，浅井教授が綿密な校閲をしていただくとともに手間の

かかる索引の作成を担ってくれました．心より感謝いたします． 
専攻の設置にあたっては，宇都宮市を中心に少なくとも栃木県内に地域づくりに関わる高度に専門

的な職業人を送り出していくことだけでなく，地方公務員や民間企業実務者に高度なリカレント教育を

行うという高い目標を掲げました．これを実践していくために社会人長期履修制度や講義等の昼夜間開

講制度などを導入することにしました．こうした制度の導入にあたっては前任校の福島大学経済学研究

科での経験を活かすことができました．専攻設置第 1 期生には現役宇都宮市議会議員を迎えることが
でき，第 2・3 期生には中国からの留学生を各１名迎えています．第 1 期生は，本人の努力もあって「課
題研究」ではなく「修士論文」を選択し，見事に修士（地域経済政策学）の学位を取得するに至ったこと

は，修士課程を設置（届出）したことの歓びでもあります．当初の「取らぬ狸」のプランでは学年進行で博

士課程（後期）を構想していましたが，その実現についてはもう少し時間がかかりそうです． 
3 年前に溝尾先生から学科長をバトンタッチされました．その秋 11 月には地域経済学科の教育・研

究・社会貢献を応援する組織として「宇都宮キャンパス地域活性化研究センター」が設置されることにな

り，地域経済学科長がこれを兼任することになりました．一からの立ち上げでしたが，この立ち上げにあ
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たっても，最終的には 48名の専任・兼任教員・研究員を抱えていた前任校の FUREセンター長としての
経験が生きたと思います．この活性化研究センターは約半年後の 2016 年 4 月には全学組織としての
「帝京大学地域活性化研究センター」となりました．看板が変わったのですから，その活動内容も変えて

いかなければならないと思い，『帝京大学地域活性化研究センター年報』を創刊することにしました．創

刊にあたっては学長に予算措置をお願いし，予定より半年遅れとなってしまいましたが，2017 年 9 月に
第1巻（創刊号）を出しました．その創刊への意気込みについては，『年報』の「ご挨拶」［3］に譲りますが，
今後とも宇都宮市・栃木県・北関東地域の地域活性化連携・研究拠点としての役割をこのセンターが担

っていくことを期待しています．そして現在，第２巻は編集作業に入っていますが，残念ながら発刊は年

度を越えてしまいます． 
エフォート 2 つ目は日本学術会議での活動です．私が 2011 年 10 月に日本学術会議会員に選出さ

れた直接的な要因は，福島復興ビジョン検討委員会（委員長代理）で「脱原発」を第 1 理念に掲げた
『福島復興ビジョン』を策定することに貢献したことなどにあったようです．会員になって驚いたのは，会

員は名誉職ではなく，まったく予算をもたない一兵卒としての仕事だったことです． 
会員に就任してからの活動は，私自身が東日本大震災からの復旧・復興への大きな関心があったこ

とから，関連するシンポジウムのコーディネートや日本学術会議の『提言』の発出に取り組みました．分

科会委員長などの責任上，手を抜くことができず，結構ハードな作業となりました．シンポジウムとしては

日本学術会議主催「3.11後の社会と科学─福島から考える─」(2013年 7月），日本学術会議第 1部（人
文・社会科学系）主催「震災復興の今を考える─こども・文化・心をつないで─」(2015 年 8 月），日本学
術会議及び帝京大学（大学創設 50 周年記念事業）主催「原発事故被災長期避難住民の暮らしをどう
再生するか」(2016 年 9 月），「地域学のこれまでとこれから」(2016 年 11 月）などです．それらの成果は
『学術の動向』（日本学術会議編集協力）等にその都度「特集」や「論文」として取りまとめて公表しまし

た． 
日本学術会議の『提言』については，「原子力災害に伴う食と農の『風評』問題対策としての検査態勢

の体系化に関する緊急提言」(2013 年 9 月）と「東京電力福島第一原子力発電所事故による長期避難
者の暮らしと住まいの再建に関する提言」(2014 年 9 月）とを手掛け，東日本大震災復興支援委員会福
島復興支援分科会の委員長として発出しました．また別の委員会や分科会からも「東日本大震災に伴う

原発避難者の住民としての地位に関する提言」(2017 年 9 月），「東日本大震災に関する学術調査・研
究活動一成果・課題・提案-」(2017 年 9 月）の作成・発出に協力しました．「提言」活動において大変な
のは，これが日本学術会議として発出することから，学術会議内での合意形成（基本的にOneVoiceとい
われる）が重要視されます．提言の素案は小委員会で作成しますが，発出主体としての分科会レベル

での調整と覆面査読への対応など，いつ終わるかとも知れないフィードバックが繰り返されます．最後は

上位組織としての幹事会（会長・副会長・各部長等で構成）と同一メンバーで構成される東日本大震災

復興支援委員会への説明と同意が必要となります．本当に何度も心が折れそうになりましたが，何とか

その役割を果たしました． 
エフォートの 3 つ目は，地域経済学科赴任直前の 2013 年 3 月 28 日に研究課題「東日本大震災を

契機とする震災復興学の確立」が 2013 年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金）（基盤研究
（S））のヒヤリング審査対象となった旨の連絡が（独法）日本学術振興会から福島大学長経由で届いたこ
とにはじまります．科研（S）ヒヤリング審査は 4月 25日（木）午後に千代田区麹町ビジネスセンター３階で
開催されました．ヒヤリングには福島大学 FURE の主要メンバーとともに臨みました．ヒヤリング審査の結
果は「内定」として福島大学研究協力課からメールで知らされ，その後審査結果が交付されました．科
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研（S）の採択は福島大学では初めてとのことでした．科研（S）の研究分担者は当初 FURE メンバー１１

名でしたが，私が帝京大学にも在籍していることから，帝京大学地域経済学科から若手２名（山田・松尾

先生）に参加していただきました． 
科研（S）の採択は私自身のエフォートを圧迫することになりました．特に初年度はこれにウクライナ・チ

ェルノブイリ原発災害地，中国・四川大震災地，インドネシア・バンダアチェ津波被災地，スリランカ津波

被災地などの海外視察が加わったことで多忙を極めました．ただ振り返ってみれば，家族に迷惑をかけ

ながらも，充実した現地調査活動ができたと思っています．その後の活動については詳細を省きますが，

2017 年度は 11 月 27 日に仙台国際センターで開催された政府主催の「防災推進国民大会 2017in 仙
台」において，シンポジウム『日本大震災を契機とした震災復興 震災復興学の確立」～科学研究費補
助金「基盤研究 S」５年間の挑戦 ～』を催し，100名近い参加者を得ることができました． 
研究成果は，個人的には FURE 時代の調査研究活動を取りまとめ，福島大学学術振興基金の援助

を得て，『原災地復興の経済地理学』［1］として発刊し，幸いなことに２０１５年度の「第１５回人文地理学
会賞（一般図書部門）」を受賞しました．また海外発信を行うべく，アメリカ地理学会等でのメンバーの研

究報告等をもとに，アメリカ・コルゲート大学の山本大策准教授との共編著で，Unravelling the 
Fukushima Disaster及びRebuilding Fukushimaの２冊を Routledge（London and New York）社から出版
することができました．こうした科研（S）メンバーによる順調な研究成果の発出は，「科学研究費助成事
業（基盤研究（S））研究進捗評価」において，「当初目標に向けて順調に研究が進展しており，期待通り
の成果が見込まれる」として「A」評価（5段階評価で上位 2位）を獲得することにつながりました． 
中間評価「A」を最終評価「A+」にグレードアップすることを目標に，最終年度の研究成果発出の取り

組みを強化しました．その第１は東日本大震災・原子力災害による被災者・避難者が語っている貴重な

インタビュービデオを「東日本大震災原子力災害被災者 289人インタビュー記録」として反訳し，研究分
担者間で情報共有できるテキスト化し，2018 年 3月には部内資料ですが，冊子 13 巻にまとまりました．
もう一つは科研（S）の研究成果を日本語著作で発出していく取り組みで，これについても2018年2月末
に『福島復興学』［4］として刊行しました．これらが「支援知」として原災被災地の復旧・復興や避難者の
生活・生業再建に行かされることを期待しています． 
以上，ながながと述べてしまいましたが，私こと，一連の東日本大震災復興支援研究及日本学術会

議の活動につき，帝京大学より 2017 年度冲永荘一学術文化功労賞を受賞しました．今後の帝京大学
経済学部地域経済学科・経済学研究科地域経済政策学専攻・地域活性化研究センターのますますの

ご発展を期待し，お世話になった帝京大学長冲永佳史先生及び宇都宮キャンパス教職員の方々に深

く御礼を申し上げます． 
 

参考文献 
［1］ 山川充夫（2013）『原災地復興の経済地理学』桜井書店，pp.217-225． 
［2］ 山川充夫（2015）「地域経済学科創設６年，今後の飛躍のために」『帝京経済学研究』第 50 巻第 1  
号，pp.11-13． 
［3］ 山川充夫（2016）「ご挨拶”」『帝京大学地域活性化研究センター年報』第 1巻（2015-2016），p.6． 
［4］ 山川充夫・瀬戸真之編著（2018）『福島復興学』八朔社，ⅺ+298. 
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『地域経済政策学入門』（帝京大学地域経済学科・山川充夫編著） 

八朔社，2,800円，318p, ISBN 978-4-86014-084-7 
Book Review 

M.Yamakawa ed.(2017) : Introduction to Regional Economics and Policy, Hassakusha, Tokyo, 318 
 

西野 寿章*1 

Toshiaki NISHINO*1 
*1高崎経済大学地域科学研究所長 

*1Takasaki City University of Economics, Director of Institute of Regional Science 
 
本書は，2011 年 4 月に開設された帝京大学経済学部地域経済学科，同大経済学研究科地域経済

政策学専攻を担っている教員，元教員，非常勤講師によって，大学院 1 年生の必須科目・地域経済政
策学入門(オムニバス)において担当した講義内容をベースに執筆されている。編者の山川充夫学科長
によると，地域経済政策学専攻は，大学の立地している栃木県を強く意識した地域貢献型大学院とな

っており，地域の問題に高等教育機関の教育研究に携わる教員が何を目標として掲げ，どのように行

動すれば良いか，本書が掲げる基本的課題は，この点にあるという。学科，専攻のみでの専門書を刊

行する試みは珍しく，地域経済政策学専攻にかける意気込みが伝わってくる。 
第 1章「地域経済政策学への道」は，編者であり，経済地理学を専門とする学科長・山川充夫教授が

執筆している。ここでは，世界がかつて直面したことのないグローバリゼーションと少子超高齢化が進む

日本において，地域づくりや地域再生を進めていくことのできる地域経済政策は，いかにあるべきかに

ついて模索している。その際，「地域」の捉え方について，地理学，経済学における捉え方を紹介しつ

つ，地域経済政策学にとって重要なことは，「風景」や「景観」といった可視的で地域住民のアイデンテ

イテイをもたらす場所や土地そのものに「固有の価値」を見出すことだと指摘している点である。そして，

地域経済政策学が提起する視点について，「地域の独自性」を見極めてゆくことが「わがまちの再生」の

道を切り開くことになると論じている。 
第 2 章「フランスにおける地域経済政策の誕生」は，経済史，経済思想史を専門とする乗川 聡専任

講師が執筆している。本章では，「国民国家」であるフランスにおいて，しだいに「地域」の重要性が認

識され，20世紀初頭に「地域経済政策」に発展するまでの過程を論じている。最初に，本章での「地域」
概念が検討され，「『地域』とは，その独立性を示す『境界』によって区切られた領域内の住民に法的・行

政的な効力を及ぼすことができる「権威」と，住民を自己同一化することが可能な『アイデンテイテイ』を

要件として成立する社会空間」と定義している。フランスにおいて地域経済政策が展開する過程が17世
紀に遡って説明されている。それによれば，19 世紀前半以前は，地域アイデンテイテイが抑圧されてい
たが，19世紀半ばになると「地域主義」が興隆し，1914年に勃発した第１次世界大戦を契機として「経済
地域」が制定されたという。しかし，この「経済地域」は，十分な成果を残せず，第二次世界大戦後に経

済思想である「ディリジズム」として結実したという。 
第 3章「『都会』と『田舎』の歴史」は，近代日本史を専門とする山室建徳教授が執筆している。本章で

は，都市と農村の関係について，江戸時代の農村，明治以降の都市と農村，東京一極集中の順に論じ

ている。江戸時代は日本国内で完結する社会を維持でき，他のアジア諸国にみられない独自の国のあ

り方が形づくられていたこと，そうした状況で作られてきた日本農村の情景を英国の旅行作家であり，英
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国地理学会特別会員ともなったイザベラ・バードの紀行から紹介し，英国人から見ても充実し，幸福な

生活が拡がっていたとする。明治以降の都市と農村は，産業別就業人口や所得の推移を紹介しながら，

生活様式や水準で格差はほとんどなく，都市と田舎の一体化がより進んだといえるとしている。そして，

東京一極集中では近年の国土のあり方に関する若干の議論を紹介しつつ，地方分権を強調する論点

が影を潜めていることを指摘しつつも，東京(都会)と地方(田舎)とを対立的に捉えるのではなく，一つの
有機的な組織体としてみる視点が大切だとしている。 
第 4 章「社会関係資本と地域経済政策」は，都市社会学を専門とする松尾浩一郎准教授が執筆して

いる。本章では，さまざまな社会的サポートを提供してくれる人々やそのネットワークである社会関係資

本をキーワードしながら，地域を理解するための社会学的視点について論じている。社会空間には「親

密空間」と「公共空間」とがあるとし，前者は近代化以前ではイエとムラ社会と捉えることができるとし，家

族，親族，近隣，友人関係などは，良い社会関係資本へとつながりやすかったが，家族形態の変化な

どにより，親密空間そのものに揺らぎが生じているとし，現代における社会関係資本の基盤を後者に求

めている。旧来の捉え方である地縁を核とした結合から，ネット上のつながりなどへ重点が急速に推移し

ており，そうした空間においては人間関係と呼べるほどのつながりが存在することは期待できないものの，

地縁や血縁のように「選べない縁」とは違い，公共空間で形成されるつながりは「選べる縁」だと論じてい

る。 
第5章「公共政策と地域経済政策」は，衆議院法制局，国会図書館で実務に携わり，立法政策などを

専門としている夜久 仁教授が執筆している。本章では，まず「公共政策」の定義について検討し，「国

又は地方公共団体の活動の方針」と定義している。そして，公共政策に対する規律を説明している。こ

の章は，何かを論じるということよりも，講義を念頭に置いた解説となっている。 
第 6 章「地方創生への道」は，地域づくりの手法として注目された大分県の一村一品運動，その後の

ふるさと創生政策の実務に携わり，地方財政論を専門とする内貴 滋教授が執筆している。一村一品運

動，ふるさと創生，地方創生のそれぞれの背景や理念を解説している。一村一品運動は，高度経済成

長期における重厚長大産業を主軸とした新産業都市の形成と衰退，全国一の過疎県化を背景となって，

「身の丈にあった地域づくり」を理念としたと説明されている。全市町村に 1 億円を配分した竹下内閣が
推進したふるさと創生は，正式名称を「自ら考え自ら行う地域づくり事業」と言い，背景には，地域づくり

において，規格や基準を重視した結果，本来，それぞれの個性を有すべき「地域」が画一的なものとな

ってしまった面は否めず，「金太郎飴」のような状況が現出されたことがあったと説明される。そして安倍

内閣が進めている地方創生は，地方の人口減少をもたらす「東京一極集中」が背景となっているとはい

え，人口減少による危機意識をあまりに訴えすぎたためと，人口増加，出生率の向上を数値目標として

立案させたために，「地域づくりの心」が後ろに隠れてしまい「明るさ」を失いがちであると指摘している。

そして，地方創生を含め行政に求められている「効率性」は往々にして「地方民主主義」の発展と対立

すると指摘して，政策の本質を見極め，真の民主主義即ち地方自治の発展に寄与されるよう考えるべき

だと論じている。 
第 7章「農業政策の推移と現段階」は，農業経済学を専門とする加瀬和俊教授が執筆している。本章

では，農業政策の段階的変化を確認した上で，今日の農業政策の中心となっている直接支払い型の

農業所得補償政策の意義と限界について検討している。まず，今日の農業政策は，生産者の感覚・意

識に十分にフィットしたものとは必ずしもいえず，生産者がそれを有効に活用しようとする意欲を持続す

ることは困難であると指摘している。日本の農業政策を概観したうえで，直接支払い型政策を先行させ

ていた米国と EUにおける直接支払いの導入過程を説明し，直接支払いには，産業者の自己責任を基
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本原則とする資本主義社会において，その正当性の根拠が論理的に強固に容認されてはおらず，そ

れが社会的に容認されるか否かは政策の便宜や世論に影響される性格が強いこと，経営規模のおおき

な経営体に交付金が集中される傾向が強いこと，市場メカニズムに反作用を生じさせるなどの問題点を

指摘している。 
第 8章「地域経済に果たす中小企業・ベンチャー企業の役割」は，ジャーナリストを経て，起業論を専

門とする黒崎 誠教授が執筆している。本章では，戦後復興期に中小企業がその担い手であったこと，

高度経済成長期における大企業の系列化が進んだことなどを論じたうえで，中小企業は雇用などの面

で地域経済に貢献していることを指摘している。そして，「(前略)中小企業の草の根レベルの発展した芽
を発見し，それに沿って支援することが必要となっている」との中小企業研究者として知られる黒瀬直宏

氏の指摘を紹介している。しかし，中小企業法は，地方自治体の主体性を活かすとしているものの，旧

態依然として国の指導の下に行われていることを指摘している。そのうえで，独自のベンチャー企業論

を論じている。 
第 9 章「地方都市再生と商業まちづくり」は，山川充夫学科長が執筆している。まず，まちづくりは環

境空間づくりでもあると述べ，公共性のもつ環境空間づくりには社会資本整備が欠かせないと指摘し，

都市計画を生産者のための視点から生活者のための視点への転換，生活者のための視点を貫くため

には，人づくとともに環境づくりが必要になるとも指摘している。1998年に施行されたまちづくり三法の挫
折を解説しながら，福島県における商業まちづくり条例について紹介し，地方都市中心市街地再生の

視点として，生活上での安全・安心の確保，サービス利便性，経済的機能，歴史的文化的豊かさの再

発見，地球温暖化対策への貢献，高齢社会における生活維持の諸点を指摘している。 
第 10章「地域経済と観光産業」は，地域経営を専門とする五艘みどり専任講師が執筆している。本章

では，地域の視点から観光産業の展開について論じられている。2003 年の観光立国宣言以降におけ
るインバウンド市場の傾向や観光産業を説明して，事例として京都府和束町の茶産業による地域づくり，

イタリアのアグリツーリズモの紹介がなされている。山間部に位置する和束町では茶畑景観を観光資源

として，カフェを開設したりしたことにより，これまでお茶好きの高齢者しか訪問しなかった地域に若者や

外国人が訪問するようになったという。一方，イタリアのアグリツーリズモは，1960 年代から農業と観光を
統合した経済活動として住民レベルでスタートし，1985 年にはアグリツーリズモ法として国の政策にもな
ったという。日本においては，農協のような組織が推進していくことが望ましいと述べている。 
第 11章「観光地域振興と地位経済政策」は，観光地理学を専門とする山田耕生元准教授(現千葉商

科大学准教授)が執筆している。観光地域政策の意義と目的，日本における観光地域政策の変遷を概
観し，今日の観光地域政策の特徴と今後の展望が述べられている。今日の観光地域政策は，「観光地

づくり」から「観光によるまちづくり」へと視点が変化していること，国内観光地の多様化が進んで，伝統

的な観光地が苦戦を強いられていることなどを指摘して，農村地域の観光政策を紹介している。 
第 12 章「企業会計と地域経済政策」は，会計学を専門とする浅井康次教授が執筆している。この章

では，行政活動における企業会計的視点の捉え方が論じられている。夕張市の経営破綻などから，旧

自治省では自治体に貸借対照表，損益計算書に相当する行政コスト計算書の作成について調査を実

施するなど，自治体に企業会計が導入されてきているという。そして，栃木県財政について検証し，「比

較的健全」と評価している。管理会計の視点から，宇都宮市に導入される新交通について検証している。

需要予測から採算に乗るとは言いがたいとし，「隠れ欠損」が生じ，これは企業会計の連結ベース決算

を導入すれば顕在化するという。検討委員会で作成した数字は，採算性を検討したというより GO のた

めの数字を創ったと表現してよいとし，新交通システムに注ぎ込む 500億円の公費を福祉なり観光なり，
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より便益の高い施策に投入すべきと指摘している。この批判に対して，評者はかつて宇都宮市からの依

頼によって LRTの導入検討委員を務めたことがあり，責任の一端を感じる。委員会での評者の主張は，
まちづくりという観点から，宇都宮駅より西側の市街地への乗り入れが不可欠だということだった。採算

性はもちろん重要であり，市民に負担が及ぶようでは困るが，地球環境に優しい交通機関の導入は，多

様な波及効果も期待でき，これまでにない都市づくりが進むことに期待を込めた。 
第 13 章「産業連関分析と地域経済政策」は，国際経済学を専門とする溝口佳宏専任講師が執筆し

ている。本章は，地域経済政策における産業集積の波及効果について，産業連関的観点から取り上げ

ることを目的とし，産業連関表を用いた地域分析を栃木県を例に行っている。その結果，栃木県の製造

業は組み立て工場の側面が強いのかもしれない，この評価が正しいとすれば，栃木県に特有の理由に

より生産拠点を立地しているのではなく，単に費用最小化の観点で立地しているのかもしれないともして

いる。そして，栃木県の第三次産業に需要をもたらしている主な産業が第二次産業に属する産業である

ならば，栃木県の第三次産業の盛衰は，第二次産業によって大きく影響を受けることになるとしている。 
第 14 章「地理情報と地域経済政策」は，地理情報分析学を専門とする丹羽孝仁非常勤講師が執筆

している。本章では，地理情報システム(GIS)を概説したうえで，地理情報システムを活用した地域経済
政策の可能性について述べ，GIS リテラシーを有するかどうかが，地域経済政策を成功させる鍵となると
している。実際に栃木県や宇都宮市を分析する時に役に立つ内容となっている。 
第 15 章「NPO と地域経済政策」は，地域産業論を専門とする金子弘道教授が執筆している。本章で

は，NPO の日本と世界の動向を概観し，1980 年代に英国，ニュージーランドなどアングロサクソン諸国
が導入したトップダウン型の NPM が，日本では 1996 年からの橋本内閣，2001 年からの小泉内閣から
導入され始め，社会資本を整備する方法として，PFI や公設民営方式が導入され，自治体改革の中で
ボトムアップ型の NPO が役割を占めるようになったことが説明されている。日本の自治体では，NPM の

導入と市民自治の NPO が並行して進んでいることから，公共私の 3 極構造をつくり，問題解決型の「パ
ートナーシップ」へ転換していく必要性を指摘している。 
第 16章「地域経済政策と人材教育」は，日本近代思想史を専門とする草川剛人教授が執筆している。

本章では，地域経済政策を担う人材養成について述べられている。具体的には，実際に行われた高校

生向けの「学びの共同体」と呼ばれる模擬授業における日本国憲法に関する教授と高校生の理解につ

いて述べられ，短時間であっても，学びが成立すれば，生徒の頭は活性化するとの認識が述べられて

いる。 
以上が，本書の概要となっている。本書評は，地理学会の重鎮であられ，学会の大先輩である山川

充夫先生から依頼された。編者である山川充夫先生は，「はじめに」において，「各教員は地域経済学

科赴任以前においては地域学とほとんど接点を持たない教育研究あるいは実務・業務に携わっており，

その専門的知見を地域経済政策学にどのように生かしていくのかという課題意識のもとで執筆されたも

のであり，その『多様性』と統一性がうまく生かされているかどうかが，本書の評価視点となろう」と述べら

れている。 
一読して，各章において「地域経済政策学」へ，それぞれの専門分野からアプローチしており，学科

長の狙いは一定成功していると評価できよう。同時に山川先生の強い牽引力によって，地域経済学科

が動いてきたことも感じ取れた。それぞれの執筆者が自身の専門分野から，これまで接点のなかった

「地域」に接近していくことは容易ではないが，随所に，これからの栃木県や宇都宮市の参考になれば

との思いも現れていた。なお，評者が重要な論点を見落としていたとするならば，それは全て評者の責

任であり，お許しいただきたい。 
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評者は，高崎経済大学に奉職して 30年になる。勤務 8年目に我が国初の「地域政策学部」が設置さ
れ，現在は地域政策学部に所属して，農村地理学，観光地理学，地域振興論を講じる一方，経済学，

経営学，地域政策学の基礎研究と地域貢献を使命とした「地域科学研究所」の所長を務めている。勤

務校は地方都市が設置した公立大学であることから，大学の地域貢献は設立された時から必然的であ

り，そうした使命が組み込まれていたことは言うまでもない。先輩の先生方が，その地域貢献を研究とそ

の成果の公開を通して，築いてこられた。評者は，先輩の先生方の取り組みに学び，それを引き継いで

いるつもりでいる。 
高崎経済大学が設置する地域科学研究所の地域貢献的使命は，端的に言えば，地域のためになる

研究を行うことと，市民の生涯学習に寄与することだと認識している。ここでいう地域とは，高崎市であり，

群馬県である。もちろん，各研究者の研究フィールドは，高崎市や群馬県以外に多く設定されているが，

大学の研究機関の業務として研究を行う場合には，大学の立地地域に根ざした研究を進めることが必

要だと考えている。そのことによって，大学と地域社会の関係が深まり，多様なネットワークが形成され，

そのことが学生の教育や就職にも波及してゆくことも考えられる。こうした大学と地域の関係は，一つの

大学の存在が大きく認識される地方都市であればあるほど重要になると思われる。それは，地域社会の

大学に対する期待が大きいからでもある。それゆえに，大学が立地している地域のことを幅広く熟知して

ゆくことも必要だと考えられる。 
山川充夫先生から，地域経済学科をベースとした帝京大学地域活性化研究センターが 2015 年に宇

都宮キャンパスに設置されたとお聞きしている。人文・社会科学系の学部学科が地域貢献を具体化して

いくことは容易ではないが，研究を通して，栃木県や宇都宮市に関心を高めるスタッフが多く育てば，地

域貢献の大学窓口として機能し，地域からも頼りにされる大学研究機関となると思われる。今後，同じ北

関東に立地する大学の研究機関として高崎経済大学地域科学研究所と交流を持てれば幸いだと考え

ている。 
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地域経済学科シンポジウム「がんばる栃木農業」 

Symposium by the Department of Regional Economics 
on the Active Agriculture in Tochigi 

 
加瀬 和俊*1 

Kazutoshi KASE*1 
*1 経済学部地域経済学科 

*1Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 
 

1. 企画の概要 
地域経済学科では毎年秋に地域経済振興に関するシンポジウムを行っているが、2017 年度におい

てはその第６回として、下記の要領でこれを開催した。 
日時：2017 年 11 月 11 日（土）13：30～16：30 
場所：地域経済学科棟 大講義室（101 教室） 
コーディネーター・司会：加瀬和俊（地域経済学科教員） 

プログラム： 
第一部：栃木県農業の現状と課題 

      金原啓一氏（栃木県農政部農政戦略推進室長） 
      藤澤勝氏（JA 栃木中央会参事） 
   第二部：私の農業経営――事業の概況と経営方針 
      篠崎和一氏（宇都宮市羽牛田町、イチゴ農家） 
      駒場久氏（宇都宮市古賀志町、酪農家） 
      大越歌子氏（下野市笹原、水稲・麦・農産物加工経営） 
      平出孝司氏（宇都宮市平出町、花卉農家） 
   第三部：パネル・ディスカッション 
 

2. テーマ設定の趣旨と構成 
2.1 趣旨 
地域経済の振興策を立案する場合、農業の振興計画は不可欠であるが、農業分野において実現可

能性の高い計画を策定することは容易ではない。農業経営をめぐっては輸入増加による国産農産物の

需要減退と価格の低迷、担い手の高齢化、後継者難など、経営の制約条件が重いからである。 
しかし地元に目を向けてみれば、栃木県は有数の農業県であり、イチゴなど重要な品目も少なくない。

50 万都市の宇都宮市でも、中心部を離れれば土地の大半は農地であるし、経営規模を減らす高齢農

家が多い反面、その農地を借り入れて大規模に農業を拡大している農家もある。 
今回のシンポジウムでは、そうした発展的な農業経営体の経営者の方々においでいただき、多数の

農家が経営を縮小する中で、逆に経営を拡大し、企業的規模の専業的な経営を作り上げてこられた秘

訣、経営哲学、経営戦略、ノウハウなどについてお話をうかがいたいと考えた。具体的には、イチゴ、酪

農、米麦作、花卉のそれぞれを専門とされる農業経営体の経営者の皆さんにお集まりいただき、その経

営の方針・成果・課題などについてお話しをしていただくこととした。 
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同時に県庁と農協の県中央会からもご参加いただき、小規模な農家も含めて農業全体の底上げを図

るという課題と、将来性のある大規模な企業的経営体の発展を支援するという課題とをあわせて担って

おられる行政組織と農協組織とが、その支援策や経済事業をどのように展開し、それが農業経営者の

努力とどのように呼応しあって成果に結びついているのかについても、多くの知見を得たいと希望して

いる。 
 
2.2 構成 
第一部では、まず県行政の立場から金原啓一氏が栃木県農業の現状と農業政策の概要について説

明された。氏は、県庁作成の農政関係公報誌である『とちぎの“食と農” 平成 29 年度版』（38 頁）にもと

づいて、県内の主要な農業生産物、農業経営の特徴、目指すべき方向と農業政策の現状などについ

て説明された。特に、栃木県が有力な農業県であり、新規参入者の着業を支援する施策を含めて、一

層の発展を目指している実情について強調された。 
藤澤勝氏は県下の農協の組織状況、事業内容、農家経営にとっての農協の役割などについて、そ

の現状と課題を説明された。生産調整の廃止など農政が大きな変化を見せている現状における農協の

対応も含め、農業各分野の経営体を取り巻く経営環境の変化とそれに対する農協の組織的対応の方

針などが説明された。 
第二部では、宇都宮市周辺で専業的で積極的な農業経営を展開しておられる農業経営者の方々に、

それぞれ自らの農業経営の概況と経営戦略について自由に語っていただいた。 
篠崎和一氏は、イチゴ栽培を続けつつ、長年にわたって 20 名を超える農業研修生を受け入れて、農

業経営者となるための技術研修を行い、経営的ノウハウを伝授し、人間関係作りを支援し、さらには農

地の貸借なども可能になるように緻密な斡旋活動をおこなってプロ農家を育てて来られた。講演ではそ

の御苦労と成果を披露された。 
駒場久氏は、乳牛飼育・搾乳と飼料栽培（デントコーン）を兼営している酪農の仕組みを説明された

上で、土作り・草作り・牛作りの循環型酪農を重視しつつ、ゆとりをもって無理なく投資を続けて、規模拡

大を実現してこられた経過を説明された。あわせて後継者に経営を引き継ぐ現時点での諸課題と経営

方針についても構想を語られた。 
大越歌子氏は、大規模穀作経営は夫を中心に、農業関連産業への事業拡大は歌子氏中心に展開

しておられる実情をお話しされた。経営環境の変化に対応して畜産から穀作へと経営内容を切り替えた

こと、歌子氏は週の半分は農業に従事し、残りの半分は近隣の女性たちを誘って食材の製造・販売、配

食などに事業を拡大し、地域における有力企業となってきたことが説明された。 
平出孝司氏は、伝統的な穀作農業から転換して多数の従業員を抱える施設型花卉農業を展開して

こられた経験を、オランダからの先進的技術導入、積極的投資戦略、独自の販路開拓、コスト削減の工

夫等の諸分野ごとに説明され、経営者が明確な経営戦略にもとづいて革新的な経営を行うことの重要

性を強調された。 
第三部のパネル・ディスカッションでは、地域経済学科の学生を中心としたフロアからの多数の質問

への応答とともに、講演してくださった各経営者の皆さんの経営の推移を念頭におきながら、他の農家

と異なる独自の経営戦略、後継者確保の経緯、施設・機械への積極的な投資と過剰負債を避けるため

のバランスのとり方、家族農業協定による家族就業者の役割分担や家庭内での所得分配方式などにつ

いての質問に答えつつ、各経営の実情と意見が披露された。 
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3. 資料編（１）――各講演者の配布資料 
3.1 篠崎和一氏 
１．略歴 
  昭和 25 年 3 月 出生 

43 年    宇都宮農業高校卒業、就農 
45 年    いちご導入（7a） 
46～47 年  雀宮地区青年団団長 
48 年    宇都宮市青年団事務局長 
51～52 年  JA 宇都宮青壮年部 雀宮部長 
53～55 年  JA 宇都宮青壮年部 宇都宮市副部長 
55 年    連棟ハウス 21a 

   平成元年  夜冷作型導入 
      7～8 年   JA 宇都宮 いちご部会長・園芸部会長 

11 年    栃木県農業士認定 
18～21 年  宇都宮市認定農業者協議会長 
19～21 年  宇都宮市食品安全専門委員 
20～21 年  栃木県・河内地区認定農業者協議会長 
22～現在  河宇地区農業士会長・河宇農業組織連絡会長 

その他、現在の役職 
      宇都宮市農業委員、雀宮地区むらづくり推進協議会長 
２．耕作面積    水田 180a、畑 30a 
３．経営面積    いちご 32a（単棟パイプハウス）、水稲 110a 
４．労働力     家族労働力：３人（本人、妻、後継者）、パート４人、研修生２人 
５．栽培体系    ３月下旬：親株定植、６月下旬：採苗、７月：夜冷開始、 

９月初旬：定植、11 月初旬：収穫開始、５月末：収穫終わり 
６．研修生受け入れ状況 
      平成 12 年より受け入れ開始。現在までに 20 名を受入 
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3.2 駒場久氏 
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3.3 大越歌子氏 
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3.4 平出孝司氏 
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4. 資料編（２）――第三部：パネル・ディスカッションの記録 
＜司会＞ これより第三部のパネル・ディスカッションの部を始めさせていただきます。限られた時間

の中でたくさんの論点についてディスカッションをしたいと思いますので、初めに質問のおありの方に質

問を出していただいて、それに対して講演者の皆さんにひとわたりご回答をいただき、その上でさらに質

問されたい方があれば必要に応じて一問一答の形をとるというようにさせていただきます。時間の制約

がありますので、その点、お許しください。 
さて、それぞれの経営についての大変豊富な内容についてご報告をいただきました。時間が許せば

もっと色々とご発言いただける点があったろうと思われますが、まず会場の皆さんから、「この点をもう少

し知りたい」「この点はそういう解釈でいいんだろうか」といった点について積極的にご質問をいただきた

いと思います。発言の際にはお名前と所属を最初にお願いします。 
＜質問１＞ 地域経済学科の渋江です。金原さんにお聞きしたいことがあります。新規就農者数を表

したグラフでサラリーマンの人たちのうち、新たに農業を始める人たちが近年増えてきているということで

したが、なぜ近年になって増えてきているのでしょうか。 
＜司会＞ はい、ありがとうございます。続けて質問を出していただきたいと思います。 
＜質問２＞ 地域経済学科一年の小高といいます。駒場さんに質問があるのですが。酪農家をやっ

ていて周りの土地が宅地化していく中、後継者不足以外で、たとえば法令とかに決められていないため

に、酪農家が減っていった理由や原因があるのですか。 
＜司会＞ はい、有難うございます。続いていかがですか。 
＜質問３＞ 地域経済学科二年の阿久津と申します。金原さんにお聞きしたいと思います。先ほどの

スライドを拝見しました時に、栃木の農業の強みといったお話があったのですが、現状の弱みについて
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も学習したいと思います。農政推進戦略室の室長として現在の弱みの部分、それから先を見据えて

2050 年くらいまでを目途として課題になっていきそうな部分があれば、ぜひお話をお願いしたいと思っ

ております。 
＜司会＞ 続けていかがでしょうか。 
＜質問４＞ 地域経済学科一年の鈴木大輔です。藤沢さんに質問があるのですが、観光地とのコラ

ボとありますが、具体的にはどのようにコラボしているのでしょうか。 
＜司会＞ はい、ほかにいかがでしょうか。 
＜質問５＞ 一年の山川と申します。篠崎さんにうかがいます。研修生となっておられる方々が、たと

えばそのまま篠崎さんの後継者となりたいといわれた事例はあるのでしょうか。その点をお願いいたしま

す。 
＜司会＞ よろしいですか。それでは以上５人の方が質問されました。それぞれご回答いただきたい

方の指定がありましたので、まずその方から質問に対して答えていただき、そのほかの方には、さきほど

のご発表の中で言い足りなかったところ、時間の関係ではしょらざるをえなかったところなどございました

らお話いただくということにさせて下さい。金原さんからお願いいたします。 
＜金原＞ 農外から農業への新規参入者が増加しているのはどういう理由かというご質問について。

先ほど栃木県の農業の特徴・概要などを説明しましたが、そうした点に魅力を感じていただいて、新た

な職業として入っていただいている方ばかりではなくて、そういう方ももちろんいらっしゃいますが、東京

あたりに勤めていて脱サラして、たとえば中山間地にきて有機農業みたいな形で始められた方も非常に

多いですね。増えた理由は、一つには平成 24 年から国の制度として青年就農給付金という制度が始ま

ったことです。これは準備型と経営開始型の２つのタイプがあります。さきほど篠崎さんの話の中でなか

なか条件があわないということでしたが、こういった新規参入を後押しするような制度ができております。

たとえば経営開始型につきましては、一年間に 150 万円の給付金を受けられる。現在は農業人材投資

事業と名前が変わっておりますが、この給付金制度を活用して新たに土地を取得して農業を始めたいと

いう方が、各地の農業振興事務所に多数来ています。そのような形で、いま新規参入の方が増えている。

それと、県では篠崎さんのところのように研修生を受け入れて、里親のような形で、農地とかを紹介して

いただくとか、施設とか機械についても、農業をやめていく方のものを譲渡してもらうなど、そういう方々

を橋渡しするような事業を行っております。そういったバックアップ体制が整っておりますので、それも一

つの要因ではないかと考えております。  
＜藤澤＞ 私には観光地とのコラボレーションについて質問がきました。栃木県は観光地が色々あり

ますが、たとえば鬼怒川温泉にお泊りいただいて、そこで栃木県の農産物や和牛を食べていただくとか、

イチゴを食べていただくとかでコラボしています。あるいは日光にお泊りいただいた方がイチゴ狩りをす

る、泊るだけでなくいろいろな体験をすることもありますので、そんな形でコラボするのかなと。そういうこ

とで、東京などから来ていただく方にいろいろなサービスができる。そんなイメージで考えております。 
＜篠崎＞ 後継者の点で、自分のところでは倅が 5 年前に就農しました。今年の春までいた研修生

は、東京の世田谷区出身なのかな。まるっきりの非農家で雀の宮にアパートを借り、うちで一年間研修し

ました。その前の年には未来塾で一年間研修しています。なかなか農地が見つからなくて。そこで、私

のところの田んぼ 40 アールを貸してやりました。だから自分の倅と同じだね。いろいろと面倒みているん

です。奥さんも一緒で、1 週間前に赤ちゃんができちゃって、これまた大変なんだ。だから、自分のところ

のすぐ近くにおいて、私の目の届く範囲でやっています。 
あと、研修生が二人きています。一人は元作新学院でボクシングやっていて、インターハイに行き、駒
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沢大学に入って神奈川県でジムのトレーナーをやってきた。戻ってきて農業をやりたいっていうので未

来塾に行きました。県の事業を利用して、農業をやめる人のハウスを借りようとしています。経営を縮小

する人がうちの近所にいたもんですから、80 ㎡のハウスが４棟かな。いま宇都宮の農業公社に間に入っ

てもらって、1 月に契約できるのかな。そういう形で進めています。 
もう一人は、平石地区の農家出身で自分の農地がある。そこでやるといっています。この前、見に行

って、だいたい 50 アールまとまっているので、そこでやらせようと思っています。 
＜駒場＞ 酪農家の減少した理由っていうことですが、栃木県の統計によると酪農家の戸数は平成

19 年から 29 年で 343 戸減ってるんです。その理由は後継者がおらず、高齢になってやめたっていうの

が一番多いと思います。その他は病気とかですね。篠崎さんが後継者を一生懸命育ててるってことです

が、酪農の場合はなかなか新規参入というわけにいかないんですよね。やめたらだいたいその後が続

かない。やめた人の分だけ減っちゃうので、いまの人数になったということです。 
＜平出＞ 人口が減少する日本は大変な状況になっています。耳にしたと思うんですけど日本の生

産人口、15 歳から 64 歳までの人口ですが、2015 年には 7,700 万人いた。ところが 50 年後の 2065 年

には 3,000 万人に減ってしまうという。では、わが農業界はどうなっているか。2011 年には就農人口が

260 万人いたのに、2016 年までの 5 年間で 68 万人も減り、192 万人になってしまった。さらに 2017 年

には 11 万人減り、181 万人になってしまった。農業は大変な状況に追いやられているわけです。そうい

う中で政府はどんどんハードルを下げて株式会社の参入も考えましょう、農家の経営体を強くし、さらに

法人化して、2023 年には 5 万社にするという計画を農水省は立てております。そういう農家や法人に農

業を守ってもらうと。 
じゃあ日本の農業はだめなんじゃないかと思うかもしれない。しかし、グローバルに考えると、世界の

食のマーケットは 2012 年で 340 兆円でしたが 2020 年には、その倍の 680 兆円になっていく。じゃあ、

アジアはどうか。2012 年の 68 兆円が 2020 年の東京オリンピックの年にはその 3 倍になる。まさに食の

マーケットはグローバルに考えなければならない。一方、日本は口が減っていきますから、そこは大きな

変換を考えていかなきゃならない。皆さんも真剣に考えていただいて、もっともっと農業の方を見ていた

だければ幸いと思っています。以上です。 
＜司会＞ 有難うございました。今のご回答等に対してもう少し説明してほしい、あるいは自分はこう

考える、という点で、先ほど質問された方で再度の質問があればお受けしますが、よろしいでしょうか。そ

れでは私の方から質問させていただきます。今の農業を考えますと、全体としては規模縮小、農家の数

が減り、農地が余るという状況の中で、それを引き受けて需要のより大きな部分を満たしていく、大きな

経営というものが育っている。しかし、育っているけれども、必ずしもトータルな農業が維持されるという規

模ではなくて、やはりその間には全体としてはそうした状況の改善が待たれる状況にあると思います。そ

ういう中で今日、発表いただいた方々は家族経営の中で最大限、あるいは家族経営を超える規模のと

ころまで行っておられると思うんです。それだけに家族経営とは異なる問題点に直面しているように思わ

れます。そこでその種の問題にどのように対処されているのかについて教えていただきたいと思います。 
具体的に申し上げますと、一つは雇用の問題です。いずれの皆さんも後継者を得ておられますが、

その後継者を超えた雇用というものをどのように安定的に確保して、他人の経営のために一生懸命働く

というインセンティブを与えていくのかという点です。家族経営とは異なる問題としての雇用の問題につ

いて、それぞれの方がどのような工夫をされているのか。これについては、雇用を求めずに自分の労働

力の範囲でおやりになるという選択もあるわけです。それも含めてどう考えておられるか。 
それから二つ目は、規模が大きくなって販売ルートを安定的に確保しようとしますと、消費者との交流
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という問題が出てくると思います。今日のご発表の中でも小学生、中学生との交流とか、消費者との交流

とかという話がございました。しかし、消費者は農家がいつ、どのぐらい忙しいのかはわかりませんから、

初めて農村を見る人が、次々に交流のお願いをするといったようなこともあるのではないか。つまり消費

者との交流というのは経営的に見ると必ずしも成果に結びつくとは限らないものではないかと思います。

その点で、有効な、そして気持のよい消費者との結びつきを作っていくために、自分はこういう工夫をし

ている、というようなお話しがもしあれば教えていただければ、と思います。 
三つ目は、先端的な技術を使っているというお話しがありましたが、規模を拡大していく中で機械や

施設への投資額が急激に増えていくということがあると思います。北海道の農業などを見てみますと、あ

る程度のところまで、たとえば 30 町歩以上の農家がその規模までずっと拡大していったものが、負債の

関係によって一定のところでやめざるを得なくなる。それが他の、より規模の大きな農家の規模拡大のバ

ネになるというような事例がたくさんあるように思われます。いったん規模拡大の軌道に乗れば後は順調

に行くというものではなく、やはり投資をやり過ぎると大きな問題を起こすということがあり得ると思うので

すね。お話しの中では、こういう効果のある技術を導入したという話が成功例として話されましたが、この

点、資金問題などからどのようにブレーキをかけられるのか、あるいはそれを超える力を何等かの形でお

持ちになっているのか、こうした点について教えていただければと期待しております。どなたからでも結

構ですのでよろしくお願いいたします。 
＜篠崎＞ イチゴ農家はほとんどが家族だけじゃなく、人を雇用してやっていると思うんですよね。自

分たちの部会では新聞の折り込み広告で募集しています。希望者とは相対で面接します。賃金はＪＡで

だいたい決まっていますから、面接では雇用はどの位の時間かとか、トイレがあるとか、そういう条件が

合えば採用する。募集して来てもらう人は これまで長く来てもらっている人が多い。イチゴを大規模に

経営している人は、ベトナムの人たちに、3 年間の研修生という制度で来てもらっていますね。そういう中

で、最低賃金とか、パートさんを頼むと勝手にやめさせるわけにはいかないとか、法律のことも勉強しな

くちゃならないんです。雇うといってもただ雇うだけじゃだめなんで、農協と相談していろいろやっている

というのがイチゴ屋さんの状況かな。 
それと自分の考えでは、1 億円プレーヤーの大規模農家を１人作るよりも 2000 万円クラスが 5 人いる

方が農村社会にはいいかなっていう気がするんです。どの集落でも、いま秋祭りをやってますが、祭りを

やる人がだんだんいなくなっちゃうんです。ある程度、農村に残る人、農業で食べていける人。それには

2000 万円クラスのイチゴ屋さんを自分の地区で育てよう。その人たちはずっと集落を守る。農業を守る

のは 1 億円プレーヤーがてっとり早いのかもしれませんが、農村社会を守るのには 2000 万円で食べて

いく人を増やしていった方がいいかなって思っています。 
＜平出＞ 全国の農業法人協会の会長さんが集まると、一番に雇用の問題が出てきます、人が集ま

らないと。栃木県はどうかというと、宇都宮においては、ハローワークに募集を出せばだいたい賄えます。

しかし、那須あたりでは従業員を 50 人も抱えてる会社でも集まらない。先ほど篠崎さんがいったように、

そういう企業もベトナムの研修生を使っているのが現状です。この問題は真剣に考えなきゃいけない。 
それと資金の問題があります。うちも毎年のように資本投資をしております。若い時は近代化資金とか

を借り、15 年とか長いスパンで返済してきました。当然計画を立てて、そこにはめ込んでいくんですが、

ある時考えました。やはり 5 年で回収できる計画を立てる。これは基本だと思います。ショートスパン、ミド

ルスパン、ロングスパンの中での経営者としてどう判断するかという戦略がなかったらこれはできないと思

うんです。ただ投資しようというだけでは、黒字倒産の恐れがある。キャッシュフローがうまくいっていない

会社は、黒字倒産してしまうんです。5 年で返済できる投資をしていけば、ある程度先が見えてくると。そ
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ういうところを考えていけばいいかなと思っています。 
もうひとつ、10 年前に岩手大学の経営学者、木村先生の講演を聞いた時に、カチンときたんですよ。

ちょうど私のところの売上高が１億 2000 万円ぐらいになったときでしたが、一億円は簡単に達成できるよ

うな話をされたんです。学者に言われたくないなと思ったので、質問したんです。次のステップは何です

かと。「どれだけ人を使うことができるか、どれだけ資本を投下できるか、そうすると 3 億円はいく」という答

えでした。あーなるほど。じゃあ、その次のステップは何ですか。「農業から脱皮すれば中小企業の 10
億円になる」というお話しをされました。本当に理にかなったお話でした。我々はそういうところを考えて

いかないと経営者にはなれないなと思っています。そういうことで、私は 5 年という計画でやっております。 
＜大越＞ 雇用問題ですけど、うちは米麦の経営なので一年間通して雇用するのは非常に難しい。

冬場は仕事がないものですから。農繁期の時期だけ若い人を雇うのはちょっと抵抗があります。経営に

参画するっていう点ではいいんですけれどもね。臨時雇用の場合は、退職された方が多いのが現状で

す。そういう方は 60 歳であと 10 数年は働けるかなって。そういう方がやる気を出して大型特殊の免許を

とって、機械作業をしてくれたりしています。いまの稲作経営は、重労働の仕事がほとんどない。現在は

籾摺りをやってもらっているんですが、それも機械一つでできる作業です。ま、そういう形で退職された

方を中心にやってもらっています。あとは規模拡大ですけど、やはり稲作経営はコストがかかります。作

業場を立てたり、トラクター、乾燥機、いろんな機械にコストがかかるんです。でも、一年間人を雇ったら、

人件費が１人当たり 200 万円、300 万円かかります。機械なら 5 人分の仕事ができる。じゃあ 1000 万円

のトラクターを入れようと。うちの場合は機械に投資する形で、ほとんど家族経営でやってきました。こうし

た機械への投資は、うちも 5 年スパンで資金を返すようにしています。 
稲作で一番の重労働は、田んぼに入って除草剤をまいたり、追肥をしたり、稗を取ったりする作業な

んですが、この作業を軽減するためにいま、ドローンの会社と共同で開発をしております。ドローンは、Ｇ

ＰＳ（人工衛星を利用した測位システム）の精度がすごく上がって 5 センチ以内で状況が把握できます。

ヘリコプターだと目視ですから 10ｍ、5ｍなんてことがありますが、ドローンだとそういうことがないんです

ね。来年の 4 月当たりにはもしかすると出来上がる。 
（ここで大越農場でのドローンの試行作業の記録を映写） 
これですね。稲の上 1ｍぐらいを飛んでいますので、ほかの田圃への農薬の飛散を防げる。それと本

当に端までいって戻ってくると、次の間隔に正確に入っていくので、非常に期待をされております。これ

は殺菌剤を散布しているところです。普段は田んぼの中に機械が入って作業するんですが、田んぼを

痛めるし、散布者の健康にもあまり良くない。これからはやはりドローンが主になってくるのかなって思い

ます。ヘリコプターだと 1000 万円かかるものが、ドローンだと 300 万円ぐらいという話も聞いております。 
＜司会＞ 無人ヘリコプターとの原理的な違いを教えていただけますか。 
＜大越＞ ヘリコプターは 1000 万円位かかるし、運ぶのも大変です。壊れた時の費用も大きい。これ

に対してドローンはＧＰＳで無人で飛ぶんですね。一度、田んぼの形状を測って、コンピューターに入力

しておくと、人間が操作しなくても飛んでいく。何か危険があった時にあわてて操作することがなく、危険

を察知したら落ちてしまう。1ｍ上空を飛んでますから落ちてもそんなに損害がない。衛星技術を使うの

ですごく精度が良くて、稲の葉色を見たり、病害虫を見たり、おいしい米を作るのにどの時期に追肥をし

たらいいのかとか、どの時期に殺菌剤もまいたら良いのかということまで、研究が進んでいるようです。 
＜駒場＞ 雇用についてなんですけど、うちでは雇用はなくて、組合のヘルパーを利用しています。

いまは家族 3 人でやっていますけど、私が引退したら 2 人になっちゃう。これから飼育頭数が増えること

を考えると、やはり雇用も必要かなと思ってます。いま酪農家は、雇用しているところが多いです。大規
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模な 1000 頭とか 2000 頭とかを飼育する大規模な酪農家、メガファームっていうんですけど、そういうとこ

は外国人も来てます。でも 100 頭前後の農家はだいたい学校が終わった人が就職しているケースが多

いようです。ほとんどが女性で、主に搾乳作業にあたっているような気がします。 
あとは投資です。うちも平成 19 年に長男が就農するときに、いまの施設じゃちょっと無理だろうという

ことで、搾乳室を作りました。たまたま農業公社から国の事業が来るという話でしたので利用しました。6
割位の補助率だったかな。その後、二、三年すぎたらもう一回話があったので牛舎を作ったんです。そ

れを償還するには５年というわけにはいかなくて、10 年ちょっとかかりますが、それを作らないと就農は

無理だったかなと今は思っています。 
＜司会＞ 有難うございました。会場の皆さんから、ほかにご質問はございますか。 
＜山川学科長＞ 何で自分は農業をやっているのか。私も昔ちょこっとだけ田んぼで働いたことがあ

りますが、農業をやる楽しさっていうのをぜひ若い人たちに伝えていただきたいと思いますので、その点

の考え方を教えていただきたいと思います。 
＜司会＞ 農業をする楽しさについて、どなたかお願いできますか。 
＜篠崎＞ 自分のところで研修した人たちのうち、新規に就農した人に聞いたんですね。何で農業な

のって。その答えは、イチゴがなり、それが商品として消費者の手に届くことが、本当の自然の恵みだっ

て感動したというんです。モノづくりにおいて、サラリーマンは全体の一部しか携われないが、農業だと

ゼロからスタートして商品の最終形、イチゴのパック詰めまで関与できる。これがすごい魅力だと。自分

ですべてをコントロールできる職業は、そうそうあるものではない。また、自分でやった結果が、そのまま

良くても悪くても、ダイレクトに成果として現れるのがおもしろいといっている。これは 10 年位前に静岡か

ら来てインターパークの方でイチゴを作っている、坂本君という方が言ってることなんです。去年とおとと

しと２年続けて 8.2 トンを採り、ＪＡうつのみやで最優秀賞をとった人です。大学院卒業した後、大手の商

社に勤めましたが、辞めて農業を始めた人が、こういうふうに農業の喜びを語ってましたね。 
＜平出＞ 雇用の問題ですが、日本経済新聞に「農業法人にどうして人が集まらないんだ」という話

を取り上げていただいたことがあります。茨城県の農業法人と一般の企業の給料の格差を比較した記事

でしたが、農業法人は安いです。やはりそこが人の集まらない大きな要因じゃないかなと考えています。

後継者の問題を議論すると、どうして農業を離れて他産業にいってしまうんだろう、カネがもうからないん

じゃないかという話になる。結論から言えばそうなのですけれど、農業は自然の中で、本当にいい空気

の中でやれる。もうひとつはやればやっただけの収入がある。サラリーマンより何倍もとれるんだぞ。経

営者としては、それができれば農業は本当に楽しい仕事だと思っております。帝京大学の学生さん、う

ちは夏ちょっと大変なもんですから、夏休みにおいでください。時給 950 円で交通手当も出しますので

ぜひとも来年の夏はお出でいただきたい。 
＜司会＞ 農家の皆さんから実情をいろいろお話しいただいておりますけれど、そうした農家のご苦

労、あるいは喜びに対して、行政なり農協なりがどのように関われるかという点で、何かコメントしていた

だける点がございますか。藤澤さん、金原さん、いかがでしょうか。 
＜藤澤＞ 皆さんがおっしゃるように、自分で全部の生産工程ができるという楽しみもあるのかなと思

います。最近はドローンだとか、ＩＣＴなどの技術が発達している。スマホで圃場の管理もできる。今まで

は、目で見てやる範囲は限定的だったと思いますが、そういった技術を使うことによって、規模拡大がで

きることもあるのかなと思っています。また労働力の関係では、さきほど外国人労働者の話がありました。

ＪＡでも中国とかベトナムなどから来ていただくことによって、規模拡大につなげていけると思います。茨

城県とか長野県では外国人の力によって生産を維持している部分があるかと思います。ＪＡとしてもそう
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いったところに支援ができればなと感じているところです。 
＜金原＞ 最初の方で栃木県の強みを示しましたが、弱みはなんですかという質問があったかと思い

ます。担い手が不足し、耕作されない農地が増え、さらに中山間地では鳥獣害が増えているといった問

題もありますが、これは栃木県に限ったことではない。全国共通のことだと思います。私の考える本県の

弱みは、さきほど話した強みの裏返しだと思います。栃木県は平場が多く、農地は非常に肥沃で、水利

も恵まれている。冬はちょっと寒いですけれど、全般に温暖で冬の天気もいい。それから大消費地に近

く、非常に条件的には恵まれていると思います、西南暖地などでは山際に張り付くように農業をやられ

ている方もいます。  
そういう中で、今日来ている農家の 4 人は先を見越して経営を転換するなり、規模を拡大するなり、法

人化するなりで、栃木県でもトップランナーだと思いますが、多くの方は条件に恵まれているだけに、危

機感に欠ける面がある。その点が弱みではないかなと思います。さきほど藤澤さんから話がありましたが、

米政策改革で、本年度から行政による生産調整の配分がなくなるんですね。大半の農家はお米を作っ

ておられますが、来年度から米の 10 アール当たり 7,500 円という直接支払交付金も廃止されます。これ

が米づくりを中心にやってこられた中小の農家にとっては非常に大きな問題です。これを契機に県は、

これからの伸びしろがあるというか、より収益性の高い園芸作物への転換を指導していきたいと考えてお

ります。 
＜司会＞ 有難うございました。もう少し時間がありますので、もう一つの問題群を私から出させてい

ただきたいと思います。家庭内の問題です。具体的な質問の第一は、後継者確保のプロセスについて

です。皆さん後継者がいらっしゃるわけですが、後継者を確保するプロセスはどうであったかという点で

す。たとえば通常の農家の場合には、親が子供に「好きな職業につきなさい」と言うか、あるいは「農業

には着かない方がいいよ」という方が多いと思います。しかし、すでに相当の投資をしておられ、サラリー

マンよりも高い所得を上げている農家の場合、どのような形で息子さんに接しておられたのか。俺はこん

なにがんばっていて、これを継ぐことは価値があるぞ、というように後継者化を勧めるようにしておられた

のか、あるいは小学生・中学生の時から農業の手伝いをさせていたのか、それとも親の経営をみていて、

これならやってみようというふうに、何も誘導しなくても息子さんがそう感じるようになったのか。ここら辺の

ところを皆さんのご家庭の実態に即して教えていただけると有難いのですが。 
それから第二の質問は、労働と生活のバランスの問題です。経営者として頑張るということになると、

雇用はあってもコアは家族の労働力ですから、その家族が目いっぱいがんばってしまうと思われますが、

他方で大きな農家の場合には意識的・計画的にゆとりをとる努力をされているとも言われています。この

点で、たとえばサラリーマンの１年 2000 時間を基準にしてこれ以上は働かないといった基準を作ってお

られるのか。それとも趣味と仕事は一緒だということで、目いっぱい働いているという状況なのか、そうし

た点も教えていただければと思います。 
第三の質問として家族農業協定についておうかがいしたい。大越さんのご報告の中に家族農業協定

を３回、夫婦、後継者と夫婦、それから二世代夫婦というように 3 回、家族経営協定を結び直している。

たいへんきめ細かく対応しておられるなあと思います。もともとは行政が推進してきたこの制度が実際の

成果としてどういう点で役立っているのか、そしてこれは普及した方が良い、最初は形式的かも知れない

けれども普及したほうが良いということであれば、多少ご説明いただけると有難いと思います。いかがで

しょう。これは篠崎さんからお願いしてよろしいですか。 
＜篠崎＞ うちの倅は 6 年前に就農するよと言ったのですが、会社に勤めるのは 12～13 年でそのあ

とはうちに入ろうと計画してたみたいですね。まあ親の後ろ姿を見て、一生懸命ほかの人を育ててるのに、
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自分が跡継がなくっちゃというような意識が倅にあったんだかどうかはわからないんです。それと家族経

営協定というのが大きな就農のきっかけだと思いますね。うちでも女房と倅と 3 人で家族経営協定を結

び、給料だとか、今年からは篠崎農園の代表は倅がやるということとか明確にしました。あと女房に月い

くらやるかということと、休みの日も決めた通りにやってますね。 
＜駒場＞ うちの長男は学校卒業の時に、「おれ、就農していいんかな」という話で始まりました。うち

は男の子が 2 人いて、どっちかというと下の子が一生懸命うちの手伝いをしていました。どっちかは跡を

継いでくれっかなあというぐらいでいたんですけど、そういう話がきたんで、じゃあうちに入れと決めました。

それまで農業経験が少なかったんで、じゃあ研修にいけと言って、3 年半研修をしてうちに入ったんで

すよ。そのあと研修先の牧場の人ともいろいろ話しましたが、楽しくやっているし、県内の酪農家とも交

流しており、いまのところは一生懸命やっています。 
家族協定は 2 回結びました。倅が入った時が 2 回目で、それまでの家族協定を結び直ししました。今

度は長男の嫁も加わるんで 3 回目を結びますが、少し細かく決めるかなと思ってます。給与は倅が入っ

た時にこのぐらい欲しいというので払いました。そのあと結婚したんですが、請求通り払っています。一

番の問題は休みなんです。いまのところ、必要な時にヘルパーを頼んで休んでますが、休みはこれから

の課題じゃないんかなと思ってます。 
＜大越＞ まず後継者ですが、息子は学校終わってからちょっと勤めに出ましたが、その後就農しま

した。跡を継ぐ気になったのは、何より母親が生き生きと働いてる姿が一番よかったのかなって思ってい

ます。私が農業を始めたころは、一日泣き暮らしたっていうか、そういうふうだったんです。だけど、自分

が仕事を任されるようになって、稲の種をまいて芽が出て、それを苗として育てる。苗も販売していたん

ですが、販売したお金が自分のものになり、やればやるだけのことがあるというようになりました。夫婦で

目標を立てて、女性も主役になれるようにやってきたせいか、息子は「自分も嫁さんをもらったらお母さ

んのように明るくできるのかな」って。後継者を育てるには、これが一番の方法かなって思っております。 
それと消費者と交流して、「大越さんのところお米がおいしいから、うちのレストランも評価が高いんだ

よ」ってお客さんに言われると、後継者夫婦もすごくやる気がでて、自分たちもこれから一生懸命やらな

きゃなんないんだなって感じています。これは消費者との交流の成果かなって思ってます。息子のパー

トナーも協定を結ぶ中で、これだけ働いたらこれだけになるよっていうことを示すと、やはりやる気になる。

じゃあ、お米の精米は任せるねって。仕事をきちんと任せれば、すごくやる気が出る。道の駅の売り上げ

なんかもすごく楽しみにしているようです。そういった意欲が持てるってことが家族経営協定の一番の成

果かなと思ってます。また、息子にとって父親っていうのはライバルっていうか、対抗心もある。そのへん

は母親がクッションになって日々やっております。休日とか給与も明確にしながらやっています。 
＜平出＞ 私の息子は農業に戻って来ないと思っていたんですよ。それは大学 4 年になってから大

学院に行きたいと言ってきたんですね。これで絶対に戻って来ないなと思ってたんです。そしたら大学

院を出たら、戻ってうちに入るといったんですね。入らなくていいって言ったんです。とりあえず 2 年間だ

けオランダに行きなさいと。他人の釜の飯を食ったというのは大きな力になると思い、それをやらせたか

ったんですよ。でも、すぐに入りたいって。入った時に息子は私にこういいました。「給料いくらくれんだ」

と。「ばかやろう、いくら仕事ができるんだ」っていいました。これは社長と社員の会話じゃない。親子の会

話なんですよね。会社員が社長に「給料いくらくれんだ」と言うことはできないですよね。そこが甘いとこ

ろだ。今でも甘いなっていう部分が見え隠れしています。 
それから休日のことなんですけれども、なかなか土日休みっていうわけにはいかないです。人間が休

んでいても植物は育ってますから。ただ、日曜日は完璧に休んでます。誰も圃場にはいません。われわ

- 49 -



帝京大学地域活性化研究センター年報 第２巻  報告の部（シンポジウム）[2017 年 11 月 11 日開催] 

れもどっかに遊びにいっちゃいます。でも、二日休みは難しい。そこでシフト制で週休二日にしています。

それから、われわれ役員は夏休みをとってます。必ずしも夏でなくていいんだけれども、交替で 1 週間

休みます。今年６月には社長らがオランダに行って来ました。そういうことがきちんとやれるってことが、

大事ではないかなって思ってます、以上です。 
＜司会＞ どうも有難うございました。あっという間に時間が過ぎてしまいました。まだまだ議論をした

い論点はたくさんございますが、ひとまずこれでシンポジウムを閉じさせていただきます。ご講演下さっ

た皆さんの発表内容、討論の中でのご意見は、私共にとって非常に勉強になるものでした。先端的な農

家の皆さんがそれぞれご苦労されているところ、戦略的に重視しておられるところ、そしてご家庭の中で

の人間関係を仕事のやる気と生活のゆとりを両立させるように工夫されておられるご様子などをうかがえ

たことは、私どもにとって大変貴重な機会となりました。ご出席のすべての皆様にお礼を申し上げて、本

日のシンポジウムを閉じさせていただきます。どうも有難うございました。 
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高校生企業『おだづもっこ』の軌跡 

「つながり」に支えられたアクティブラーニング 
Journey of high school students enterprise‘おだづもっこ(Odadumokko)’ 

Active learning supported by‘つながり(Tsunagari-Connection)’ 

 

古家 正暢*1 

Masanobu FURUYA*1 
*1東京学芸大学附属国際中等教育学校 

*1Tokyo Gakugei University International Secondary School 

 

概要 
 本稿は 8 月に開催された「地域経済研究会」での発表をまとめたものである。本実践は、2015

年度に本校 5年生（高校 2年生）の総合学習において実践した東日本大震災の「忘却」に抗う社会

的企業『おだづもっこ』の活動の軌跡である。被災地から遠く離れた東京で生活する高校生に何が

できるかを議論し、3.11後の「忘却」に抗うためのプロジェクトを実施した。第 1段階：被災地の

物品販売を通して資金を得る。第 2段階：その資金をもとに被災地の高校吹奏楽部を東京に招聘し

てコンサートを開催する。第 3段階：そのコンサートを通して、大震災の記憶をあの大津波のよう

に「忘却」の海へと流さないようにと深く心に刻む。この三段跳びのような事業計画は、当初の想

定を上回る現実の厳しさに見舞われ何度も挫けそうになった。しかし、各種団体や仲間との「つな

がり」に支えられ『明日の力コンサート＠TOKYO』の開催に漕ぎつけた。この悪戦苦闘の軌跡を

報告する。 

 

1. 高校生企業『おだづもっこ』の設立 
1.1 『おだづもっこ』の誕生 
「社会的企業」を立ち上げるといっても所詮は高校生であることから、JPX（日本取引所グ

ループ）の「起業体験プログラム」の指導・助言を受けた。会社名は『おだづもっこ』とした

（『おだづもっこ』とは仙台地方の方言で「お調子者」の意）。高校生の身でありながら「社会

的企業」を興し、総額 70 万円を超えるプロジェクトに挑むには、相当に「お調子者」でない

とできないという自負でもあった。 

 『おだづもっこ』は、資本金獲得のため JPXに対して事業計画プレゼンテーションを複数回

に渡り行い当座の資金として 25 万円を獲得した。この資金をもとに、宮城県女川町の蒲鉾本

舗「高政」の高橋正樹氏（本校で講演会開催 2013/09）を核とした「つながり」の中で、笹蒲

鉾・さんまの昆布巻等の販路を得た。また「愛と勇気とさんま実行委員会（横浜市）」につな

がり、被災地のさんま・ほたてを炭火焼することとなった。炭火焼の修業は 35℃を超える猛暑

日の夏祭りであったため、熱中症と体に染みつくさんまの強烈な臭いとの戦いとなったが、被

災地への強い思いが勝り誰一人弱音を吐くことはなかった。 

 特に、協賛をお願いしたキリン絆プロジェクトリーダー：野田哲也氏に、CSV(Creating Shared 

Value)の概念を教えていただいたことは大きな財産となった。「社会と共有できる価値の創

造」・「社会の課題解決」と「企業の成長」を両立させるという CSVの考え方は、社会的企業の

本質を知る貴重な機会となった。 
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1.2 『おだづもっこ』資金獲得の軌跡 
① スクールフェスティバル（本校の学園祭）09/19-09/20 

  ＜販売品目＞銀鮭そぼろ 醤油まころん わかめスナック 鯨の大和煮 等 

   → すべての商品が午前の早い段階で完売。初めてなので、売れ残りを出してはいけな

いと慎重の上にも慎重に吟味した結果とはいえ完全に供給量を読み誤った。 

  ②  ウォークアンドランフェスタ（東京学芸大学）09/21 

  ＜販売品目＞笹かまぼこ 昆布巻 ミニ饅頭 等 

   → スポーツイベントの開催趣旨と商品とのギャップ、室内の目立たない場所での販売

等、課題の多い活動となった。 

 ③ 練馬まつり（としまえん）10/18 

＜販売品目＞炭火焼ほたて 笹かまぼこ かもめの玉子 清涼飲料水 等 

 → 天候にも恵まれ、炭火焼ほたてを 6時間で 600枚を売り切った。ただし「かもめの

玉子」は 80/100パック残、清涼飲料水 8/12ケース残。大量の売れ残り商品を抱え、

商売の厳しさ・難しさを改めて痛感した。 

  ④ 小金井祭（東京学芸大学の学園祭）10/31-11/01 

＜販売品目＞炭火焼ほたて・さんま 清涼飲料水 等 

 → 客層が大学生であり、サークル主体の模擬店は低価格。ほたて・さんまは生もので

あり売れ残りが許されないため価格設定が難しかった。収益確保のため安易な値下

げもできず悪戦苦闘することとなった。 

 

2. 『明日の力コンサート＠ＴＯＫＹＯ』開催への軌跡 
2.1 『明日の力コンサート』の広報および資金獲得活動 

 お金のかからない広報活動として SNSによる発信を考え、facebookに『おだづもっこ』を登

録。「明日の力コンサート」事業の名称と活動を広く認知していただくよう努めたものの SNS

の性格上、若年層には広めることはできたが 40代以上への浸透は困難を極めた。 

 また、各種イベントで思うような資金獲得ができなかったことから、新たな手段としてクラ

ウドファンディングに挑戦することとなった。しかし、目標金額 50万円に対して 98,000円（う

ち 50,000円は或る種の見せ金）のため、達成率は 9.6％と散々な結果に終わった。 

 

2.2 『明日の力コンサート＠ＴＯＫＹＯ』開催 
『明日の力コンサート＠TOKYO』には約 300名の来場者があり、石巻高等学校吹奏楽部と

Team TOMOISHI1のコラボレーションは、復興支援ソング「花は咲く」で絶頂に達し、ホール

は大きな感動の渦に包まれた。このコンサート開催により、震災の記憶の風化・忘却に多少な

りとも「抗う」ことができたのではないかと確信する。石巻高校吹奏楽部長の今野朱理さんは

次のように語った。「震災から 5年が経とうとしていますが、現在の石巻は仮設住宅や津波で

流され更地となった地域、瓦礫が積まれているなど震災の爪痕が残っています。このような機

会をつくっていただいた 高校生企業『おだづもっこ』のみなさんに感謝いたします。また、

会場のみなさまには、私たちの復興のハーモニーを感じていただければ幸いです。」と。改め

て 5年前の震災との向き合い方を考えさせられる瞬間となった。コンサート終了後には、石巻
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高校の生徒と本校生徒との懇親会を開き互いの親睦を深めた。宮城石巻と東京練馬、地理的な

距離は遠くとも心の距離がグッと縮まる時間となった。 

 

3. 本実践の成果と課題 
3.1 自主・自立の精神の涵養 
「明日の力コンサート＠TOKYO」を終え一息つく間もなく、『おだづもっこ』の活動をよ

り多くの人々に知ってもらいたいので「全国高校生マイプロジェクトアワード 2015」に参加

したいと言ってきた。審査の観点（自発性・活動実績・必要性・創造性・協働性・共感性）が

『おだづもっこ』の活動に適しているので挑戦したいという。やらされる活動ではなく自らイ

ベントを見つけてきて、学年末試験を控え忙しい日程ではあるけれど挑戦する積極性に生徒の

成長を感じ取った。 

 

3.2 資金獲得の困難さ 
コンサート終了後、数多くの方々から「来年もぜひ開催してください」と温かい声をかけら

れた。しかし、大幅な赤字決算を余儀なくされた『おだづもっこ』としては、開催資金の目途

が十分に立たない限り「さぁやりましょう」とはならない現状がある。「社会的企業」であれ

ば、その趣旨に賛同して売上金・寄付金が容易に回収できるという想定自体が甘かったのだが、

高校生が資金を獲得するということの現実の厳しさを痛感した。学校教育においては「お金」

の問題を正面からとらえる機会が少ない。しかし、「お金」の問題は綺麗ごとではなく、切実

で大変重要な課題である。 

 

4. おわりに 
 本稿のタイトルは「高校生企業『おだづもっこ』の軌跡」であるが、「高校生企業『おだづ

もっこ』の奇跡」と言ってもいいほどに、関係各位から奇跡的な善意、数多くのご支援・ご指

導をいただいた。どれほど言葉を尽くしても感謝の気持ちを十分に表すことはできない。まだ

まだ道半ばの実践報告だが、今後ともご指導・ご協力をお願いしたいと思う。最後に、文字通

り「協働」し「つながり」に支えられた『おだづもっこ』社員一同に「本当によく頑張った。

ありがとう。楽しかった。」の言葉をおくる。 

 

                                                                              
1 友石竜也氏が率いる金平真弥氏・安達星来氏を交えたチーム。 
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小泉政権期における財政再建策の分析 

―地方財政の歳出削減手法を中心に― 
Fiscal Reconstruction Policy under the Koizumi Administration 

 

宋 宇*1 

SONG Yu*1 
*1経済学部地域経済学科 

*1Department of Regional Economics, Faculty of Economics Teikyo University 

 

日本では 1990 年代から地方分権改革が進められており、その過程で「平成の大合併」とよ

ばれる大規模な市町村合併なども実施されてきた。経済のグローバル化と低成長化や人口の少

子高齢化、女性の社会進出といった経済社会状況の変化に対応することを目的に、住民により

近いところで政策を決定・実施する方向性をもって始められた地方分権改革だが、国の財政再

建との関わりから、地方の財政的基盤が弱体化する状況が見られる。特に、2001 年から 2006

年の小泉政権において、歳出削減に特化した財政再建策という大きな枠組みの中、「三位一体

改革」に端的に表れているように、国の財政再建に地方財政が動員される側面が強くみられた。

3 兆円の税源移譲の一方で、それを大きく上回る国庫補助負担金の削減、そして地方交付税の

削減を通じた国の歳出削減の実施であった。 

具体的には、1990 年代末からの公共投資削減の流れをくむ普通建設事業費支出金の削減や、

三位一体改革にともなう国庫補助負担金の削減が行われた。三位一体改革における国庫補助負

担金の削減では、義務教育費負担金、児童手当負担金をはじめとする社会保障や教育分野にお

よぶ広範な領域において負担率を引き下げる形での削減が行われたが、3 兆円の税源移譲があ

りながらも、およそ 1 兆 5,000 億円に相当する歳出の純減が行われることとなり、地方自治

体の財政運営に大きな負担をもたらすこととなった。 

次に、地方交付税をめぐる動きをみると、小泉政権期の歳出削減政策では、1980 年代の「増

税なき財政再建」における歳出削減手法と共通する面があった。その 1つが、交付税特別会計

借入金償還の繰り延べ措置であり、もう 1つが、臨時財政対策債による地方交付税の減額及び

歳出の先送りである。これらは、実質的な歳出削減ではなく、一時的な歳出削減を図るもので

あった。 

さらに、地方交付税においては、その算定内容を変更することによる歳出削減を実現するよ

うな手法も取られた。2004年度からは、税源移譲および景気回復にともなう税収増による基準

財政収入額の増加による地方交付税の減少が達成されるが、重要なのは、それ以前、具体的に

は 2001 年度から単位費用と補正係数が引き下げられることによって、基準財政需要額が圧縮

され、それによって地方交付税の削減が達成され、その効果が 2004 年度以降も影響したとい

う点である。単位費用や補正係数の引下げは、それが地方団体における効率的な行財政運営の

結果として達成されたのではなく、そこに誘導するために国が一方的に実施したものであり、

地方団体における行財政運営の実態、あるいは存在する財政力格差の実態を正しく反映するも

のではなかった。実際に、このような地方交付税の運用については、地方公共団体から数多く

の批判が寄せられたのにもかかわらず、財政再建のため、そういった一方的な歳出削減という

道がとられたである。その意味で、地方交付税の算定方法の変更による総額の削減は、とくに
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小規模町村を中心に大きな財政上の負担を地方公共団体に押し付けるものとなった。 

結果的に国庫支出金の縮小、地方交付税の削減というマクロの財源保障が引き下げられ、地

方自治の強化という表看板とは反対に、国の歳出削減を実現させ、財政赤字の縮小につながっ

た。他方で、日本では未だ深刻な構造的な財政赤字を抱えたままであり、当初設定された財政

再建策自体も成功したとは言えない。さらに、地方財政の量的な圧縮は行われたものの、住民

ニーズの充足が十分にできておらず、地方経済もなかなか活性化できていない状況にある。 

したがって、財政再建の方向性に関しては、確かに国と地方を合わせて考えていく必要があ

るが、これまでのような歳出削減に特化した財政再建、あるいは財政赤字を縮小するための再

建はもはや通用しないと考えられる。日本は、先進諸国のなかでも、相対的に低い租税負担率

を示すため、いかに増税を実施していくのかということをしっかりと検討しなくてはいけない

だろう。その際、増税による財政収入は財政赤字に補てんするだけではなく、むしろその多く

をニーズに合わせたサービスの充実に分配し、増税に対する国民や住民から合意をしっかりと

得る必要があると言える。サービスによる受益感が高まれば、増税の選択も受け入れやすくな

ると考えられる。増税に関する議論は、消費税を中心に国のレベルで行われることが多いが、

サービスの拡大による受益感の向上と増税への合意という視点で考えれば、住民に身近なサー

ビスを提供している地方自治体において、受益と負担のバランスを考えた議論を行うことで、

地方自治を活性化すると同時に、地方財政を安定化する方向性を検討する必要があるのではな

いだろうか。 
 

参考文献 
[1] 神野直彦（編著）“三位一体改革と地方税財政－到達点と今後の課題”学陽書房、2006 

[2] 宋宇“小泉政策における財政再建の政策決定過程－緊縮財政から「歳出・歳入一体改革」へ”

横浜国際社会科学研究、第 17巻第 3号、2012.9 
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中国民族地域における少数民族の職業と教育水準の変遷1 

The Changes of Professional and Education standards of Ethnic Minorities in China's Minority Areas 
 

劉 亜萍*1 

Yaping LIU*1 
*1経済学部地域経済学科, *1内蒙古財経大学公共管理学院 

*1Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 
*1Public Administration College, Inner Mongolia University of Finance and Economics 

 

 

はじめに 

ここ 40 年来、中国における改革、開放政策の施行とともに、都市と農村の二元的社会構造

が変わりつつ、中国人の職業構成においては新しい特徴が現れている。中でも伝統な生計方式

と特有な文化を持つ少数民族の職業変化について特に関心が寄せられている。本稿では、激し

い社会変動を背景とした中国における少数民族の職業構成と教育水準の変化を考察する。 
 

1. 中国における少数民族と民族地域とは 
複数の民族からなる国家においては、民族を統合する方法として連邦制をとることが多い。

ところが中国では連邦制を取らず、民族区域自治制度というものを取り入れた。これは少数民

族が多数を占める地域を自治区域として指定し、その政府に一定の自治権を与えるというもの

である。少数民族そのものに自治権を与えるのではなく、彼らの住む地方の政府に自治権を与

える、という点で連邦制と異なっている。 
1949 年以降、中国は各民族の歴史伝統、人口規模と文化の特徴に基づき、「中華民族が 56 の

支民族を法律上承認し、中には、漢民族が 90％以上を占めており、総人口に占める比例が少な

い 55 の民族を“少数民族”と称する。漢民族も各少数民族も中華民族の一員であり、権利、

地位、義務と責任は平等である」とされた。民族地域とは、5 つの少数民族自治区、30 の自治

州、117 の自治県と 3 つの自治旗からなる少数民族の集住地のことを指す2。省レベルの自治区

は、内モンゴル自治区、チベット自治区、新疆ウイグル族自治区、広西チワン族自治区と寧夏

回族自治区の 5 つからなる。これらの地域は、ほとんど内陸で沿海部とは隔絶され、自然環境

は厳しい。土地は広いが、人口は少ない。かつ交通事情などにより、長い歴史の中で、特有な

生計方式と文化モデルが形成されてきた。 
 

2. 中国において少数民族全体の職業構成 
中国西部少数民族地域における家畜飼育頭数や耕地面積の拡大が続く中で、砂漠化の進行は

深刻さを増し、とくに 1990 年代以降は中国政府にとっても無視できない状態となった。その

ため中国政府は、「西部」地域における開発促進と、環境問題、経済問題、民族問題の同時的

                                                                              
1 本研究は中国内蒙古自治区社会科学規劃弁研究プロジェクト「内蒙古農村・牧区民生保障調査研究」

（2017NDA027）の一成果である。 
2 中国国務院弁公庁「少数民族事業“十二五”計画」、2012年 7月 12日公表。 
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解決を模索し始めた。 
破壊された生態系の回復あるいは破壊の未然防止を目的として、当該地域の住人の従来から

の生業形態や生活様式を制限あるいは停止させ、その住人たちを他地域へ移住させるという

「生態移民」政策が開始された。さらに 2002 年に公布された「中華人民共和国国務院令（第

367 号）」には、土地を耕すことをやめて、その土地を森林に戻す「退耕還林条例」が盛り込ま

れた。翌 2003 年には、家畜を放牧することをやめて、放牧地を草原に戻すことを意味する「退

牧還草」事業も実施されることとなった。これは、中国における少数民族が都市へ進出し、職

業転換していくことの重要な背景となる。 
 

表 1  中国各民族の就業人口における職業構成の変遷（%）（一部の民族、一部の職業） 

 党と政府機構の責任者 専門技術者 農林牧漁労働者 

 1990年 2000年 2010年 1990年 2000年 2010年 1990年 2000年 2010年 

全国総計 1.75 1.67 1.77 5.31 5.70 6.83 70.58 64.46 48.33 

漢民族 1.79 1.72 1.85 5.39 5.80 7.00 69.59 63.09 46.40 

少数民族  1.12   4.71   78.78  

モンゴル族 2.70 2.22 1.63 9.36 8.29 9.09 70.33 70.75 63.25 

出所：1)马戎.我国部分少数民族就业人口的职业结构变迁与跨地域流动，《中南民族大学学报》，2013.11 

2)马戎編著：《少数民族社会发展与就业：以西部现代化进程为背景》，北京，社会科学文献出版社，2009

年，第 52页． 

 
表１からわかるように、中国における少数民族の職業構成は 1990 年から 2010 年に至る 20

年間で明らかに変わってきたが、しかし、少数民族の職業構成高級化の速度が全国水準を下回

り、漢民族の職業変化より遥かに遅れている。 
 

3. モンゴル族の職業構成の変化 
現代社会には、職業は人々の社会に関与する方式であり、一つの生活方式でもある。職業の

変化を通して社会変動を考察するのが重要な視点と見なされている。「職業地位」の概念はず

っと前に学者に提出されており、「職業地位」は職業権力、職業に基づいた財の獲得と職業の

有する声望に構成され、社会階層の指示器であれ、社会階層分けの主要指標でもある。 
我々の調査ではモンゴル族が集まり住んでいるところと都市在住モンゴル族の中にそれぞ

れ規定した数の調査対象者（働いている人）を抽出し、合計 1000 人に調査票を配り、805 部の

有効調査票を回収した。年齢層から見れば、34～63 歳までの労働年齢人口が 88.8％占め、中で

も、44～55 歳までの壮年が 44.3％となる。この年齢層の人口がほとんど従業しており、少数民

族の流動人口の主体にもなる。 
 
3.1 父親が調査対象者の今の年齢であった時の職業 
表２の示したように、調査対象者の父親の代は半分以上（54.7％）が農業か牧業労働者であ

った。サービス業と私的経営をされる者の比率が非常に低く、それぞれ 0.5％と 1.9％しか占め

ない。この格差から、調査対象者の父親の代が調査対象者の今の年であったときに、現代的経

済活動への関与度が低く、半分以上の者が伝統的な農業、牧畜業に従事していたことがわかる。
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これは、モンゴル族の集住される地域の環境と少数民族の生産、生活伝統に関わると思われる。 
 
3.2 調査対象者と父親の職業の比較 
調査対象者本人の職業頻度と父親の職業頻度表を比べれば、父子二代の職業構成状況の変化

が明らかである。即ち、社会の発展と伴って農・牧業に従事する者が減少しており、在職者の

中での比率が父親の代は 54.7％で、子の代は 35％であった。その原因は、国の都市化促進政策

と関わり、また農村地域内部もその他の職業に従事する可能性が増えたのである。一方、企業 
 

表２  父親が調査対象者の今の年齢であった時の職業 

 頻度 ％ 有效％ 累積％ 

有効 

公務員 64 8.0 8.1 8.1 

企業及び事業機構管理者 21 2.6 2.6 10.7 

私的経営者 15 1.9 1.9 12.6 

教員、医者等の専門技術者 71 8.8 8.9 21.5 

普通の職員 31 3.9 3.9 25.4 

個人経営 26 3.2 3.3 28.7 

ホテル等のサービス従業員 4 .5 .5 29.2 

工場労働者 60 7.5 7.5 36.7 

農牧業労働者 435 54.0 54.7 91.4 

無業、失業、半失業者 25 3.1 3.1 94.6 

その他 43 5.3 5.4 100.0 

合计 795 98.8 100.0  

欠け数  10 1.2   

合计 805 100.0   

 
及び公共事業機構の管理者が減った以外、子の代はその他の職業に従事する者とも父の代より

増加している。父の代は比率が低かったサービス業と私的経営者もある程度増え、それぞれ

0.5％→1.4％、1.9％→3.5％まで増加した。特に、学校の教員や医者等の専門技術者が父の代の

8.8％から子の代の 15.4％まで増えた。これは、モンゴル族の教育水準が向上していることを裏

付けているといえよう。 
中国におけるモンゴル族の職業変動の調査分析は、性別、年齢と学歴等調査対象者の社会的

属性に基づき、子とその父親の職業構成を考察した。この調査結果から、二代の少数民族の職

業変化の一般状況を知ることができた。この職業構成の変化は中国社会が次第に開放的になり、

少数民族の入れる職種が増え、職業構成が多元的になりつつあることがわかる。 
 

4. 漢民族とモンゴル族の教育水準の比較 
少数民族としてのモンゴル族と漢民族の教育レベルを比べるため、本研究では、6 歳以上の 
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       表3 中国人の平均教育年数の変化       単位：年 

 全国 漢民族 モンゴル族 

 

1964年 

1982年 

1990年 

2000年 

2010年 

全体 

1.49   

4.52 

5.59    

7.63    

8.63    

男

1.92 

5.42 

6.28 

8.13 

9.06 

女 

0.94 

3.60 

4.86 

7.09 

8.34 

全体

1.56 

4.58 

5.65 

7.71 

8.79 

男 

2.02 

5.51 

6.34 

8.21 

9.14 

女

1.04 

3.69 

4.77 

7.17 

8.42 

全体

1.17 

4.75 

6.10 

7.97 

9.17 

男

1.52 

5.24 

6.44 

8.25 

9.28 

女 

0.90 

4.18 

5.70 

7.74 

9.07 

  出所：中国における第２回～第６回国勢調査に基づいて筆者が作成。 

 
人口の教育を受ける平均年数を使用することにした。そのデータは、表 3 の示した通りである。 
この結果から、モンゴル族の教育水準の増加速度は漢民族より速いことが分かった。その原

因を分析してみれば、以下のことが考えられる。第一に、漢民族の人口規模は大きく、教育水

準の急速な成長が難しい。モンゴル族の人口が少なく、居住も集中しており、また、独自の言

語と文字を有しており、教育を推進しやすい。政府側は公共政策を通して少数民族の教育をサ

ポートしている。新中国が成立して以来、一部の大学は少数民族の受験生に対して優遇政策を

出しており、1978 年に大学受験制度を再開して以来、少数民族の受験生に合格ラインを低める

政策が制度化され、高等教育の資源が限られていた状況の下で、少数民族は漢民族より大学教

育を受ける機会を大いに有してきた。また、1990 年からは、国側は少数民族教育特別支出金を

設け、少数民族の教育をより一層推進した。 
中国は多民族共存の国として、一般的には、歴史的また伝統的な要因により、少数民族の教

育レベルは主体民族としての漢民族より低いと認識されているが、その認識が誤りであること

が国勢調査から明白になった。同じ国の国民としても、民族によって教育水準が違っている。

また、民族並びに地域によって、教育水準の格差が見られている。そのような仕組みをもたら

した原因とこれからの行方は今後の研究課題としたい。 
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「山世話」による山林管理の変容過程 

―三重県松阪市飯高町波瀬地区における境界管理の事例から― 
The Transfiguration Course of Forest Management by “Yamazewa” (forest managers) 

The Case of Border Management of Forest in Haze Dist, Iitaka Town, Matsusaka City, Mie Pref 

 

林田 朋幸*1 

Tomoyuki HAYASHIDA*1 
*1公益財団法人ひょうご震災記念 21世紀研究機構 人と防災未来センター 

*1Disaster Reduction and Human Renovation Institution 

 

 

本報告では、三重県松阪市飯高町波瀬地区の地元山林管理者である山世話による、不在地主

から委託された山林の境界管理を事例として、私有林地帯における山林管理の実態を明らかに

する。 

1990年代以降、林業不況や過疎高齢化により山林管理が十分に行われなくなる中で、環境保

全の視点から山村社会における山林管理に着目した研究が行われてきた[1]。今日、自身が所有

する山林の境界を認知していない山林所有者も珍しくない[2]。しかし、助成事業や多様な主体

による山林管理を実施する上で前提となる山林の境界管理の実態については、これまでほとん

ど論じられてこなかった。そこで本報告では、三重県松阪市飯高町波瀬地区を事例として、所

有者と管理者が異なる状況の中で、長年にわたる正確な山林の境界管理がいかにして行われて

きたかを分析し、現代的状況との関連を検討する。三重県有数の林業地である波瀬地区では、

明治期の本格的な造林開始から現在に至るまで、不在地主による山林所有が一定の割合を占め

る。 

主な調査方法は、聞き取り調査と一次資料収集である。聞き取り調査は不在地主・山世話経

験者や森林組合関係者等の計 16 名に行った。一次資料は、不在地主や山世話経験者から山林

管理に関する資料を収集した。調査期間は 2013年 4月から 2017年 12月である。 

波瀬地区では、明治期に村有林の地上権を不在地主に貸し出したことで、不在地主が所有す

る山林を管理する地元在住の山世話が必要となった。山世話が行う山林管理の内容は山世話の

性格や時期により異なるが、山林の境界管理は山世話にとって不可欠の作業であった。山世話

による山林の境界管理を通して、不在地主と山世話の関係性や不在地主と山林の関係性が構

築・維持された。 

波瀬地区では、他地区と比較して長期にわたり多くの地元在住者が林業に従事することが可

能であった。そのため、世襲が困難な場合は地元の山林事情に精通する林業従事者が山世話を

引き継いだ。山世話は、不在地主の山林の境界管理はもちろんのこと、村落・波瀬地区全体の

山林の境界管理にも大きな役割を果たしてきた。 

近年、長期にわたる林業不況や山世話・地元林業従事者の高齢化により、波瀬地区における

境界管理が大きく変容している。これまで山世話に山林管理を委託してきた不在地主が森林組

合に委託する事例が増加している。不在地主等からの境界管理委託が増加している森林組合で

は、作業班に所属する林業従事者の多くは Iターン者であり、かつ波瀬地区外の在住者である。 

森林組合等による境界管理を展望する上で、専門性に加えて村落・旧村を単位とした地域性
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を持つ熟練の林業従事者の役割とその継承への着目は、山村社会において非常に重要である。 
 

引用文献 
[1] 大野晃，“山・川・海の流域社会学「山」の荒廃問題から「流域」の環境保全へ”，文理閣，

2015年 

[2] 上田剛平，“登記情報を用いた所有者不明森林調査について”，森林計画研究会會報，462，

pp22-27，2016年 
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インスタグラムで栃木市蔵の街を情報発信・「とち蔵」プロジェクト 

The Promotion Project for Historical Town of Tochigi city by using Instagram 
 

五艘 みどり*1，五艘ゼミナール*1 

Midori GOSO*1, Goso Seminar*1 
*1経済学部地域経済学科 

*1Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 
 

1. プロジェクトの背景と目的 
栃木市では江戸時代に歴史を遡る蔵が多く残ることから、これらの蔵を中心とした歴史的街並み

の保存に力を入れてきた．2012 年には嘉右衛門町を中心として国の重要伝統的建造物群保存地
区に指定されることとなり、蔵の街を中心とした観光振興も積極的に展開されることとなった．結果と

して 2015年には栃木市に約 565万人の観光客が訪れた． 
しかしながら蔵の街並みの景観の統一感はまだ不十分なところもあり、観光客に向けて明確にラン

ドマークが発信されておらず、観光客の回遊性は低い．また観光客の多くはシニアが中心で、若者

や家族連れの観光客は少ない．さらにシニア層においても滞在時間の短さや、訪れる場所の偏りが

あり、十分な観光魅力が発信できていない現状がある． 
そこで地域経済学科五艘ゼミナールの 3 年生が主体となり、栃木市と連携しながら蔵の街周辺を

拠点に幅広い層の観光客を獲得し、かつ滞在時間を拡大すること目的として、観光情報の発信を行

うこととした．具体的には観光ターゲットを若者とシニアとした上で、若年層には SNSのインスタグラム
を活用して、またシニアに向けて紙面の街歩きマップを作成して、地域の情報を収集し発信すること

とした．なお本プロジェクトは栃木県大学地域連携プロジェクト支援事業の補助を受けて実施され、

「とち蔵」プロジェクトと称して活動した． 
 

2. 「とち蔵」プロジェクトの内容 
本プロジェクトの実施内容は次のような内容となっている．なお、シニア向けの観光情報発信につい

ては現在まだ進行中にあり、本論では実施内容のみの記載にとどめておく． 
 
【地域資源の調査】（2017年 6月～12月） 

  ・地域のフィールドワークを定期的に実施し地域資源を調査（毎月 2～3回） 
  ・どのような地域資源を発信するのが良いかゼミナールの時間を使用し毎週議論 
 
【若者向けの観光情報をインスタグラムで発信】（2017年 8月～2018年 2月） 

  ・インスタグラムで計 100回の投稿を 2017年 8月から 2018年 2月頃まで実施 
  ・インスタグラムの効果測定を、専用アプリ「アイコンスクエア」 で実施 
  ・大手広告代理店のソーシャルマーケティング事業部より講師を招き、効果的なインスタグラム 

の発信方法について勉強会を実施（8月 7日） 
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【シニア向けの観光情報発信】（2017年 12月～2018年 2月） 

  ・シニア向けの回遊ルートを健康づくりなどフックに街歩きルートを考案しマップを作成

   （マップは 2018年 3月に 200部印刷して市内に配布予定）
  ・シニアの国内観光ニーズや、蔵の街の人気スポットなどについて旅行業者や観光ボランティ

アの方へヒアリングを実施

【分析を踏まえた課題の整理】（2017年 12月～2018年 2月） 

  ・栃木市における今後の観光情報発信について方策を提案

  ・とちぎ大学コンソーシアム主催「学生＆企業研究発表会」、栃木県「大学地域連携プロジェク

ト事業中間報告会/最終報告会」、地域経済学科「合同ゼミ発表会」でのプレゼンテーション
 

今回のプロジェクトで若者向けにインスタグラムを、シニア向けに街歩きマップを考案した理

由を述べておく． 

まず若者向けに使用した SNSのインスタグラムであるが、写真に特化した SNSで世界の利用者

数は 8億人、国内の利用者数は 2,000万人と言われる．インスタグラムは若者に人気で中心世代

は 10～40 代、男女比は 3:7 程度とされている（フェイスブック社発表資料、2017 年）．ハッシ

ュタグ「＃」が検索キーワードとなり、発信において重視される．ゼミナールのメンバーにおけ

る議論では若者向け情報発信に使用する SNS はインスタグラムが最も良いという意見で一致し

たことから採用となった．情報発信においては写真のカテゴリーを「蔵の街の景観」「自然など

の風景」「文化などの体験」「食事やカフェ」とした．シニア向けに作成する街歩きマップは、栃

木市や市内関係機関が作成した観光マップがすでにいくらか存在しているものの、シニアをター

ゲットとしたものは無いことから、今回作成することとした． 

なお、プロジェクトの実施体制としては、ゼミナールメンバーをインスタグラム・ディレクシ

ョンチーム、効果分析チーム、シニアルート・チームの 3チームに分け、それぞれチーム・リー

ダーが中心に指揮を取って進行した． 

 

 

写真１ インスタグラムの発信イメージ 
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3. インスタグラムによる観光情報発信の効果分析

観光プロモーション事業においては一般的に効果測定が難しいと言われることが多かったが、インス

タグラムに関しては専用効果分析ソフトをフランスのアイコンスクエア社が有償提供しているため、購入

して分析に使用した．本ソフトを使用して行った効果分析は図 1 の通り効果分析①～④に集約した．な
お、分析内容は 2017年 12月時点のものとなっている．
効果分析①はインスタグラム発信の反応として「いいね」「フォロワー」の推移をみることで閲覧状況を

分析した．予定投稿数の 3分の 2である 75件の投稿の段階であるが、12月時点で累計「いいね」数は
1,762 回、フォロワー87 人と投稿を重ねるごとに増加していった．効果分析②はフォロワーのカテゴリー
をインスタグラムの発信力に分けて分析したもので、多くのユーザーに影響力のある「パワーユーザー」

が 12月時点で約 6.5%となり、これを増加させることが課題として浮かび上がった．効果分析③は反応の
良かった情報発信のカテゴリーで、インスタグラム 1投稿当りの「いいね」の数を見ると「食事やカフェ」が
最多であったが、次いで「自然などの風景」となった．行政では発信できなかった飲食店などに高い反

応が得られるとともに、これまで蔵の街の景観に隠れがちだった自然の風景も魅力ある資源であるという

ことがわかった．効果分析④はインスタグラム発信に適した時間帯を分析したもので、発信して反応の

良い時間帯が 19:00～22:00 という夜の時間帯であり、とりわけ木曜・日曜に反応が良いことがわかった．

図１ 4つの効果分析 
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4. インスタグラムによる観光情報発信の課題

これまでの効果分析を踏まえて、インスタグラムによる観光情報発信の課題は図２のようになった．一

連の分析結果と課題の取りまとめについては栃木市に報告するのみでなく、とちぎ大学コンソーシアム

主催「学生＆企業研究発表会」、栃木県「大学地域連携プロジェクト事業中間報告会/最終報告会」、地
域経済学科「合同ゼミ発表会」において、学生が主体となってプレゼンテーションを実施した．

図 2 学生がとりまとめたインスタグラムにおける観光情報発信の課題 

5. おわりに

本プロジェクトにより、栃木市では若者の視点による SNS を介した観光情報や、シニアをターゲティン
グした観光マップが発信されることとなり、今後は蔵の街周辺での観光客の行動に良い影響がもたらさ

れることを期待する。これまで少なかった若者の回遊が増加したり、観光客の滞在時間が向上したりす

れば、これまで以上の観光経済効果が地域に生まれるだけでなく、栃木市へのファンの増加や定住者

の増加にもつながると考えられるのである．

本プロジェクトのゼミナールメンバーの多くは地域のまちづくりに関わりたいという強い希望が当初か

らあり、それがプロジェクト開始のきっかけとなった．スケジュール管理は教員が行ったが、プロジェクトの

企画や運営は学生の自主的な活動によって行われたため、プロジェクトで得られた成果は多いに学生

の自信に繋がったと考えている。また大学を拠点として将来の地域のまちづくり人材の育成に繋がった

とも考えている。

謝 辞 このプロジェクトは栃木県大学地域連携プロジェクト事業の補助を受けて実施した．プロジェクト

の実行にあたり、栃木県総合政策部総合政策課、栃木市産業振興部観光振興課、栃木市観光ボラン

ティア協会、JTB関東・宇都宮支店の皆様にご協力をいただいたことを感謝する．
 プロジェクトに関わった五艘ゼミのメンバーは次の通りである．田口聖大（ゼミ長）、中澤諒（プロジェク

ト・リーダー）、新井優希、遠藤真帆、小菅光一、中村桃子、蓮田敬史、サプコタ・ビノダ、松崎慧理 眞

分雄輝（計 10名）．
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2017年度「とちぎ未来留学」への学生の参加とその研究報告 

Participation of Students in the “TOCHIGI MIRAI-RYŪGAKU” (2017) and their Report 
 

乗川 聡*1，乗川ゼミナール*1 

Satoshi NORIKAWA*1, Norikawa Seminar*1 
*1経済学部地域経済学科 

*1Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 
 

1. 「とちぎ未来留学」について 
筆者が担当するゼミでは、フィールドワークの一環として、とちぎ学生未来創造会議が主催する「とち

ぎ未来留学」に参加した。 
とちぎ学生未来創造会議（以下「未来会議」）は、栃木県内の学生に、社会の課題を自ら発見する力、

その課題を主体的に解決できる力を身につけてもらうことを目的に、栃木県内の大学教職員、社会福祉

協議会、NPO などのボランティア活動を促進する団体の関係者等により 2007 年に設立された組織で、
事務局は、宇都宮に本拠を置き、社会事業を行う若者の人材育成事業やソーシャルプロジェクト支援事

業などを行う NPO法人、とちぎユースサポーターズネットワーク内に置かれている。 
「とちぎ未来留学」は、「未来会議」が2015年度より開始した大学生向けプログラムで、地域づくり活動

に関心がある学生に「最初の一歩」を提供することを目的とし、①フィールドワークやボランティアに対す

る心構えを身につけるためのオリエンテーションに参加し、②複数の現場フィールドワーク（2017 年度は
4か所）から 1つ以上を選択して体験し、③最後にフィールドワークから得た知見を共有するために活動
報告会を実施する、という 3つのプロセスから構成されている。 
筆者は「未来会議」に 2014年度より運営委員として参加し、このプログラムの立案にも関与した縁から、

開始当初より、地域経済学科で担当している 1・2 年次ゼミ（ライフデザイン演習 II、演習 II）の学生を授
業の一環として参加させている。今年度は 23 名の学生（1 年生 13 名、2 年生 10 名）が参加し、その成
果を 2017年 12月 22日（木）に開催された地域経済学科の「合同ゼミ発表会」で報告した。 

 

2. 2017年度「とちぎ未来留学」の概要 
2017年度「とちぎ未来留学」の概要は以下の通りである。 
 
2.1 オリエンテーション 
日時：2017年 10月 21日（土）10:00～16:45 
場所：宇都宮大学陽東キャンパス 11号館ラーニングコモンズ（宇都宮市） 
内容：①受入団体によるプレゼンテーションと受入先の決定、②「チームビルディング」担当：濱野将行

氏（一般社団法人えんがお）③講義「出会いから学ぶ技法－フィールドリサーチ入門－」 担当：松

尾浩一郎氏（帝京大学地域経済学科） 
 
2.2 現場フィールドワーク 
＊以下の 4つの受入団体から 1つ以上を選択し、参加。 
①外遊び連れ出し支援「週末自然体験」（日光市） 
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受入団体：認定 NPO法人だいじょうぶ  実施日：2017年 10月 28日（土） 
活動内容：家庭の事情により週末に出かけられない子供たちと自然の中で遊び、信頼関係を深

めることで子供たちが大人を信頼するベースを築く。 
②福祉の森 人と緑をつなぐボランティア（茂木町） 

受入団体：NPO法人トチギ環境未来基地  実施日：2017年 10月 28日（土） 
活動内容：障がい者支援施設が所有する森の整備活動を手伝いながら、過疎化と林業の現状を

理解する。 
③「学生」にしかできない、地域の笑顔の増やし方（大田原市） 

受入団体：一般社団法人えんがお  実施日：2017年 11月 4日（土） 
活動内容：高齢者宅を訪れ、生活上の困りごとを一緒に解決しながら交流することで、高齢化問

題や地域問題に対する関心を深める。 
④空き家の持ち主と一緒に、地域交流の場をつくろう（栃木市） 

受入団体：マチナカプロジェクト  実施日：2016年 11月 5日（日） 
活動内容：住民の高齢化で維持管理が困難になった家屋を活用し、若者の実践の場や地域交

流の場を作るアイデアを考える。 
 

2.3 活動報告会 
日時：2017年 11月 12日（日）10:00～17:00 
場所：とちぎ青少年センターアミークス 第 1研修室（宇都宮市） 
内容：①現場フィールドワークの振り返りと活動報告の準備、②各グループの活動報告、③懇親会 

 

3. 地域経済学科「合同ゼミ発表会」における研究報告 
「とちぎ未来留学」を終えた当ゼミの学生のうち 2年生は、2017年 12月 22日（木）に開催された地域

経済学科の「合同ゼミ発表会」において、このプログラムでの体験を基に、「普通の大学生はどうしたら

地域活動を続けるか～「とちぎ未来留学」に参加して分かったこと～」と題する研究報告を行った。 
この報告で学生たちは、栃木県内の大学生の多くが地域活動に参加していない現状と、そのような

現状を踏まえて開催された「とちぎ未来留学」の意義と概要を紹介したうえで、このプログラムに実際に

参加することで理解した地域の問題点を指摘した。そこで彼らは、解決すべき地域の問題点として、①

若者が主体的に地域活動に参加していないこと、②県内の移動が困難であること、③コミュニケーション

能力が欠如していることの 3 点を指摘したが、それと同時に、彼ら自身が地域活動を行う上で実感した
「3つの不足」、すなわち「時間の不足」「お金の不足」「やる気の不足」を挙げ、これらが大学生を地域活
動から遠ざけ、無関心にさせていると指摘した。 
そのうえで彼らは、このような地域活動に無関心な「普通の大学生」が地域活動に継続的かつ主体的

に参加できるようにする方法として、大学で地域活動を授業化することを提案した。その内容は、「地域

活動」という科目を 1 年生から 4 年生まで継続して履修できるように設置したうえで、履修学生は県内外
で参加者を募集している地域活動に自ら申し込んで参加し、参加証明書とレポートを提出することで単

位を取得できるというものである。そこで彼らは、①好きな活動に参加できることで「やる気の不足」を、②

費用（特に交通費）を大学が負担することで「お金の不足」を、そして③地域活動に参加するために欠

席した授業を公欠扱いにすることで「時間の不足」がそれぞれ解消されるならば、大学生が地域活動に

積極的に参加するようになり、そのこと自体が地域活性化に結び付くと主張した。 
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那須烏山市の山あげ祭と観光—学生の参加から見た課題— 

The festival “YAMAAGE Matsuri” and Tourism in Nasukarasuyama city, Japan: Issues from 
Viewpoint of Students’ Participation 

 
丹羽 孝仁*1，丹羽ゼミナール*1 

Takahito NIWA*1, Niwa Seminar *1 
*1経済学部地域経済学科 

*1Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 
 

概要 

本報告は，経済学部地域経済学科 2 年生の丹羽ゼミでの活動を通じて，学生たちが栃木県那須烏山

市の「山あげ祭」に参加し，その経験を元に地域活性化の課題を考察したものである．山あげ祭を持続

し，これを地域活性化に活用していくため，祭の位置づけを見直すとともに，人手不足，資金不足，交

通不便，の問題を解消するための対策案を検討した．祭の位置づけを見直し，観光イベントの性格を強

め，宿泊施設の確保やインバウンドの展開など観光客を呼び込む工夫をすることを提案している．人

手不足の問題には，祭の開催のあり方の見直しやボランティアの参加の募集で解消する案を提示する．

資金不足の問題には，開催時の支出を抑えたりクラウドファンディングなど新たな資金集めの方策を

活用したりすることを説く．交通不便の問題には，公共交通機関の利便性を高め，市外県外から観光客

が来訪しやすくすることの重要性を指摘する．以上のような取組が，地域振興と観光資源に磨きのか

かった山あげ祭を形づくり，那須烏山市の地域活性化に結びつく． 

 

1. ゼミ活動の概要 
当ゼミ1では，経済学部地域経済学科 2 年生向けの必修科目「演習Ⅰ」の時間を用いて，栃木

県那須烏山市の伝統行事「山あげ祭」にボランティアとして参加した．学生たちは，まちの方

たちと話し合い，協力し，同じ目線に立った．この経験を元に，那須烏山市における山あげ祭

を通じた地域活性化の課題を考えた． 
ゼミの活動スケジュールを 1 に示す．期首に山あげ祭を学習した時間以外，講義のほとんど

を学外で過ごしたことに特徴がある（表中網かけ）．また，このスケジュールに記載は無いが，

幾人かの学生は自主的かつ積極的に祭の準備に参加している．このようなこともあり，また帝

京大学が組織として山あげ祭に参加した初めての年であったこともあり，報道にも取り上げら

れた[1][2][3][4]． 
 

2. 山あげ祭への参加動機 
私たちが山あげ祭へ参加しようと思った動機は次の 2 つである．1 つ目に，山あげ祭が地域

活性化にどのような役割を果たすのか，また，その役割をさらに生かすにはどうしたら良いの

か，を考えるためである．2 つ目は日本の伝統文化である歌舞伎の野外公演に対して関心をも

ったためである． 
                                                                                                                                           
1 ゼミの構成メンバーは，伊澤 陽平・稲葉 有沙・宇賀神 理恵・加藤  剛・金  宏樹・小暮 隼也・武井 哲也・野澤 

友輝・ヘッディ ヘワゲ ディルキ ニロディ・松尾 諒人・鷲頭 勇弥・渡邉 貴史である（五十音順）． 
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表 1 ゼミの活動スケジュール 

 
 

3. 山あげ祭について 
3.1 那須烏山市の概要 
山あげ祭に関する報告の前に，那須烏山市について簡単に紹介しておく． 
那須烏山市は栃木県東部にあり，2005 年に当時の烏山町と南那須町が合併して作られたまち

で，人口 2 万 7,261（県全体の約 1.4％），面積 174.35 ㎢（同 2.7%）である2．市章には，山とお

ひさまが描かれ，恵まれた自然環境とあたたかい人とのふれあいを表現している．上部の 3 つ

の点は，その中で豊かな生活を営む知恵を表している．主なアクセス方法は JR 宇都宮駅から

JR 烏山線で，日に 9 本，約 1 時間で宇都宮と烏山を結ぶ．名産物は県指定伝統工芸品の烏山和

紙で，これは今回私たちが参加した山あげ祭の特徴である「山」に使われている． 
 
3.2 山あげ祭の歴史 
山あげ祭の起源は，永禄 3（1560）年，烏山城主那須資胤が始めたとされており，すでに 450

年以上の歴史を持つ．当初は相撲や神楽獅子等が行われていたようだが，時代とともに変化し
3，江戸中期に現在と同じように「山」をあげるようになったと言われる．現在は，旧烏山町中

心部の 6 町による持ち回り当番制で実施されている4． 
昭和 54（1979）年には，国の重要無形民俗文化財に指定されている．これは，祭礼（信仰）

部門において全国で 2 番目の指定であった．平成 28（2016）年に「山・鉾・屋台行事」という

名称でユネスコ無形文化遺産に登録された5． 
 
3.3 祭の様子 
参加した祭の日程は，表 2 の通りである．7 月 20 日は傘揃で，2017 年の当番町である中町で

「山」をあげ，野外歌舞伎が演じられた（写真 1）．翌 21 日の早朝に那須烏山市中心部に鎮座

する八雲神社から神輿が出御し，祭の間この神輿を据える御仮殿の前で「山」あげと歌舞伎が

奉納された．これを天王建と呼ぶ．この後，23 日の千秋楽となる笠抜までの間，6 町を移動し

ながら，つまり当番町以外の 5 町に「訪問」しながら，「山」をあげ野外歌舞伎を演じるのであ

る．2017 年はこれを延 14 回行ったことになる．また，ユネスコ無形文化遺産に登録されてか

                                                                                                                                           
2 人口は那須烏山市，県ともに 2017年 10月 1日時点の推計人口(住民基本台帳ベース)である．それぞれの値は当該自治

体発表のものである． 
3 近代の動きは渡辺[5]に，最近の様子は大森[6]に詳しい． 
4 江戸時代末期から明治時代初期には，祭を 5町（当時）が合同で開催したりしていたという記録もある[7]． 
5 栃木県では，鹿沼市の「ぶっつけ秋祭り」が同じくユネスコの無形文化遺産に登録されている． 

4月13日(木) ガイダンス

4月20日(木) 山あげ祭について学習(DVD鑑賞)

4月22日(土) 那須烏山市で中町の方々と顔合わせ，祭の準備手伝い

5月11日(木) 筆頭世話人，島崎さんによるゲスト講義

5月21日(日) 栃木県博物館で祭イベントへの参加，観察

6月3日(土) 那須烏山市街地の巡検

7月2日(日) 祭リハーサル，準備手伝い

7月20日(木)

〜7月24日(月)
山あげ祭へ参加(4泊5日)

7月27日(木) 山あげ祭の振り返り
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ら初めての山あげ祭であったため，7 月 22 日には登録を記念した全町屋台パレードが実施され

た．

2017 年の山あげ祭には，昨年から約 2 万人増で過去最多となる約 12 万人の観光客が訪れた

と発表されている[8]．

表 2 山あげ祭の公演スケジュール（2017年）

出典：山あげ祭パンフレットより作成

写真 1 山あげの様子

2017年 7月 22日曽羽幸一氏撮影 
写真 2 集合写真

（千秋楽にて山を背景にまちの人と）

2017年 7月 23日黒川加奈子氏撮影 

4. 参加して見えてきた山あげ祭の課題

私たちが実際に山あげ祭りに参加したことで，見えてきた課題がある6．以下では，要点ごと

                                                                                                                                           
6 もちろん，たかが 3日間祭に参加しただけで，まちの方々に見えていない新たな問題を発見できたとは到底思えない．しか

し，学生たちが今まで知らなかった地域の問題を自分事のように感じ，それに対して考えた，という教育効果はあった． 
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にその課題と解決案を考察する． 
4.1 祭の位置づけ 
ユネスコ無形文化遺産に登録されたこともあり，観光客は増え，祭を観光資源として町を活

性化することの可能性は大きい．その傍ら，祭以外のシーズンになかなか観光客が来ない問題

もある7．また祭の規模も町内人口に対し大きすぎるため，人手不足や資金難に陥っているよう

である．さらに地域の祭という意識が強く，観光客に向けた情報提供や公共交通機関の提供が

不十分だと感じた． 
そこで，私たちの視点から解決案を考えてみたい．その主軸は，山あげ祭りを観光資源とし

てとりあげることである． 
そのためには，1 つ目に宿泊施設を増やして現地に留まりやすくする8．祭は 3 日間という短

期間であるため，恒久的な旅館を増やすことはあまり現実的ではない．ならば，民泊を観光客

に利用してもらうということが挙げられよう． 
2 つ目にインバウンド9を意識した PR に努める．日本全体で急増するインバウンドにも那須

烏山市に目を向けてもらう必要がある．後述するが，本学留学生の山あげ祭への参加も日本の

伝統文化に対する思いからであることを考えれば，あながちおかしな話ではない． 
3 つ目に公演時間などプログラムを観光客向けにブラッシュアップする．今は，午前中や夜

間まで一日中公演を行っており，時間によっては観光客が少ない印象がある．公演のタイミン

グを観光客の多い時間帯に集中させることも検討すべきではないだろうか． 
 
4.2 人手不足問題 
つぎに，人手が不足している問題点がある．祭には約 100 名の人手が必要だというが，2017

年の当番町，中町は 6 つの町の中で最も世帯数が少なく，50 世帯を切る程である．高齢者の比

率も高く，町内の男だけでは人手が足りない．そこで，地元の烏山高校の生徒や足利銀行の行

員，役場の職員など多数のボランティアの協力を得て人手をまかなった．中町の人で構成され，

主に祭で各部署の主任などの役職を持つ正若衆が 18 名であるのに対し，私たち帝京大学の 13
名を含むボランティアは 62 名であった．ボランティアが大多数となる状況であっても合計 80
名，祭の担当部署によっては人手が足りず，作業に遅れが生じることもあった． 
今後はさらに人口減少が進むことを考慮すれば，このような人手不足に対応するには抜本的

な見直しも検討し始めなければならない．山あげ祭が持続していくためには，6 町の輪番制を

やめ，毎年 6 町全ての人手の協力を得て，合同開催することも 1 つの選択肢である．こうする

ことで，現在の規模を保ちつつ祭を開催することができる． 
そうでなければ，毎年の開催を止め，2 年や 3 年など，複数年に一度の開催に変更するとい

った見直しを考えていくことも必要である．祭のあり方そのものを見直すのは非常に難しいか

もしれない． 
だとすれば，ボランティアの募集を工夫し，都会からの観光客などから参加者を募ることも

                                                                                                                                           
7 那須烏山市観光振興ビジョン（2016年版）によれば，2015年の観光客入込客数は計 54万 2,389人で，このうち 7月に 12

万 3,449人が来訪している．先の資料によれば 2016年の山あげ祭の観光客数は約 10万人であったことから，年間の観光

客の約 20％は山あげ祭を目当てにしていることになる． 
8 山あげ祭パンフレットに掲載されている那須烏山市内の旅館等は，9施設，宿泊人員は計 645人である． 
9 インバウンドとは，自国に外国から訪れてきた旅行者のことを指す． 
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考えるべきである．鹿沼市の「鹿沼秋まつり」では，人手を確保するために観光客の飛び入り

参加を歓迎した10．これに倣い，新たな視点として，祭にあまり参加したことのない都会の方な

どに観光ツアーやプランの一環として実際に祭の作業を体験してもらうなど，参加したいと思

ってもらえるような仕掛けを考える必要がある． 
 
4.3 資金不足問題 
さらに，資金の問題がある．山あげ保存会や当番町，那須烏山市など担い手が複数存在する

ため，その全体像は見えにくいが，ここでは当番町のみを対象に議論する． 
まず収入の内訳は聞いていないものの，当番町祭典費として 750 万円である．おそらく役所

からの補助金や協賛企業から資金を得ていると推察する11．支出も 750 万円で，こちらは年に

一回の祭りを開催するごとに祭りに必要な竹や和紙などを毎回変えたりすることで出費が大き

くなってしまうことが問題点として挙げられる． 
私たちが考える解決案は大きく分けて 2 通りである．１つ目に地域内での解決案で，烏山市

内に住む各世帯から資金を募って収入面を改善したり，祭に必要な材料のうち使えそうなもの

を次の祭に使ったりする．また，祭を通して，飲食物のロスが出ていたことがとても印象に残

った．それらの経費削減をしたほうがよいと考える． 
2 つ目に地域外からの支援を考えることである．例えば祭に訪れた観光客向けに祭に関する

公式グッズを販売するといった収入源を増やしてみる．祭の PR の観点からも，クラウドファ

ンディングを活用し，地域外から資金を獲得する．これは先の，観光体験ツアーと組み合わせ

実施することもできよう． 
 
4.4 交通不便問題 
続けて，交通の問題がある．まず JR 烏山駅では自動改札機がなく，Suica が使用できない．

また，祭の期間中の「烏山までのアクセス不足」も解消する必要がある．那須烏山市によれば，

山あげ祭を訪れた観光客のうち，烏山までの交通手段として電車を利用する人が 31％いる．し

かし JR 烏山線の路線は通常 1 時間に 1 本しか運行していないし，祭期間中には新宿駅から宝

積寺駅までの「烏山山あげ祭号」という臨時列車が運行されたが，1 日に 1 本しか運行してい

ない．しかも運行は土曜日と日曜日に限られている．潜在的な利用客は多いと想定されるが，

本数が少ないため，不便である．バスによる移動も考えられるが，バスの利用者は観光客全体

のたった 3％と少ない．これは那須烏山市には市内のバス路線しかないことが要因として考え

られる． 
より広域的に観光客を呼び込むためには，公共交通機関を有効活用することが重要である．

宇都宮駅または宝積寺駅から烏山駅まで，祭の期間限定で山あげ祭りのバスツアーを導入する．

電車も臨時列車の本数を増やすことで対策できる． 
 

5. まとめと感想 
最後に，私たちが参加動機に掲げた「祭りが地域活性化にどのような役割を果たすか」とい

う点を地域振興と観光資源の 2 つに分けてまとめる． 
                                                                                                                                           
10 専用の手ぬぐいを購入することで，屋台曳きの参加権が得られる仕組みであった（鹿沼秋まつりパンフレット）． 
11 なお，山あげ祭への協賛企業は市内外 27社・団体である． 
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まず，地域振興として，祭をソーシャルキャピタルや教育効果の側面から評価することがで

きる．当番となった町の中，また町同士が山あげ祭を通してつながりを持つことができるし，

山あげ祭の手伝いなどで地域の子供たちが自然と地元の歴史を知ることもできる．このような

効果は希有なものだと認識できる．しかし，人手不足や資金不足などの影響は深刻で，現在の

規模のまま山あげ祭を続けていくのは難しいのではないか． 
他方で，観光資源としては，那須烏山市への観光客数のうち，山あげ祭のそれはたった 3 日

間にも拘わらず，年間の 20％も占めている．また，山あげ祭がユネスコ無形文化遺産に登録さ

れたことで，観光資源として大いに活用することができよう．2017 年はまさにそれを実感した

祭であった．以上のことから，山あげ祭を将来に渡って継承していくためには，地域内での祭

という視点に，観光資源としての視点を付加させることが重要だとまとめられる． 
これは引いては，那須烏山市の地域活性化につながると考えられる． 
 

謝 辞 

 本稿は，地域経済学科 2 年の「演習Ⅰ」で参加した「山あげ祭」を通じて考察したもので，

2017 年 12 月 21 日の帝京大学経済学部地域経済学科「合同ゼミ発表会」で報告した内容を元に

している．学生たちが一当事者として，また一方では祭の伝統に縛られない「よそ者」として，

真剣に祭の将来を考えた結果である．読者の中には学生の大胆な意見に異論も大いにおありと

思うが，ご寛容いただきたい．祭の参加や本稿のとりまとめにご協力をいただいた那須烏山市

の皆さまに感謝します． 
 

 

参考文献 
[1] ニュース LIFE，とちぎテレビ，2017/07/03 
[2] 21〜23 日那須烏山の山あげ祭 烏山高ボランティア協力，下野新聞，2017/07/09 
[3] 雷鳴抄，下野新聞，2017/07/22 
[4] every.16 時特集，日本テレビ，2017/08/31 
[5] 渡辺康代，“近世城下町における祭礼形態の変容—下野国那須郡烏山を事例として—”，地理

学評論，Vol.72，pp.423-443，1999 
[6] 大森茂宏，“先祖が残した烏山のお天王さん”吉成印刷，2003 
[7] 栃木県立博物館編，“とちぎの山・鉾・屋台”，2017 
[8] ユネスコ効果 2 万人増 最多 12 万人来場 那須烏山「山あげ祭」，下野新聞，2017/07/25 
 

- 75 -



帝京大学地域活性化研究センター年報 第２巻  報告の部（フィールド報告） 

「とちぎサイエンスらいおん」における地域連携の実践 

Regional collaboration in “Tochigi Science Lion” 
 

藤平 昌寿*1 

Masatoshi Fujihira*1 
*1地域活性化研究センター 

*1Regional Activation Research Center, Teikyo University 
 

概要 

本学を中心として栃木県内の機関によって構成されている「とちぎサイエンスらいおん」プロジェクトにおける，

地域連携による科学技術振興の実践例をここに記す．  

 

1. はじめに 
「とちぎサイエンスらいおん」は，発足当時，独立行政法人という位置づけにあった科学技術振興機

構[JST]による『科学技術コミュニケーション推進事業「ネットワーク形成地域型」』に本学が提案機関とし
て応募し，平成 24～26 年度の 3 か年度に亘って採択された『栃木の自然と先端技術に学ぶ「サイエン
スらいおんプロジェクト」』（通称：とちぎサイエンスらいおんプロジェクト）に端を発する．これは当該事業

に於いて私立大学初の採択である． 
平成 27 年度以降，JST の支援は終了し，本学が引き続き事務局・運営機能を維持しながら，事業名

「とちぎサイエンスらいおん」として，科学技術コミュニケーションを通じた地域活性・地域連携事業を行

っている．（以降，これらの活動をまとめて「本プロジェクト」と記す．） 
筆者は，本プロジェクト発足当時より事務局を担当しながら，時にはコミュニケータ・メンター・ファシリ

テータなどとして学内外で市民と繋がる機会に恵まれ，「市民に科学を身近に感じてもらう＝科学を文

化に」という視点で活動してきた．本稿では，プロジェクトと地域との関係という観点での実践例を述べ

る． 
 

2. プロジェクトの構成 
2.1 JST支援期間中（H24-26年度） 
本学（宇都宮キャンパス）は申請段階の提案機関，並びに，採択後の運営機関として中心的役割を

担った．また，連携自治体として「栃木県総合教育センター」が参画，その他，県内の産官学民による参

加機関によってプロジェクトが構成され，運営に当たった．JST支援期間中に参加機関となったのは，帝
京大学宇都宮キャンパス，栃木県総合教育センター，宇都宮大学工学部，小山工業高等専門学校，

栃木県産業技術センター，栃木県農業試験場，栃木県子ども総合科学館，栃木県立博物館，富士重

工業株式会社［宇都宮製作所（航空宇宙カンパニー）］，日産自動車株式会社，東日本電信電話株式

会社（NTT東日本）栃木支店，三菱電機株式会社栃木支店，カゴメ株式会社，株式会社めいらく，株式
会社バンテック，川田工業株式会社，足利工業大学，一般社団法人日本アマチュア無線連盟栃木県

支部，日本宇宙少年団宇都宮緑が丘分団，株式会社バイオ・グリーン，株式会社ナカニシ，宇都宮市

立東図書館，宇都宮市環境学習センターである（中途参加・退会含む）． 
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2.2 JST支援期間終了後（H27年度-） 
JST 支援期間終了後も，本学が引き続き運営機関として運営業務を担い，栃木県総合教育センター

には連携機関として，運営に関しての助言等をいただいている．参加機関の多くも残り，新規の機関も

加わるなど，継続的な活動の支えとなっている．H29 年 12 月現在の参加機関は，帝京大学，栃木県総
合教育センター，宇都宮大学工学部，小山工業高等専門学校，栃木県産業技術センター，栃木県農

業試験場，栃木県子ども総合科学館，栃木県立博物館，NTT 東日本栃木支店，株式会社バンテック，

足利工業大学総合研究センター，一般社団法人日本アマチュア無線連盟栃木県支部，日本宇宙少年

団宇都宮分団，株式会社バイオ・グリーン，株式会社ナカニシ，宇都宮市立東図書館，宇都宮市環境

学習センター，株式会社ウエルシーライフラボ，ハッピーメイカー，デクセリアルズ株式会社の 20機関で
ある． 

 

3. 実践例 
 以下の実践例については，とちぎサイエンスらいおん web サイト1にレポート等が掲載されているので，

参照されたい． 

3.1 サイエンスらいおんカフェ 
 平成 25 年 1 月から毎月開催しているサイエンスカフェ。栃木に縁のある，または，普段なかなか会うことの

少ない特筆した研究者や科学者（時には学生や一般人）などを話題提供者として招き，比較的少人数の一

般参加者と飲み物片手に談話するイベントである．平成 29年 12月現在で，60回を重ねるイベントとなった． 

テーマも多岐に亘り,自然科学のみならず，時には社会・人文系科学も扱う．開催形式も特に固定せず，

通常は座談形式で行うことが多いが，不特定多数を対象としたオープンカフェや，レストランや居酒屋で飲食

と共に行う場合もあり，場所や雰囲気も毎回変化する． 

話題提供者の紹介や会場の提供などで，参加機関をはじめとした県内の各機関に協力をいただいている．

特に，宇都宮市オリオン通り内にある「下野新聞 News Cafe」は，会場提供・飲食提供の他，新聞紙上での告

知等も行っている． 

参加者は宇都宮近辺からの比較的高年齢層が多いが，テーマによっては，県外から足を運ぶ参加者や，

子どもや親子連れの参加者なども６り，参加者の中からゲストやファシリテータが出たり，更なるゲストの紹介

が生じたりするなど，科学的イベントの比較的少ない栃木県内での定例サイエンスカフェとなりつつある． 

3.2 公開シンポジウム 
事業初年度より年 1 回，本学宇都宮キャンパスを会場として，公開シンポジウムを開催しており，これまで

に 6 回行われている．テーマとして「市民参加」「食」「科学技術コミュニケーション」「宇宙」「ロボット・AI」「深

海」を取り上げた．内容は，テーマに基づいた基調講演・招待講演を 1～2 題，ロビー展示を含めたコーヒー

ブレイク，関連する県内からのゲストによる一般講演を 2～3題，登壇者と参加者によるトークセッション，閉会

後の意見交換会などで構成されている．一般市民はもちろん，参加機関をはじめとした関係各機関も参加し，

新たな交流やアイデアなどが生まれる場として機能している． 

3.3 サイエンスらいおん実践講座・研究会 
JST 支援期間中，科学を市民にわかりやすく伝えるサイエンスコミュニケータ育成を柱の一つとしていたこ

とから，「サイエンスらいおん実践講座」を 3か年度に亘って開講した．平成 24年度は，レポータコース（映像

制作クラス・記事作成クラス）の 1 コース 2 クラス，翌年度からは，プロデューサコースを加えた 2 コース 3 クラ

スでの開講となった． 

 
1 http://www.tochigi-lion.net 
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レポータコースでは，とちぎテレビ・下野新聞といった地元メディアの映像・記事を実際に取材して制作す

るという，実践的な内容が参加者にも好評であり，プロデューサコースでは，サイエンスカフェや科学イベント

などを実際に開催するところまで漕ぎつけた．メディア各社や参加機関はもちろん，他の機関や施設などに

も広く協力をいただき，地域での存在を知ってもらう良い機会となった．受講生は修了後も，カフェのスタッフ

や参加者，イベント出展者などとして活動をする者や，科学系の会社に就職する者が出たりするなど，一定

の効果が見られた． 

JST 支援終了後は予算等の関係もあり，実践講座も終了．1 年間の検討期間を経て，平成 28 年度からは

「サイエンスらいおん研究会」を開始した．実践講座ほどの専門性や継続性を持たないものの，科学を分かり

やすく伝えるための事例研究を単発のカフェ・ワークショップ形式で行うもので，平成 29年度までに 5回開催

している． 

テーマは「科学技術コミュニケーション」「カードゲーム」「博物館等での展示」「世界一のクラゲ水族館」「サ

イエンスとイラスト・マンガ」を取り上げ，カードゲームはその後，県内でも実践する場が出てくるなど，普段な

かなか触れることの少ないコミュニケーション方法などを学べる場としての効果があった． 

3.4 エンジョイ！カガク！！ 
JST 支援期間中の長期目標の一つとして「ネットワーク参加組織の連携による科学技術イベントの継続的

開催」があり，その中の大規模イベントとして，宇都宮キャンパスにて従来開催されていた「エンジョイ！カガ

ク！！」というイベントが位置づけられた．多くの参加機関に出展協力いただき，1,000～2,000 名近くの来場

者に様々な体験を提供することができており，本プロジェクト・出展機関双方にメリットとなっている． 

3.5 その他 
 平成 23～25 年に下野新聞紙上で月 2 回掲載された「とちぎサイエンス通信」（全 53 回）や，平成 23

年にアマチュア無線を使用して国際宇宙ステーション（ISS）に滞在している若田光一宇宙飛行士と県内

の子供たちが交信した栃木県内初の「ARISS スクールコンタクト」など，県内の各機関などと連携して開

催されたものも多く，その他，学校や地域コミュニティ・その他機関等から依頼を受けて講義等を行う，

帝京サイエンスキャンプ・出張講座の一部が本プロジェクトを通して利用されるなど，多方面での連携事

例が発生した． 

 また，サイエンスらいおん参加機関では非常に多くのイベント等が開催されており，それらを含めると，

プロジェクト全体として多くの市民や地域との関わりを持っていることとなるといえよう． 

 

4. 終わりに 
これらの実践例は，科学技術コミュニケーションの中ではほんの一部分にしか過ぎず，また，参加人

口も総人口からすると僅少である．しかしながら，良質なコミュニケーション活動は更なる拡散を促し，結

果，文化として根付く可能性も秘めている．最先端と根本，デジタルとアナログ，マクロとミクロなど，様々

な分野・形態などを柔軟に取り込み，市民目線での科学技術コミュニケーションを永続的に実施できる

体制が今後とも期待されるところであり，サイエンスコミュニケータが科学と市民とをゆるやかに繋げるコ

ネクタ或いはファシリテータなどとして機能できる地域づくりに，本プロジェクトを通して少しでも寄与でき

れば幸いである． 
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宇都宮市オリオン通りへの事業提案 

Business suggestion to Orion Shopping Street in Utsunomiya 
 

山川 充夫，山川ゼミナール 

Mitsuo YAMAKAWA, Yamakawa Seminar 
経済学部地域経済学科 

Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 
 

概要 

オリオン通り商店街の困難な現状を打破する重要なことは，商店街がこれからの時代を生き抜くためにも，

抱えている課題を解決し，新たな展開の道を見つけることにある．我々はオリオン通り商店街の課題を整理す

るために，宇都宮市中心市街地活性化基本計画，各種統計，三菱総合研究所データなどを活用しつつ，千

葉県と茨城県の主たる８つの商店街にヒヤリングを行い，オリオン通り商店街のＳＷＯＴ，すなわち「強み」，「弱

み」，「機会」，「脅威」を分析した．こうした分析を通じて，オリオン通り商店街の展開方策として，オリオン通り商

店街と帝京大学学生ボランティアとの連携，シェア自転車の導入と自転車用道路の整備，雨天時のシャトルバ

スの運行，高級感ある地域情報誌の発行，商店街お守りストラップの配布等に取り組むことを提案したい． 

 

1. はじめに 
商店街は地域経済の活力向上や地域コミュニティの形成において重要な役割を担っているが，現実

には少子化による人口減少や後継者不足による空き店舗の増加，郊外型大型店との競争など，様々な

課題を抱えている．その厳しさは商店街の立地環境や商店街の構成によって異なるだけでなく，時間の

経過とともにその厳しい内容が変化している． 
確かにオリオン通り商店街は，空き店舗数の減少や休日歩行者数の増加など改善が見られる．しか

しいまだ商業地としての繁華性に欠け，商店街の本来あるべき諸機能も発揮できていない．また郊外型

商業集積との競争において、あるべき集客力を回復してきているとは言い難い．とはいえ商店街は地域

の特色や雰囲気を醸し表す場であり，宇都宮市の魅力向上のためにはオリオン通り商店街の活性化が

欠かせない． 
商店街を活性化させ，持続可能性を確保していくためには，現状を分析し商店街の将来像を描くこと

を欠かすことはできず，さらにその下で計画を立案（Plan）し，計画に沿った事業を実施（Do）し，その効
果を評価（Check）し，その評価結果を更なる計画立案に活かす（Action），という「ＰＤＣＡサイクル」を活
用することが必要である[1]． 
我々はこれまで地域経済学科とオリオン通り商店街との間で締結された連携協定に基づき，3年間に

わたって調査研究と提言をおこなってきた．2015 年度にはヒヤリング調査と各種アンケート調査の分析
を通じてオリオン通りの「良いところ」「悪いところ」を明確にした[2]．2016 年度には地域とともに歩んでい
く商店街の将来像を確立することをめざす「商店街事業検討委員会の創設」を提案した[3]．この事業検
討委員会の創設については商店街事務局においてその具体化が進められることになっている． 
最終年度の 2017 年度においては，この事業検討委員会における議論の素材を提供するために，ユ

ニークな活性化への取り組みを行っている他の商店街について，2017 年 9 月に現地ヒヤリング調査を
行った．調査対象とした商店街は，柏市柏二番商店街，習志野市習志野台商店街，千葉市千葉銀座

- 80 -



帝京大学地域活性化研究センター年報 第２巻  報告の部（フィールド報告） 

商店街，千葉市稲毛商店街（以上，千葉県），日立市パティオモール商店街，水戸市南町二丁目商店

街，水戸市南町三丁目商店街，ひたちなか市那珂湊本町通り商店街（以上，茨城県）である． 
 

2. SWOT から見る８商店街とオリオン通り 
2.1 オリオン通りの【強み】：アーケードとオリオンスクエアの存在 
オリオン通りの強みはアーケードとオリオンスクエアの存在にある．オリオン通りは 500 メートルに及ぶ

直線のアーケードを持っており，外部から訪れた人にも，どこが商店街であるのかが分かりやすく，イベ

ント時に迷うこともない．また商店街内にオリオンスクエアという目立つ共有スペースと大型の映像装置

を持つ事例は全国的には少ない．イベントの開催において，大きな強みを発揮できている． 
問題はハードではなくソフトにある．栃木県は千葉県と比べ東京からとても離れているために東京から

文化が入って来にくいので，文化が入ってきやすい仕組みを作る必要がある．例えば，日立市パティオ

モール商店街の活動を参考にして，オリオン通り商店街はパルコやララスクェアなどがもつ高付加価値

型や個性的な業種を取り込むことができるような仕組みが必要になる． 
 
2.2 オリオン通りの【弱み】：駐車場不足，自転車マナーの悪さ，情報発信力の弱さ 

オリオン通りの弱みは，第 1に商店街の周辺には駐車場が少ないことから，自動車が利用しに

くく，特に雨の日には訪れにくいことにある．駐車場が不足していることから，雨の日でも傘を

差さずに歩けるというアーケードの良さを逃してしまっている．他の商店街は自動車によるアク

セスを改善するために駐車場を整備したり運営したりしている．また我々が自動車を利用した商

店街の中には，商店街のすぐ真横に駐車場があるようなところもあり，商店街までの移動が非常

に便利であったことを記憶している．ヒヤリング調査の経験を通して，改めてオリオン通りでの

駐車場不足を実感した．路上駐車はオリオン通りだけでなく水戸市南町三丁目でも共通した問題

であるが，いずれにしても駐車場を設ける必要がある． 

第 2はオリオン通り商店街における自転車マナーの悪さである．これは駐車場不足に係る問題

かもしれないが，乱雑に自転車が置かれていることも多く，また大きく幅をとっての並走が行わ

れていることもあり，危険を感じることも多々あった．８商店街と比べると，明らかに自転車利

用者のマナーが悪いと言わざるをえない． 

第 3はイベント情報の発信能力の弱さである．オリオン通りは他の商店街と比べ，多くのイベ

ントが行われている．しかし，巨大組織が上についていないものについては，あまりにも認知さ

れていない．一部のイベントを除くとほとんどのイベントや活動を市民にすら知られていない．

情報発信能力のなさによって，多くの機会を逃しているのではないだろうか．各個店が魅力を上

げたとしても，知ってもらうことができなければ，商店街に来てもらう機会を失ってしまう． 

 

2.3 オリオン通りの【機会】：ＬＲＴの商店街までの延伸 
オリオン通りはＪＲ宇都宮駅と東武宇都宮駅との二つの駅に挟まれ，公共交通機関の利便性は高い．

特にＪＲ宇都宮駅からは頻繁にバスが運行されており，大きな道路にも近いため，様々な人が利用しや

すい位置にあるという優れた交通立地条件を備えている．そう意識しているのは我々だけではない．各

種アンケート調査でも実際に行かない理由として「交通が不便」を回答した比率が少ない． 
さらに今後，計画予定路線としての点線の状況にはあるものの，ＪＲ宇都宮駅との間でＬＲＴの整備が

計画されており，そこでの感覚の良い車両が運行されることになれば，多くの鉄道ファンが宇都宮市に
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訪ねてくるのである．例えば，那珂湊本町通り商店街の「鉄道」のように，宇都宮市でもＬＲＴをコンセプト

として確立することができれば，鉄道ファンの集客が可能になる． 
 
2.4 オリオン通りにとっての【脅威】：ネット販売への対応 
千葉県柏二番商店街でのヒヤリングからもわかるように，ネット販売の急成長が商店街の必要性を喪

失させられかねない．商店街が生き残るためには，商店街自らネット通販等の新たな事業の展開が必

要になる．そのためには何よりも情報発信能力の強化が必要である．オリオン通りの【強み】であるアー

ケードやオリオンスクエアの存在も，顧客に来てもらえなければ無用の長物となってしまう． 
情報発信能力の強化が大きな集客効果を発揮していることは，オリオン通りにおいても一部のイベン

トで我々も目にしている．しかしそうしたことが可能であったのは国・県・市などからの補助金があったか

らにほかならない．すなわちオリオン通り単体だけでは不可能である．したがって，オリオン通りが情報

発信能力を発揮するためには，地域の様々な機関との連携が不可欠である．様々な機関と連携するこ

とによって必要な費用を工面し，これまで以上の宣伝を行うことが求められている． 
同時にパンフレットを見るだけでも，オリオン通り商店街の魅力を知ってもらう工夫が大切である．例え

ば水戸市の南町三丁目商店街のように，パンフレットを分厚く立派にすることで簡単には捨てられない

工夫が求められる．また那珂湊本町通り商店街での経験からもわかるように，ネットショッピングができる

時代であっても，人同士のやり取りが重要であり，人との触れ合いの場は必ず必要なのである．  
 

3. オリオン通りへの事業提案 
以上のＳＷＯＴ分析から，われわれはオリオン通り商店街の発展に向けて以下のように提案する． 

 

3.1 オリオン通り商店街と帝京大学学生ボランティアとの連携 
・ 清掃等のボランティア活動を通じた学生と商店街との交流を進めること． 
・ 空き店舗対策として地元の大学の学生へ貸出すること． 
 
3.2 シェア自転車の導入と自転車用道路の整備 
・ オリオン通り商店街でシェア自転車を導入するため，オリオン通り，帝京大学をはじめとする地元

大学及び宇都宮市と協力体制を構築すること． 
・ エリアは宇都宮駅，オリオン通り，東武駅，県庁，帝京大学の周辺に設定し，その区間にシェア自

転車用の駐輪場を設置，帝京大学の場合は大学の駐輪場を使用すること． 
・ 自転車用の道路の整備と増設を行うことにより，駅から来る人や帝京大学の学生達などがオリオ

ン通りに来やすい状態を作つくること．これによってエリア内での人の回遊率が上昇し，宇都宮市

は「自転車のまち」というイメージを強くし，他の地域への宣伝にもなる． 
 
3.3 雨天時のシャトルバスの運行 
・ 雨天時にシャトルバスを運行すること．天候に強いアーケードがあったとしても，そこに辿り着くま

での足がなければ商店街を利用しないので，これを改善することができる． 
 

3.4 高級感ある地域情報誌の発行 
・ 高級感を持たせて厚みを持たせる地域情報誌を発行すること．このメリットは，高級感を持た
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せることによって目につきやすくなり，手に取る人が増え，厚みを持たせることによって捨て

る人が減り，見る年齢層の幅が広がっていく． 

 
3.5 商店街のお守りストラップの配布 
・ 今のように暗い雰囲気を無くすために，ＬＲＴをコンセ

プトにした事業とネット通販といった新事業を取り入れ，

人々に商店街の魅力を知ってもらい，年齢・性別問わ

ず自分たちの価値観を語り合えるような「お守りストラッ

プ」つくること．顧客に配り，もし何かあったときは加盟

店に設置している端末にそのストラップを当てれば，そ

の顧客の住所や電話番号がわかり，子供であったら店

の人が保護者と連絡を取り，迎えに行かせるような仕組

みを作ることができる． 
 
謝 辞 本稿は宇都宮市市政研究センター主催の「大学生

によるまちづくり提案」発表会資料［4］から抜粋してまとめたも
のである．本稿をまとめるにあたり，ご協力いただいた宇都宮

市オリオン通り商店街事務局の小林久夫さん，ヒヤリング調

査を快く引き受けていただいた８商店街の理事長さん等の皆

様に感謝する．山川ゼミはオリオン通り商店街とは連携協定に基づいて 3 年間の調査研究及び事業提
案を行ったが，今後，他ゼミが引き継いでくれることを期待したい．この調査等を実施するにあたって，

旅費等の一部について経済学部地域経済学科から支援をうけた． 
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東日本大震災福島県復興祈念公園 

～基本コンセプトとしての原子力災害はどう描かれるか～ 
Basic Concept of Fukushima Disaster Revival Memorial Park 

 
山川 充夫 

Mitsuo YAMAKAWA 
経済学部地域経済学科 

Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 
 

概要 

東日本大震災の大きな被害を受け，国は犠牲者への追悼と鎮魂，震災の記憶と教訓の後世への伝承，国

内に向けた復興に対する強い意志の発信，などを目的とし，岩手県陸前高田市高田松原地区，宮城県石巻

市南浜地区及び福島県双葉郡双葉・浪江町両竹地区に国営追悼・祈念施設の設置を決めた．本稿の目的は，

東日本大震災の犠牲者への鎮魂と復興の象徴としての復興祈念公園が，どのようなコンセプトと場所性によっ

てつくられているのかを考察することにある．特に福島県復興祈念公園は津波被害のみならず原子力災害と

いう複合災害の特徴をもち，このことが基本理念・基本方針や「浪江・双葉両地域」への立地決定にどう影響し

たかをみていく．福島県はその基本理念として，①東日本大震災で犠牲となったすべての生命（いのち）への

追悼と鎮魂，②ふくしまへの想いを育む，③ふくしまの被災の経験を将来につなげる，④復興に向けて取り組

むふくしまの姿を国内外へ示す，の４つを国に提言した。これを受け，国は福島県復興祈念公園の基本理念

に「生命（いのち）をいたみ，事実をつたえ，縁（よすが）をつなぎ，息吹よみがえる」を掲げることとし，復興祈念

公園を「津波災害」の空間軸と「原子力災害」の空間軸とによって構成することとした． 

 

1. はじめに 
東日本大震災は，2011 年 3 月 11 日に発した

最大震度７（宮城県栗原市）と最大地盤沈下 84
㎝（陸前高田）を伴うモーメントマグニチュード

9.0 の東北太平洋沖地震が起き，これを原因とし
て最大波高 15.8m（陸前高田）の巨大津波が太
平洋岸に押し寄せ，これらを契機とする東京電

力福島第一原子力発電所（以下，福一原発）の

炉心溶融とベントにより外部放出された 63 万テ
ラベクレル（推定）の放射性物質が陸海の広域

に及ぶ放射能汚染がもたらされた．これは未曾

有の大複合災害であった． 
東日本大震災は，人的被害として死者 19,575

人，行方不明者 2,577人，負傷者 6,230人をもた
らし，住家被害として全壊 121,776 棟，半壊

280,326棟，一部破損 744,269棟，非住家被害と
して公共建物 14,562 棟，その他 92,025 棟に及

んだ． 
これらの被害は主として地震と津波による被害

であるが，東日本大震災の特殊性は，福一原発

事故による警戒区域や避難指示区域の設定が多

くの強制避難者や自主避難者を生み出し，特に

福島県では 2012年 5月で 164,865人が県内外に
避難し，2017年 7月現在でも 57,538人が避難生
活を送っている．長引く避難生活は高齢者を中心

に震災関連死が増加し，2017年3月31日現在で
その数は全国で 3,591 人，福島県で 2,147 人とな
り，深刻な事態を生んでいる． 
国は東日本大震災を受け，犠牲者への追悼と

鎮魂，震災の記憶と教訓の後世への伝承，国内

に向けた復興に対する強い意志の発信などを目

的とし，岩手県陸前高田市高田松原地区，宮城

県石巻市南浜地区（以上，2014 年 10 月 31 日）
及び福島県双葉郡浪江町両竹地区（2017年 9月
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1 日追加）に国営追悼・祈念施設（仮称）の設置
を決めた． 
本稿では，東日本大震災の犠牲者への鎮魂

と復興の象徴としての復興祈念公園が，どのよう

なコンセプトと場所性によってつくられようとして

いるのかを考察することを目的とする．以下では，

岩手県や宮城県の津波被害を軸とする復興祈

念公園と比較しながら，福島県が背負わされた

原子力災害が復興祈念公園の基本理念や空間

構成にどのように反映しているのかについて検

討を加えたい． 
 

2. 復興構想会議と復興祈念公園の構想 
復興構想会議は『復興構想 7原則』を 2011年

5月10日に決定し，その「原則１」には「失われた
おびただしい『いのち』への追悼と鎮魂こそ，私

たち生き残った者にとって復興の起点である．こ

の観点から，鎮魂の森やモニュメントを含め，大

震災の記録を永遠に残し，広く学術関係者によ

り科学的に分析し，その教訓を次世代に伝承し，

国内外に発信する」という文言が入った．そして

「地震・津波災害，原子力災害の記録・教訓に

ついて，中核的な施設を整備した上で，地方公

共団体や大学など地元との十分な連携を図り，

さらに官民コンソーシアムを活用した保存・公開

体制をつくり出すべき」こと，及び「この大震災を

忘れないためにも，多くの人々が参加し，地元

発意のもと，地域特性に応じた樹種を選定して，

『鎮魂の森』を整備することが望まれる」とした． 
この「原則１」を受け，東日本大震災復興対策

本部は『東日本大震災からの復興の基本方針』

（2011 年 7 月 29 日）を決め，震災に関する学術
調査と災害の記録・伝承については「地元発意

による鎮魂と復興の象徴となる森や丘や施設の

整備」するとともに「地域の防災拠点としての機

能を兼ね備えたメモリアル公園等を整備」すると

の基本方針を示した．宮城県はこの基本方針に

従い「バッファーゾーンとなる緑地・国営公園

（（仮称）千年希望の杜国営公園）」と「（仮称）東

日本大震災メモリアルパーク」の整備を検討した

（2011 年 10 月 19 日）．福島県でも「東日本大震
災の記憶を未来に語り継ぐとともに地域の防災拠

点としての役割を担うメモリアル公園の検討を行

う」ことなどが被災地の復興計画に記載された

（2011年 12月 28日）．その他被災県及び被災市
町村から国に復興祈念公園の整備や予算の要

望書が提出された． 
国土交通省は市町村の復興計画等における

震災復興祈念公園の位置づけや震災復興祈念

公園のあり方に関する論点整理を行うために復興

庁・国土交通省・岩手県・宮城県・福島県を構成

員とする「東日本大震災復興祈念公園検討会議」

を立ち上げた（2012年 1月 19日）．なお復興計画
等を策定している市町村は全国で 72 あり，そのう
ち復興祈念公園等を位置づけている市町村は 28
（38.9％）あり，これらはいずれも太平洋沿岸市町
村で，津波被害を受けている市町村である． 
検討会議で提示された震災復興祈念公園のあ

り方の主な論点は，①震災復興祈念公園の役割

は何か，②震災復興祈念公園に関する国と地方

の役割はどうあるべきか，③国と地方が連携して

検討する震災復興祈念公園とはどのようなものか，

の３つであった．岩手・宮城・福島県は国土交通

省から主な論点と説明資料についての説明を受

け，それぞれ次のような意見を出した．「国と地方

が連携して検討する復興祈念公園は是非国で整

備して欲しい．地元としても精一杯協力するので，

国と一緒に国民全体の心の支えになるような公園

にしていきたい」（岩手県）．「公園という枠にとら

われないのであれば，津波被害を伝承していくた

めの教育・研修機能とを持った施設の整備をしっ

かりと進めていかなければならない」（宮城県）．

「原発事故対応という特殊事情から，慎重な対応

にならざるを得ない状況である．一部地域では津

波防災緑地の検討などを進めている」（福島

県） ． 
３県から意見を受け，国土交通省は第 3回基本

構想検討会で「震災復興祈念公園の基本的考え

方」を次のようにまとめた． 
①「追悼・鎮魂」と「震災の記録・教訓の伝承」
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はあらゆる機会を通じあらゆる場面であらゆる主

体により行われるものであるが，震災復興祈念公

園には，１）追悼と鎮魂の場 ，２）記録・教訓の
伝承の機能 ，３）地域の復興のビジョンや新た
なコミュニティのあり方を示す場，など３つの意義

があること． 
②国と地方の役割分担については，震災復

興祈念公園は原則として地方公共団体におい

て整備するものであり，国は震災復興交付金等

により支援することを基本とする．ただし東日本

大震災が広域にわたり甚大な被害が生じた未曾

有の大災害であることから，国にも単なる役割分

担にとどまらない次のような意義，すなわち１）全

ての犠牲者への追悼と鎮魂，２）日本の再生に

向けた復興への強い意志を国内外に向けて明

確に示すこと，３）震災からの復興を成し遂げた

地域のすがたを示すことなどが基本方針に求め

られた． 
③震災復興祈念公園の立地と機能には次の

ような要件が求められた．立地については地域

の発意を踏まえつつ被災の全容を象徴している

など国民全体で追悼と鎮魂に思いを寄せ後世

に伝承することがふさわしい場所が望ましいこと．

その機能については，１）失われた全ての命に

対する追悼と鎮魂の場，２）復興への意志を国内

外に宣言するとともに復興後の我が国の姿を想

起させるなど，復興を祈念する場， ３）被災の実
情とその教訓を広く国内外に伝え後世に伝承す

る場、などが設置要件とされた． 
 

3. ３県での公園設置の審議・公表手順 
復興祈念公園は岩手・宮城・福島の被災 3

県に設置されることになったが，その「あり

方」に関する議論の進め方は岩手・宮城・福

島の 3県の間で異なった．異なっている第 1

は基本構想➡基本計画➡基本設計➡実施設計

という公園設置の具体化に向けた段取りの時

間差にある． 

岩手県は東日本大震災により県内でも特に

甚大な被害が生じた陸前高田市に復興祈念公

園を設置することを表明し（2011 年12 月），

「高田松原地区震災復興祈念公園構想会議」を

設置した（2012年7月）．この構想会議は「高田

松原地区震災復興祈念公園のあり方に関する

提言」（2013年3月）を公表するとともに，「高

田松原津波復興祈念公園」を都市計画決定した

（2013年2月）．そして「岩手県における復興祈

念公園基本構想検討調査有識者委員会」での審

議を経て『高田松原津波復興祈念公園基本構

想』を策定した（2014年6月）［1］．さらにこの

『基本構想』に基づき，岩手県における復興祈

念公園基本計画検討調査有識者委員会による

審議を経て，空間デザインや協働のあり方など

踏まえるべき基本事項を取りまとめた『高田松

原津波復興祈念公園基本計画』を策定した

（2015年4月）［2］．この基本計画にもとづき

2016年3月に「高田松原津波復興祈念公園基本

設計の検討状況等及び 国営追悼・祈念施設（仮

称）の基本設計（案）」が高田松原津波復興祈

念公園有識者委員会に提示されたのである． 

宮城県も東日本大震災で甚大な被害を受け

た宮城県石巻市南浜地区に復興祈念公園を設

置するにあたり，復興祈念公園基本構想検討調

査有識者委員会の審議を経て，『石巻市南浜地

区復興祈念公園（仮称）基本構想』を策定した

（2014年3月）［3］．この『基本構想』に基づき，

空間デザイン計画，植栽計画をはじめ踏まえる

べき基本的事項をまとめた『石巻市南浜地区復

興祈念公園（仮称）基本計画』を宮城県におけ

る復興祈念公園基本計画検討調査有識者委員

会の審議を経て策定し（2015年8月），具体的に

進められる整備及び管理運営において基本的

な方針を明らかにした［4］．基本方針を受けて

「基本設計における空間デザインについて」が

石巻市南浜地区復興祈念公園有識者委員会に

提示され［5］，空間デザイン基本設計の承認と

ともに，公園名称から仮称が取れ「石巻南浜津

波復興祈念公園」1に決まった（2016年3月）［6］． 

 
1 理由は「宮城県最大の被災地である「石巻」の地名と，

石巻の中でも被害が集中した「南浜」の地区名は，震災
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福島県は［７］新生ふくしま復興推進本部

の下に「東日本大震災における追悼，鎮魂等

の施設検討プロジェクトチーム」を設置（2014

年 10月）し，コンセプト，候補地選定プロセ

ス，候補地選定に向けた視点等を検討し，福

島県復興祈念公園候補地を決定した（2015年

4月）．次いで福島県は「福島県における復興

祈念公園のあり方（国の基本構想への県提言）

検討有識者会議」を立ち上げ（2015年 10月），

他県と同様に 4 回の審議を行い，国の『基本

構想』作成にむけた県提言を策定した．この

提言を受けて国土交通省は「福島県における

復興祈念公園基本構想検討調査有識者委員

会」を立ち上げた．委員会は 3 回の審議を経

て 2017年 3月に「福島県における復興祈念公

園基本構想」を策定し，同年 7月に公表した．

これを受け，福島県は 2017年 10月に「福島

県における復興祈念公園基本計画検討調査有

識者委員会」を立ち上げ，「基本計画」を議

論中している（2018年 1月現在）． 

このように復興祈念公園の設置に向けた時間

的な段取りは岩手県と宮城県ではほぼ同じであ

る．しかし福島県の場合は，原子力災害による

避難指示区域が設定され，立地予定場所に立

ち入ることができなかったことから，各段における

審議・公表は 2年ほど遅れているのである． 
 

4. 福島県復興祈念公園の立地選定 
復興祈念公園の設置にかかわり違いのある

第 2 は立地場所の基準の違いである．それは岩

手・宮城県と福島県との間での被害要因の違い

に起因している．前 2 者が「津波災害」であるの

に対して後 1者が「津波災害と原子力災害」の複

合災害という違いである．復興祈念公園の設置

場所の決定的な基準は，岩手県においては高

田松原が，宮城県においては石巻市南浜が各

県内で（特に）甚大な被害を受けた場所であっ

                                                                       
から 5年が経過する中で，報道や震災学習等により，広

く市民に知れ渡ってきたことから，公園名称に取り入れ

るものとしました」ということであった． 

たことによる．しかし福島県では「浪江・双葉両地

域」（まだ仮称である）に立地場所が決まった主た

る理由は原子力災害との関係が大きい． 
福島県は立地場所の選定にあたって，「東日

本大震災における追悼，鎮魂等の施設検討プロ

ジェクトチーム」を立ち上げた．このプロジェクトチ

ームは国土交通省の「震災復興祈念公園の基本

的考え方」を２つの理念・考え方と６つの選定視点

に再整理し，福島県内 7 つの公園候補地を評価

した（表１）．評価の結果，評点◎が５つと最も多

かった「双葉・浪江両町（中野・両竹地区）」が選

定された．選定の理由は「双葉・浪江両町」は犠

牲者数では南相馬市よりも少ないが，対両町人

口比率では最も高く「犠牲者が多く，追悼の場とし

て妥当性があること」，「沿岸部かつ被災が実感で

き，震災の記憶と教訓を伝承する場として妥当性

があること」，「土地の形状や規模に復興祈念公

園として妥当性があること」であり，「市町村内に

他の復興拠点が存在しない，少ないなど，復興祈

念公園が復興を牽引する施設として貢献度が高

いこと」などと説明された． 
ただし，この場所が選定された理由は，明確な

評点項目として取り上げられていないものの，この

場所が東京電力福島第一原子力発電所から約４

～６㎞に位置し，他の候補地よりも近く，しかも福

島県の被害の特徴である原災をもたらした原発施

設を望むことができることにあった（表１）． 
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表１ 福島県復興祈念公園候補地の選定視点と評価

 

5. 基本構想（国）への福島県からの提言 
福島県は復興祈念公園の立地場所を固めた

うえで，国の「福島県における復興祈念公園の

あり方（基本構想）」（以下，「基本構想（国）」）に

対して福島県から「あり方」を提言することを目的

に「福島県における復興祈念公園のあり方（基

本構想への県提言）」検討有識者会議（以下，

県有識者会議）を立ち上げた（2015 年 10 月 9

日）．県有識者会議のメンバーは有識者委員と

行政委員の計 10 名で構成され，有識者委員は

行政委員の双葉町長，浪江町長，福島県土木部

次長の 3名を除くと，すべて大学の教員または

研究員であった．大学関係委員 7名の専門分野

は，地域経済，都市計画，社会福祉，社会教育，

環境動態解析，緑地環境計画，造園などであっ

た．大学関係委員の福島県内外別分布は県内 3

名，県外 4名であった．県有識者会議は 4回開

表１　福島県復興祈念公園候補地の選定視点と評価

新地町 相馬市 南相馬市
双葉・浪江両

町
富岡町 いわき市 いわき市

選定視点
評価項目の説

明
（釣師地区） （尾浜地区）

（小高区浦尻
地区）

（中野・両竹
地区）

（小浜等地
区）

（三崎公園地
区）

（塩野崎灯台
背後地）

設置

妥当性 △ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎

犠牲者数 １１９人 ４８４人 １，１０３人 ６８１人 ３１３人 ４６０人 ４６０人

（対人口比率） １．５％ １．３％ １．６％ ２．５％ ２．０％ ０．１％ ０．１％

妥当性 △ 〇 ◎ ◎ 〇 〇 〇

立地場所

町東北の沿
岸部

松川浦県立
自然公園内

南相馬市南
東端（浪江町

境界）

双葉・浪江両
町にまたがる
沿岸部

町東部の沿
岸部・富岡駅

近接

小名浜地区
（沿岸部近接
の傾斜地）

小名浜地区
（沿岸部近
接）

震災・津波被災
を実感できる

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

妥当性 〇 △ ◎ ◎ ◎ 〇 △

土地面積 約１７ha 約１０ha 約４５ha 最大５０ha 最大１００ha 約５９．６ha 約１０ha

土地形状
整形地（平

地）
不整形地（丘

陵）
整形地（平

地）
整形地（平

地）
整形地

整形地（現況
都市公園）

不整形地（山
の上）

容易性 ◎ ◎ 〇 〇 〇 ◎ △

用地取得
町営公園用
地としてほぼ
公有地化済

ほぼ公有地
化済み

民有地
一部防災移
転地区等（公
有地化中）

公有地・民有
地（一部防
集）

現況都市公
園

民有地

アクセス ◎ ◎ 〇 〇 〇 ◎ 〇

最寄IC
新地ICから６

㎞
相馬ICから１

１㎞
浪江ICから１

４㎞
浪江ICから１

０㎞
常磐富岡IC
から８㎞

いわき湯本
ICから１６㎞

いわき湯本
ICから２０㎞

（県内外からの時間・距離） 東京～鉄道等
東京-福島-
現地（約３時

間）

東京-福島-
現地（約３時

間）

東京-福島-
現地（約３．５

時間）

東京-福島-
現地（約３．５

時間）

東京-郡山-
現地（約３．５

時間）

東京-いわき
-現地（約２．
７５時間）

東京-いわき
-現地（約３．
１５時間）

観光視点 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

近隣遺構等
新地駅（撤去

済み）

市設置鎮魂
碑震災記念

館

小高駅駐輪
場（震災以来

請戸小学校・
マリンハウス
ふたば

富岡駅改札
跡・被災パト

カー

旧豊間中（解
体決定）

旧豊間中（解
体決定）

１Fからの距離 約５１㎞ 約４５㎞ 約１４㎞ 約４～６㎞ 約８～１１㎞ 約５４㎞ 約４８㎞

貢献度 〇 △ △ ◎ ◎ 〇 〇

復興拠点等
新地駅周辺
津波復興拠

点

松川浦漁港
復興整備

？
新産業創出
ゾーン隣接

復興拠点地
区隣接

三崎公園整
備

公園予定地
隣接

寄与度 ◎ 〇 〇 〇 〇 ◎ ◎

施設等
町設置防災

緑地
復興祈念公

園
貝塚公園（未

整備）
アーカイブセ
ンター併設

教訓伝承・慰
霊追悼・アー
カイブ施設

三崎公園整
備

公園予定地
隣接

（出所）東日本大震災における追悼、鎮魂等の施設検討PT「復興祈念公園候補地の評価について」2017年4月22日。

県の復興祈念公園内に国が追悼施設を

⑨公園に近接する他の市町
村等施設によって公園の機
能や魅力が増進される見込
みがあること

理念・考え
方

公園候補地

①国の整備方針と適合していること

①復興祈
念公園
は、犠牲
者への追
悼と鎮魂、
震災の記
憶と教訓
の伝承、
復興への
強い意志
の発信等
を目的と
し、国と地
方が連携
して整備

②国の方
針により、
岩手県、
宮城県、
福島県に
それぞれ１
箇所ずつ
整備するこ
ととなって
おり、県の
設置する
復興祈念
公園内の
一部に、国
が中核的
施設となる
丘や広場
等を建設

②津波被害等が甚大であ
り、犠牲者が多く追悼の場と
して妥当性があること

③沿岸部かつ被災が実感で
き、震災の記憶と教訓を伝承
する場として妥当であること

④土地の形状や規模に、復
興祈念公園としての妥当性
があること

⑤用地の確保が容易であ
り、早期の着手が可能である
こと

⑥交通アクセスが良好で、県
内外から来訪しやすいこと

⑦近隣に他の震災遺構を有
するなど、回遊・見学が可能
であること

⑧市町村に他の復興拠点施
設が存在しない・少ないな
ど、復興祈念公園が復興を
牽引する施設として貢献度が
高いこと
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催され，その他に現地調査と住民意見の発表（6

名）・聴取（2名）とを行い，パブリック・コ

メントも実施した．基本構想（国）への『県提言』

は４つの柱から構成されているが，筆者なりにそ

の意図を整理すると次のようになる ． 
第 1 は東日本大震災で犠牲となったすべて

の生命（いのち）への追悼と鎮魂としての役

割である．この追悼と鎮魂には津波で亡くな

った方々への悲しみと原子力災害への怒りを

出発点とし，その対象に人的直接死だけでな

く震災人的関連死を加え，さらに亡くなった

動物も加えるべきとの意見を受けている．こ

れには地震後，原発災害による避難指示が出

されたため救助活動ができずに避難しなけれ

ばならず，そのため家族・友人などを助けら

れずに水難者や餓死者を出し，しかも 40日以

上放置され腐乱した遺体として発見された

方々の追悼と鎮魂や，避難指示区域に残され

亡くなった愛玩動物や全頭殺処分となった家

畜など動物の慰霊への強い思いが込められて

いる． 

第 2 はふくしまへの思いを育む役割である．

ここでは主に被災した方や家族を亡くされた

方々が祈念公園に集まり，被害の甚大さ，命

の大切さ，避難のあり方などの会話ができる

だけでなく，遠くに避難している方が戻って

きた時に集え，生まれ故郷の歴史や文化を子

どもや孫等に伝えらえる「再会の場」とする

べきとする意見と，花などを用いて毎年思い

起こしてくれるような，そこに行ってみたい

という気にさせるような仕組みとともに，公

園の候補地である両竹山は古代の横穴墓や戦

国時代の山城など地域の歴史や生活について

のアイデンティティを保持できる公園にして

ほしいとの要望を受けている． 

第 3 はふくしまの被災の経験を将来につな

げる役割である．福島県では国の復興祈念公

園と県の震災アーカーブ拠点の整備とが別々

に検討されてきた．しかし広島の原爆ドーム

と平和祈念資料館との関係のようにアーカイ

ブ拠点施設と復興祈念公園とを近接して整備

し，世界や次の世代に福島の悲惨な状況を一体

で示すことが必要であり，それによってより多

くの来訪者が来ることに期待が寄せられてい

る．そのため復興祈念公園にはアーカイブ拠点

と周辺津波遺構と「回遊性」，「学びの場」，「伝

承」等によって連携させる重要な役割が求めら

れる．具体的には慰霊碑に犠牲者名（震災関連

死も），動物，集落，地名等を記銘するだけで

なく，津波被災地の街並みをジオラマで再現し，

被災者の住家があった証を残し，さらに「悲劇」

の中でも児童全員が避難できた「奇跡」である

請戸小学校や住民が駆け上がることで生き残

れたマリーンハウスふたば等の震災遺構，事故

を起こした東京電力福島第一原発排気塔の眺

望スポットなど，震災と原子力被害状況を一体

的に体感できる仕組みをつくりあげることが

期待されている． 

第 4の役割はどのように「懸命に復興へ向け

て取り組むふくしまの姿を国内外へ示す」かで

ある．ここでは祈りの中に「復興への強い意志」

をどのように表現するのか，また復興の取組や

過程に関する情報を高いメッセージとしてど

う発信していくのかが重要である．福島県の復

興ビジョンは「原子力に依存しない，安全・安

心で持続的に発展可能な社会づくり」，「ふくし

まを愛し，心を寄せるすべての人々の力を結集

した復興」，「誇りあるふるさとの再生の実現」

の３つが基本理念であり，こうした基本理念の

空間表現である復興祈念公園は帰還する人，帰

還できない人，帰還しない人だけでなく，震

災・原子力災害の教訓・伝承を学ぶ人たちが訪

れたくなる内容と表現力をもつふくしまの姿

を国内外に示すことが必要である． 
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6. 復興祈念公園の基本理念等と地域性 
 

6.1 基本理念・基本方針の比較 
岩手・宮城・福島各県の基本理念を比較して，

その共通性と地域性を考えてみよう． 
岩手県陸前高田市に設置される高田松原津

波復興祈念公園の基本理念は，「奇跡の一本松

が残ったこの場所で，犠牲者への追悼と鎮魂の

思いとともに，震災の教訓とそこからの復興の姿

を，高田松原の再生と重ね合わせ未来に伝えて

いく」であり，瞼を閉じればその祈念公園の意義を

「奇跡の一本松」としての風景的にイメージが浮き

上がる（表２）．    
宮城県石巻市に設置される石巻南浜津波復興

祈念公園の基本理念は「東日本大震災により犠

牲となったすべての生命（いのち）への追悼と鎮

魂の思いとともに，まちと震災の記憶をつたえ，生

命（いのち）のいとなむ杜をつくり，人の絆（きず

な）をつむぐ」であり，高田松原津波復興祈念公

園と比較では「杜」という以外にはイメージが湧き

表２ 岩手・宮城・福島県復興祈念公園の基本理念等比較 

名
称 

高田松原津波復興祈念公

園 
石巻南浜津波復興祈念公園 

福島県における復興祈念公園 

（名称未定） 

基
本
理
念 

「奇跡の一本松が残った

この場所で犠牲者への追

悼と鎮魂の思いとともに

震災の教訓とそこからの

復興の姿を高田松原の再

生と重ね合わせ未来に伝

えていく」 

東日本大震災により犠牲と

なったすべての生命（いの

ち）への追悼と鎮魂の思い

とともに、 

・まちと震災の記憶をつた

え 

・生命（いのち）のいとなみ

の杜をつくり 

・人の絆（きずな）をつむぐ 

生命（いのち）をいたみ、 

事実をつたえ、 

縁（よすが）をつなぎ、 

息吹よみがえる 

基 

本 

方 

針 

１．失われたすべての生

命（いのち）の追悼・鎮魂 

２．東日本大震災の被災

の実情と教訓の伝承 

３．復興への強い意志と

力の発信 

４．三陸地域に育まれた

津波防災文化の継承 

５．公園利用者や市街地

の安全の確保 

６．歴史的風土と自然環

境の再生 

７．市街地の再生と連携

したまちの賑わいの創出 

８．多様な主体の参加・協

働と交流 

１．犠牲者への追悼と鎮魂

の場を構築します 

２．被災の実情と教訓を後

世に伝承します 

３．復興の象徴の場として

メッセージを国内外に発信

します 

４．多様な主体の参画・協働

の場を構築します 

５．来訪者の安全を確保し

ます 

１．生命（いのち）をいたむ 

【東日本大震災により犠牲と

なったすべての生命（いのち）

への追悼と鎮魂の場となる】 

２．事実をつたえる 

【東日本大震災の記憶と教訓

の後生への伝承の場となる】 

３．縁（よすが）をつなぐ 

【東日本大震災の記憶と教訓

の後生への伝承の場となる】 

４．息吹よみがえる 

【国内外に向けた復興に対す

る強い意志の発信の場とな

る】 

５．基本方針実現のために留

意すべきこと 

①多様な主体の参画・交流 

②利用者の安全・安心の確保 

③被災地の状況を踏まえた段

階的な整備・管理 

出
所 

「高田松原津波復興祈念

公園（基本計画（案）【概

要版】（2015年4月）。「高

田松原津波復興祈念公園

の基本設計（案）【鳥瞰イ

メージ】」（2016年9月） 

「石巻市南浜地区復興祈念

公園（仮称）基本計画【概要

版】」（2015年8月）。「基本

設計における空間デザイン

について」（2016 年 3 月 9

日）。 

国土交通省「基本計画の検討

方針（案）」（2017年10月） 

 

 岩 手 県 宮 城 県 福 島 県 
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にくいものの，津波被害の実態を反映させてい

る． 
福島県浪江・双葉町に設置予定の福島県の

復興祈念公園の基本理念には「生命（いのち）を

いたみ，事実をつたえ，縁（よすが）をつなぎ，息

吹よみがえる」が据えられている．この基本理念

は基本方針で「生命（いのち）をいたむ」につい

ては，「福島県，さらには被災地全体の追悼と鎮

魂の中核的な場所として，国内外のあらゆる

人々が集い，東日本大震災により犠牲となった

すべての生命（いのち）への深い追悼と鎮魂の

場を整備し，犠牲となった動物に思いを致す慰

霊碑を整備する」と説明されている． 
 
6.2 祈念公園の主な空間機能と空間構成 
基本理念や基本方針は復興祈念公園にどん

な空間機能と空間構成に流し込まれていくので

あろうか．復興祈念公園の核と空間軸という観点

から整理すると次のようになる． 
高田松原地区震災復興祈念公園の中心核は

「奇跡の一本松」であり，その空間中心軸は北西

の「津波が遡上した気仙川上流方向」と南東の

「再生する松原」と「津波の来襲した広田湾方

向」とを結んでいる．この北西₋南東軸に直交す

るように砂嘴の名勝高田松原の再生とその内陸

にある潟の古川沼の再生である（図１）． 

 
図１ 高田松原地区震災復興祈念公園の公園

全体の空間構成 
出所：高田松原地区震災復興記念公園有識者

検討委員会「第 1 回 資料２ 高田松原津

波復興祈念公園基本計画（案）の概要」国

土交通省東北地方整備局・岩手県・陸前高

田市，2015年 8月 15日 
石巻南浜津波復興祈念公園の空間中心軸は

南東方向にある旧北上川河口と北西方向にある

集団移転先の虻田地区を結んだものである．この

空間軸から日和山方向（北東）を直角で望むこと

ができる場所に「追悼広場」が設置される．そして

この「追悼広場」から多くの津波犠牲者を出した

旧門脇小学校校舎を北方向に見ることができる

（図２）． 

 
図２ 石巻南浜津波復興祈念公園の空間デザ

イン 
出所：石巻南浜津波復興祈念公園有識者委員  

会「平成 28年度第 2回資料 空間デザイン

の検討結果」2017年 3月 14日 

福島県復興祈念公園の中心核は両竹山である．

ここには津波被害を逃れた人たちがたどり着いた

諏訪神社がある．中心空間軸は 3 本あり，そのう
ちの 2 本は津波・原災の原因方向をそれぞれ東
の太平洋側，南の東京電力福島第一原子力発

電所を指している．もう一本は地域の歴史・文化

や東日本大震災の被災地（請戸地区等の各集落，

請戸小学校，アーカイブ拠点建設）を北東-南西
軸で結んでいる（図３）． 
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図３ 福島県復興祈念公園と周辺地域を含

む空間構成の考え方 

出所：復興庁・福島県「福島県における復

興祈念公園基本構想」2017年 7月 

 

7. おわりに 
 「福島県における東日本大震災復興祈念公園

の基本構想（国への福島県の提言）」（案）は，第

4 回県有識者会議に事務局案として提出された

が，これに対して委員から次のような意見が出さ

れた． 
・ 「本県における未曾有の複合災害を象徴する

場所」は「本県（福島県）」ではなく，「我が国に

おける未曾有の事態」であると捉えるべき． 
・ 福島県民にとっては，複合災害で何が起きた

のか，隠さず正しく伝えることが大切である．二

度と複合災害が起きないように誓う場所になる

べき． 
・ 犠牲者数について，直接死（津波被害）と関連

死（原発災害被害）とを分けるべき． 
・ 情緒的な表現が多く，ふくしまの被災を経験し

ていない方々からは，分からないという感情に

繋がり，世界と被災の経験を共有していくこと

は難しい． 
・ 復興をリードするという積極的な考え方を強調

するべき．その際，再生可能エネルギーや花き

植物園だけでなく，生業（農林水産業や商業）

との連携も取り上げるべき． 
こうした意見を受けて，県有識者会議会長が

主として「前文」と本文の「（３）ふくしまの被災の

経験を将来につなげる」において，東日本大震

災が原子力災害をともなう未曾有の複合災害で

あることをより明確にする文言をもつ修正案を，事

務局に提示し有識者会議メンバーと再調整のうえ，

以下の柱建てによる「提言」を福島県知事に提出

した． 
（１）東日本大震災で犠牲となったすべての生命

（いのち）への追悼と鎮魂 
（２）ふくしまへの想いを育む 
（３）ふくしまの被災の経験を将来につなげる 
（４）復興に向けて取り組むふくしまの姿を国内

外へ示す 
この「県提言」は国の「基本構想」における基本

理念及び基本方針へと引き継がれていき，復興

祈念公園の空間構成においても「津波」軸と「原

災」軸とが明確に描かれることになったのである． 
 
謝 辞 本稿は，「福島県における復興祈念公園

のあり方（基本構想への県提言）検討有識者会

議」（2015 年 10 月 9 日設置）における議論をもと
にまとめたものである．本稿をまとめるにあたり，有

識者会議委員，意見を発表していただいた浪江・

双葉町の避難住民の方々及び事務局を担った福

島県土木部まちづくり推進課の皆様に感謝する．

なお，筆者はこの有識者検討委員会の会長を務

めたが，本稿はあくまでも個人としての意見を取り

まとめたものであり，有識者会議としての意見では

ないことを付記しておきたい． 
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概要 

本研究は本稿ならびに続報を含めて，民間データを用いた栃木県の地域経済の構造を分析すること

を目的とする．本稿では，帝京大学地域活性化研究センターで保有する企業間取引データの全体像を

描くことに最大の焦点を当て議論する．データの解析に先立ち，既存の企業間取引データを用いた研

究の成果を概観し，ネットワーク分析を主軸とした取引データの分析が地域経済の観察に有効である

ことを示した．次に，取引構造を分析し，産業大分類レベルでも企業間取引の 60％が異業種間で行わ

れていることを示した．さらに域内・域外の取引の特徴から企業を類型化し，ローカルサービス型，コ

ネクター型，レセプター型，グローバルリンク型の特徴の差異が産業大分類間で明瞭に現れる．なお，

栃木県企業は全国各地と取引実績があるが，取引の距離の側面からは，隣県との取引，東京都との取

引，大阪・名古屋との取引に特徴をみいだせる． 

 

1. 研究の背景と課題 
地域経済政策の立案においては，これまでの

政策立案者の勘や経験，場合によっては思い込

みに基づいたものからエビデンスを重視する

EBPM（Evidence Based Policy Making）へと流れ
が変わりつつある．意志決定に必要な統計資料

が限定されていたことやそれを加工し分析す

るデータ解析力が特定の実務者にしか備わっ

ていないことが，その背景にある．ただし前者

については大きな改善がみられる． 
例えば，政府の電子統計データサイト「e-Stat」

は公表された統計表だけでなく，データベース

のレイアウトをカスタマイズすることや API
を用いることもできるようにもなった．さらに

2015 年度には内閣府によって「地域経済分析
システム（RESAS）」が公開されている．これ
を用いた政策アイデアコンテストが 2016，2017
年度の両年に実施され，高校生や大学生，一般

からユニークな政策提案もなされるようにな

ってきた．また，RESASには公的統計データの

みならず，様々な民間データを活用できるよう

になっている．これを用いることの重要性を解

説する論考も示されてきた[1][2]． 
また地域経済の側面では，2014年版中小企業

白書でコネクターハブ型企業の概念が政策課題

として打ち出されてから，この種の企業が地域

内にどれほど存在するか，注目が集まるように

なってきた．しかし，コネクターハブ型企業は

個票データでも使わない限り既存の統計データ

から明らかにすることが難しく，これまでほと

んど議論がされていない．このような問題点も

個々の企業レベルでデータを蓄積してきた民間

データは解決しうる． 
そこで本研究は本稿ならびに続報を含めて，

民間データを用いた栃木県の地域経済の構造を

分析することを目的とする．本稿はその第一弾

として，帝京大学地域活性化研究センターで保

有する企業間取引データの全体像を描くことに

最大の焦点を当て議論したい． 
以下，第 2 章でまず民間データを用いた先行
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研究を概観し，大規模データセットを地域経済

分析に用いる重要性を整理する．続く第 3章に
おいて本研究が用いる企業間取引データの全

体像を示し，第 4章で企業間取引の特徴を考察
する．最後に第 5章で企業間取引の距離につい
て確認をする． 

 

2. 大規模データセットを用いた経済分析

の重要性 
ここで，民間データを用いて地域経済を分析

したいくつかの重要な先行研究をレビューし，

本研究に求められる課題を整理しておきたい． 
後藤・高安[3]は，高安らによって行われてき

た（株）帝国データバンク（以下，TDB）の長
期データに関する一連の解析結果を紹介して

いる．取引データのネットワークの成長モデル

をMTTモデルとして提案したり[3][4]，受発注
企業の売上高から取引金額を推計したり1 [5]，
企業の生存率が隣接企業の生存率の和で説明

できることを理論的に示したりしている[6][7]．
これらの研究では，理論式を構築し民間から提

供された観測データとの比較を通じて，観測デ

ータを尤もらしく表現できる理論式を構築す

ることに焦点が置かれている．いずれの研究も

近年のビッグデータ解析の理論的・技術的進歩

に並行して進められてきた．企業間の取引を解

析することは，地域経済の強み・弱みを理解す

ることにつながる．その際，企業間取引のネッ

トワークに注目することの重要性を高安らの

研究成果は指摘しているのである． 
他方で，企業間取引のデータに関しては理論

的解釈だけでなく，ネットワーク分析手法を用

いた実証的な研究例もある．例えば，Fujii et 
al.[8]は（株）東京商工リサーチの企業間取引ネ
ットワークのデータを用いて時系列の変化で

検証している．企業年齢が上がるほど取引先数

の成長率が低下することや企業年齢をコント

ロールすると取引先数と売上成長率の間には

                                                                                                                                           
1 これが実際に，RESASの自治体限定メニューである
「産業間取引」や「企業間取引」に掲載されている． 

正の相関がみられることを明らかにしている．

また，比佐らは TDBのデータを元に，海外進出
を実施した企業の企業間取引ネットワークの中

心性が強いことを明らかにしたり[9]，女性経営
者の企業は男性経営者のそれよりも企業間取引

ネットワークの規模が小さいことを明らかにし

たりしている[10]． 
さらに企業間取引データの分析に地理的な観

点を組み込んだ研究も進められている．例えば

水野らは，ダイハツ九州の取引関係を TDBのデ
ータを用いて地理的な観点から考察し，三次取

引先までのリンケージは九州全体で非常に複雑

な取引関係の網が形成されていることを指摘す

る[11][12]．他方，福田らは，TDBのデータから
企業間取引ネットワークの取引構造の中心性を

導き，経済圏域を考察する．本研究との関連性

において重要な指摘は，大阪と福岡の経済圏域

ではコネクターハブの特徴が明瞭に現れている

ことである[13]． 
本報告で用いる企業間取引ネットワークのデ

ータは後述するように栃木県という特定の地域

のデータを用いるため，筆者は理論的な解釈よ

りもむしろ，実際に観測されたデータを実証的

に解釈し，地域経済の特徴をより鮮明にするこ

とを重要視している．すなわち，地域経済にお

ける企業間取引ネットワークの構造を理解する

ことにほかならない． 
 

3. 企業間取引データの全体像 
まず，本研究の分析対象とする企業間取引デ

ータの全体像を示しておきたい．以下の 2 つの
条件を満たす企業の取引データを，本研究は使

用する．なお，企業名は匿名化されている． 
① 2013年以降に調査された企業． 
② 栃木県に本社を置く企業でかつ他社との

取引本数が 7本以上あるもの． 
データセットの規模は，企業約 3 万社，取引

約 6 万 5 千件である．データセットには本社所
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在地（市区郡まで）や業種分類，売上高や従業

員数，資本金などが企業の概要情報として組み

込まれている．このうち，売上高や従業員数，

資本金は比例尺度ではなく順序尺度となって

いることに留意する必要がある．また，取引デ

ータには栃木県内の企業と取引のある県外企

業が含まれているが，県外企業同士の取引は含

まれていない．

まず，分析の主な対象となる県内の企業の概

要を整理したい（図 1）．平成 28（2016）年の
経済センサス活動調査の結果で示される栃木

県内の企業数と本研究で用いるデータセット

で栃木県に本社を置く企業数を比較したもの

が示されている．補足率は後者を前者で除した

ものである2．業種によって，補足率が異なるが，

これは先に示した取引本数の条件に適合する

かどうかによるところが大きい．すなわち，中

小零細企業が多い業種，例えば卸売・小売業や

宿泊業・飲食サービス業，では個々の企業の取

引本数がそもそも小さいために補足率が低く

なっている．それでもこれらの業種では 100社
以上のデータが含まれているため，分析に支障

はない．

複合サービス事業は補足率が ％を上回るというエラー

が出たため，補足率は示していない．産業分類の分類基準

は示されているものの，調査実施主体によって多少のズレが

生じていることに起因すると考えられる．なお，企業数そのも

のが非常に少ないため，本稿では特に問題視しない．

次に，企業間取引の特徴を表 1 に整理した．
取引の方向に着目すると，県内企業同士の取引

本数と県内企業から県外企業へと発注される取

引本数，県外企業から県内企業へと発注される

取引本数は，それぞれ 2 万件強で大きな差はな
い3．取引が同業種内で行われているか，異業種

間で行われているかを，先の取引の方向別に確

認しても，いずれも取引の 40％が同業種内で，
残る 60％が異業種間で行われていることがわか
る．この業種は産業大分類で分類しているため，

中分類以下細かな分類によって差異がみえてこ

ようが，データの全体像を俯瞰する限りにおい

て取引の方向，産業に大きな偏りはみられない．

表 1 企業間取引データの概要

4. 企業間取引の特徴

さらに企業間取引の方向性について詳しくみ

てみたい．図 は，栃木県内に本社を置く企業

なお，県外企業のうち栃木県内に事業所を配置しそこで取

引が行われている可能性があることに留意する必要がある．も

ちろん，反対に県内企業同士の取引であっても県外の事業所

同士で行われている取引がある可能性もある．
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の県内取引率を示している．横軸に県内仕入

（発注）率，縦軸に県内販売（受注）率を取っ

ている．また，図中の 1点 1点が個々の企業の
県内取引率を表しているが，企業が多数存在す

るため，企業の多さを濃淡で表している．すな

わち，点の色が濃いところに企業が多く集まっ

ている． 
 

 

図 2 栃木県企業の県内取引率 
 
図 2からは，県内企業の取引における地元指

向は発注（仕入）時よりも受注（販売）時のほ

うがわずかに強いことがわかる．県内企業を主

たる取引相手とする，すなわち県内取引率が

50%を上回る企業の割合は，発注時で 49％，受
注時で 53％となる．なかでも受注の全てを県
内企業に依存する企業は 53%のうち 27ポイン
トに上る4．県内受注率が高くなればなるほど，

地域内での産業連関が強く働いており，県内の

経済循環5に寄与しているとも理解することも

できよう。他方で，受注の全てを県内企業に依

存する企業の半数は販売先が 1 社のみの零細
企業である． 
また，県外企業から多く受注し，県内企業へ

                                                                                                                                           
4 発注時に 100％県内企業に依頼する企業は 21％である． 
5 RESASの「地域経済循環図」ツールによると，栃木県の地

域経済循環率は 101.1％（2013年）である． 
6 xは個々の企業を表す． 

数多く発注する企業，すなわちコネクターハブ

の役割を果たす企業は全体の 29％を占める．な
お，本研究で使用するデータは取引本数 7 本以
上を抽出条件としているため，この数値は現実

よりも高く見積もられている可能性に留意する

必要がある． 
このような取引の特徴は，業種によっても大

きく異なると予想される．そこで，業種間の差

異を，福田ら[16]の指標に基づいて確認する．こ
の指標は，仕入（Bx）と販売（受注 Sx）のそれ

ぞれの域内取引の特化係数を求め6，その値が 1
を上回るか否かで分類したものである．Bx≧1か
つ Sx≧1をローカルサービス型，Bx≧1かつ Sx<1
をコネクター型7，Bx<1かつ Sx≧1をレセプター
型，Bx<1 かつ Sx<1 をグローバルリンク型と分
類する．栃木県内に本社を置く企業の取引類型

を図 3に示す． 
ローカルサービス型の割合が大きい，すなわ

ち域内から仕入，域内で販売する企業の多い業

種は，鉱業・採石業・砂利採取業や複合サービス

事業，建設業である．鉱業・採石業・砂利採取業

は多くが普遍原料であり，かつ輸送コストが大

きいことが近距離の取引を指向する要因であろ

う．建設業においては地域との結びつきが強い

ことで知られるが8，企業間取引データにおいて

も仕入・販売ともに県内企業との取引が重視さ

れている． 
コネクター型の割合が大きい，すなわち域内

から仕入，域外で販売する企業の多い業種は，

宿泊業・飲食サービス業や教育・学習支援業，医

療・福祉である．宿泊業・飲食サービス業では実

に 4 分の 3 に上る企業がこの型に該当する．一
般消費者を主な販売先とする同産業は企業間取

7 本稿ではコネクターハブ型の名称を用いているが，福田らは

コネクター型と名付けているため，これにならう． 
8 古くは友澤[14]などの報告があり，近年でも横山・平野[15] 

などの報告がある． 
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引のデータだけでは過少に評価されうるかも

しれないが，少なくとも企業間取引において域

外から稼ぐという基盤産業の性格を有する．こ

の点は，観光業の振興において重要な視点とな

ろう．

域外から仕入，域内に販売する企業の多いレ

セプター型の特徴がみられる業種は，卸売・小

売業やサービス業（他に分類されないもの）で

ある．卸売・小売業においても企業間取引だけ

では全体像を表し切れないが，それでも多少は

企業間取引も存在する．卸売・小売業では県内

で販売する割合が高くなる一方で，その商品は

県内外から確保する必要があることを反映し

ている．

域外から仕入，域外に販売するグローバルリ

ンク型の特徴が明瞭な産業は，製造業や農林漁

業である．製造業の取引は主として県外に重き

が置かれており，過半数以上の取引において県

外から受注し，県外へ発注する企業は全体の

44％に達する9．これはよく言えば，県内企業と

県外から栃木県に進出してきた企業との間に

取引連関が生まれていることを示唆している。

一方で，県外企業に対する依存度が高いことが

栃木県製造業の課題の 1 つとも言い換えられ

建設業のそれが ％であることを考えると非常に対照的で

ある．

栃木周辺を拡大して示している．

る．

5. 企業間取引の距離

企業間取引の距離に関しても言及しておく．

繰り返しとなるが，本データが事業所ベースで

はなく本社ベースで作られているため，支店や

分工場の多い栃木県においては，本データから

得られる位置情報を元に距離に関連する分析を

行ったとしても集積の経済のような経済構造を

明らかにすることは叶わない．他方で，商流と

して，栃木県の地域経済において，どの地域と

のカネの結びつきが強いかを理解するのに役立

つ．

取引の結びつきを地図に表現したもの10が図

4，距離を都道府県別に示したものが図 5である．
なお，企業間取引の距離が 0km となるものは，

同一住所に立地する別の企業同士の取引も考え

られるが11，経緯度を算出する際の変換精度に起

因している可能性もあるため，ここでは除外す

ることとした．それでも取引距離の最小値は

0.05 ㎞と近隣での取引があることを示している．
最大値は 2,166㎞，平均値 121㎞，中央値 76㎞
であり，偏りは大きい．

図 5 において都道府県ごとに取引距離の最小

例えば，同じビル内に入居する企業同士や同一住所に登

録された親会社と子会社間の取引が考えられる．
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値に差がみられるが，これは本研究で使用する

データに栃木県企業と取引のある企業のみが

収録されているためである．栃木県に本社を置

く企業のみに注目すると，その取引の距離は主

として 100㎞以内に集中する。他方で，外れ値
のように特異なものであるが，遠く離れた都道

府県との取引も少なからず存在していること

がわかる． 
この点を詳細に検討するため，取引の方向と

その距離を確認する（図 6）．図中には県内企業
同士の取引を破線で，県内企業から県外企業へ

の発注の取引を実線で示している．県内企業同

士の取引は，栃木県という一定の範囲内で行わ

れているものであるため，取引の距離がかなり

短いところに集中していることがわかる．他方

で，県内企業から県外企業への発注の取引には，

いくつかの特徴を確認することができる．1つ
目は，20〜30 ㎞前後のあたりに 500 社弱の企
業数の山がある．これは隣県の群馬県および茨

城県の企業との取引である．2 つ目は，100 ㎞
前後に最も高い山がある．これは東京都の企業

への発注を意味する．隣県の企業との結びつき

よりも東京都との結びつきが強い点は，首都圏

近郊の製造業にみられる特徴であり，かつ中小

都市にみられる支店経済の特徴でもある．3つ
目に，300㎞あたりおよび 500㎞あたりにも小
さい山が確認できる．それぞれ名古屋経済圏，

大阪経済圏との結びつきを表しており，特に大

阪の企業への発注が特徴的である．なおこれは

図 4 中で西に向かって伸びる取引のラインに
表れている． 

 

6. 今後の課題 
本稿では，帝京大学地域活性化研究センター

が保有する民間の企業間取引データの特徴を

簡潔にまとめた．既存の統計資料や既存の研究

からすでに明らかにされている事実も含まれ

るが，大規模な企業間取引データをエビデンス

として確認できる意義は大きい．さらに，企業

間取引をネットワーク分析によって解析する 

 
図 4 企業間取引マップ 

 

 
図 5 企業間取引の直線距離に対する 

都道府県別箱ひげ図 
 

 
図 6 取引の方向別（県内同士・県内から県外

へ），取引の距離帯別企業数の分布 
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ことや支社の可能性が低い中小零細企業同士

の取引に関する取引距離を解析することなど，

本データの利用価値は高い．これらについては

改めて詳細に検討する． 
 

付記 
本学の教員であれば本データを利用できる．

詳しくは，地域活性化研究センターに問い合わ

せ頂きたい． 
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地域活性化研究センターの活動 2017 

「帝京大学地域活性化研究センター」全学センター化（2017.04）
 2015 年 11 月に「帝京大学宇都宮キャンパス地域活性化研究センター」として発足した当センターは，

2017 年 4 月より「帝京大学地域活性化研究センター」として全学センター化した．宇都宮キャンパスのみだ

けではなく，他キャンパスとも連携した地域活性化に関する活動を目指し，大学全体と地域との連携強化が

更に期待される．

 

「帝京大学地域活性化研究センター年報」創刊（2017.09）
 センター設置以来，発信ツールとして位置づけられていた年報第 1 巻が

ここに創刊した．初号は設置年の 2015 年から翌 2016 年までを対象とし，

冲永佳史学長をはじめ，多くのお祝いのご挨拶を寄稿いただいたほか，特

別寄稿，地域経済学科シンポジウム報告，研究報告，調査報告，フィール

ド報告の計 23編を収録した．

帝京大学経済学部地域経済学科シンポジウム「がんばる栃木

農業」開催（2017.11）
 前回よりセンターが共同主催として参画している地域経済学科シンポジウ

ム．今回は「がんばる栃木農業」をテーマとして，盛況のうちに幕を閉じた．

本シンポジウムの内容については，本誌「報告の部」にて掲載している． 

  

 

宇都宮市創造都市研究センターへの協力

 宇都宮都市圏の創造都市による発展を目指して，宇都宮市内５大学と宇都宮市・産業界等の連携によっ

て設立されたプラットホーム「宇都宮市創造都市研究センター」について，当センターにおいても協力への

協議を行い，スタッフがセンターの運営に参画している．宇都宮市創造都市研究センター事業については，

平成 29 年度文部科学省「私立大学等改革総合支援事業」タイプ 5（プラットホーム形成）に選定されてい

る．
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センターコア会議 
 当センターの運営については，宇都宮キャンパス教職員により構成されている「センターコア会議」によっ

て協議・運営されている．文系・理系の両方を有する宇都宮キャンパスならではのスタッフ陣により，文理

の壁を越えた学際的なアイデアや活動を創出することが可能であり，全学のみならず，地域からの要望や

相談等にも対応する． 

 

2017年度センターコア会議開催状況と主な議題 

第 1回 2017年 7月 13日 於：宇都宮キャンパス 

前年度アクションプランの総括 

今年度アクションプランについて ほか 

第 2回 2017年 9月 19日 於：宇都宮キャンパス 

年報第 2巻編集体制について 

研究員制度について 

プラットホーム形成事業について 

センタープロジェクト研究について ほか 

第 3回 2017年 11月 7日 於：宇都宮キャンパス 

研究員制度について 

年報について 

センターwebサイトについて 

プラットホーム形成について ほか 

第 4回 2018年 2月 24日 於：宇都宮キャンパス 

次年度コア会議メンバーについて 

年報について 

センター英文標記の変更について 

宇都宮市創造都市研究センターについて ほか 
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センター長 

山川 充夫 （経済学部地域経済学科長・教授） 

副センター長 

金子 弘道 （経済学部地域経済学科 教授） 

顧問 

波江野 勉 （理工学部長） 

運営代表委員 

山本 健兒 （経済学部地域経済学科 教授） 

丹羽 孝仁 （経済学部地域経済学科 講師） 

コーディネーター 

長島 重夫 （特命教授） 

乾  泰典 （宇都宮キャンパス総務グループ 高大連携・産学連携・地域連携担当プロジェクト） 
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